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編集方針
サステナビリティに関する取り組みに関心が高いステークホルダーの皆さま

への情報発信およびコミュニケーションツールとして、日本郵船グループで

は「サステナビリティレポート」を発行しています。「サステナビリティレポー

ト」は2019年から2022年の期間に発行していた「ESGデータブック」を改称・

進化させたもので、2024年より発行を開始しました。ESG（環境・社会・ガバ

ナンス）課題解決に向けて取り組んださまざまな活動の実績・データ等をマ

テリアリティ別に取りまとめ、報告しています。

対象範囲
日本郵船（株）を中心とした国内外連結グループ会社の活動。活動分野ごと

に主要な対象会社が異なる場合は、対象範囲を記載しました。

参考にしたガイドライン
・  GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」

・ISO26000

・国連グローバル・コンパクト

・環境省「環境報告ガイドライン2018年版」

対象期間
2023年4月1日～2024年3月31日

（一部の取り組みや活動、データなどはそれ以前または直近のものも含みます）

発行時期
2024年11月

将来見通しに関する注意事項
本データブックには、リスク・不確実性を内包した将来見通しが記載されて

おり、実際の結果とは異なる可能性があります。これらの見通しは、現時点

での情報に基づいており、過度に依拠できないことをご承知おきください。
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グループ企業理念・
ビジョン・バリュー
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誠意
Integrity

創意
Innovation

熱意
Intensity

Bringing value to life.
グループ企業理念

企業理念を実現するために、社員が共通して持つべき「価値観」

当社のありたい姿
総合物流企業の枠を超え、中核事業の深化と新規事業の成長で、未来に必要な価値を共創します。

ビジョン

誠意
うそいつわりのない心・私利私欲のない心。まごころ。
お客様をはじめ、相手を尊重して、相手の立場を徹底的に考え抜く気持ち。思いやり。

創意
これまでだれも考え付かなかった考え。新しい思い付き。
現状に満足せず、より良いものにするための『原動力』、つまり『変革』や『挑戦』。

熱意
一途にそれに打ち込んでいる気持ち。熱心な気持ち。
困難なものに対して、継続して達成するまでやり遂げる熱い思い。

バリュー



自ら考え、自走する組織へ
2021年2月に「NYKグループESGストーリー2021」を発表

して以降、当社グループは毎年、その進捗を「ESGストーリー」

という形で示してきました。2023年11月には、最新の成果を

お伝えする「NYKグループESGストーリー2023」を、脱炭素

社会の実現に向けたより具体的な取り組みをまとめた「NYK 

Group Decarbonization Story」とともに発表しました。「NYK

グループESGストーリー2023」では、同年3月に発表した中期

経営計画（以下、中計）でお伝えしきれなかった非財務情報も

合わせてお示ししています。

2023年度には、人的資本のさらなる高度化に取り組む指針

として、「日本郵船グループCX Story」を取りまとめました。世

界中のグループ社員にもっとワクワクしながら働いてほしいと

いう私の強い思いに、Chief Human Resources Officerを筆頭

とする人事グループのメンバーが真剣に向き合い、具体的にま

とめてくれました。当社グループでは35,000人を超えるグルー

プ従業員のうち、およそ8割を日本以外の外国籍人材が占め

ています。日本企業が日本を基点としてグローバルに展開する

という発想ではなく、「Global Company Head-Quartered in 

Japan」というコンセプトのもと、真のグローバルカンパニーに

必要な人材像の設定と、それを実現する上で必要な制度やキャ

リアパスを整えていく方針です。

ESGストーリーをはじめとする各ストーリーは、「安全」「環

境」「人材」という3つのマテリアリティをベースに、徹底的に

議論を積み重ね、具体的な施策や計画に落とし込んだ内容と

なっています。世界中の拠点で説明会を開催する中で、参加者

からはこれまで以上に熱意のこもった意見や質問が寄せられて

おり、本社主導の一方通行的な施策ではなく、現場自ら考え、

形にするという、当社グループが目指しているESG経営が本格

的に自走し始めたと感じています。

脱炭素目標達成への揺るぎない決意
当社グループは、船舶の運航を中心とする物流事業を展開し

ている企業グループです。船舶による海上輸送においては主に

重油を燃料としているため、多くの温室効果ガス（以下、GHG）

を排出します。つまり、当社グループがGHG排出量を削減し

ていくためには、船舶からの排出をいかに減らしていくかが重

要なテーマの一つとなります。また、物流事業はさまざまな産

業やサプライチェーンと密接に関わっており、当社グループ単

独での取り組みでは排出量削減が容易ではない業界でもありま

す。

そこで、新たに発表した「NYKグループESGストーリー

2023」と「NYK Group Decarbonization Story」では、中計

で設定した目標からさらに踏み込んだ脱炭素目標を掲げまし

た。まず、2050年の排出量ネット・ゼロを絶対に達成するとい

う意識を強くするために、基準年比較の効率目標から総量目標

へ切り替えました。そして、従来のパリ協定2.0℃シナリオでは

なく、より厳しい1.5℃シナリオに準拠させた上で「2030年度

にScope1,2におけるGHG排出量を2021年度比で45%の排出

量削減」という極めて野心的な中期目標を設定しました。その

目標の達成のために、現在利用可能な技術や、近い将来に利

用可能となる技術を持ち寄ることで削減目標の達成を目指すの

ではなく、45%削減を達成するためにはあらゆることに取り組

んでいく、という考えに転換し、技術革新や取り組みの加速、

ステークホルダーとの共創を促進していきます。グローバルに

サプライチェーンを支えている物流事業の脱炭素化なしには社

会全体のカーボンニュートラルは達成できないという課題意識

の下、GHG排出量削減に真摯に向き合い、真剣に取り組むこ

とが当社グループの持続可能な成長につながるものと考え、全

社一丸となった取り組みを推進していく決意です。

当社グループの取り組みと目標に向けた進捗について、今後も

丁寧かつ積極的に発信し、より質の高い対話を実現していくこと

で、当社グループだけでなく、海事産業、そして社会全体で脱炭

素への取り組みを加速させていきます。ステークホルダーの皆さ

まにおかれましては引き続き当社グループへのご支援をいただけ

ますよう、よろしくお願い申し上げます。

トップコミットメント

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

ESG経営の  「実装」フェーズを
力強く推進します

トップコミットメント

2024年4月
代表取締役社長

曽我 貴也
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日本郵船グループの
 ESG経営
NYK Group ’s ESG management

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス
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日本郵船グループのESG経営 ESG経営の実装へ
ESG経営の実装へ

ガバナンス

戦略とリスク管理

経営および監督機関の役割

戦略

リスク管理

取り組み

ESG Navigator制度

当社グループ内展開

ESG関連情報発信

その他の取り組み

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

当社グループは、トップマネジメントの強いコミットメントと

リーダーシップの下でESG経営を推進・実装し、ガバナンス体

制を構築・運用しています。

ガバナンス ESG経営体制図（2024年4月1日時点）

経営および監督機関の役割
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株主総会

監査等委員会 取締役会

内部監査室

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

選任・解任

指示・
監督

指示・
連携

報告・
連携

報告

報告

内部監査

報告

諮問

選任・解任

選任・解任・監督 付議・報告 業務執行体制

監査等

経営会議
代表取締役社長

ESG戦略本部

ESG経営グループ 脱炭素グループ

連携
ESG戦略委員会

委員長：ESG経営担当執行役員
アドバイザー：外部有識者
メンバー：各本部を代表する執行役員およびグループ長

ESG Navigator

各本部

総務本部
自動車事業
本部

ドライバルク
事業本部

エネルギー
事業本部

技術本部
経営企画
本部

ライナー&
ロジスティクス
事業統轄本部

国内外グループ会社

サステナビリティ・
イニシアティブ審議会

国連グローバル・
コンパクト推進委員会

連携 共有

内部統制委員会

リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

安全・環境対策推進委員会



日本郵船グループのESG経営 ESG経営の実装へ
ESG経営の実装へ

経営および監督機関の役割

戦略

リスク管理

ESG Navigator制度

当社グループ内展開

ESG関連情報発信

その他の取り組み

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

● 取締役会

取締役会は、安全・環境対策推進委員会や、リスク管理委員

会、経営会議を通じて議論されたサステナビリティ全般の課題

に関して審議・承認をしています。また、中・長期脱炭素目標

の達成状況についても随時報告され、モニタリングしています。

● 経営会議

ESG経営に関する戦略および課題は、ESG戦略委員会を経

てESG戦略本部が取りまとめ、経営会議が承認しています。経

営会議は経営の意思決定に関わる重要会議体であり、企業・

社会価値の同時創出を目指しています。

● ESG戦略委員会

各本部を代表する執行役員・グループ長と外部有識者で構

成する委員会です。ESG経営に関する全社方針案の策定や目標

の設定とともに、ESGに関わる幅広いテーマを討議しています。

討議の結果は、ESG戦略本部を通じて経営会議や取締役会へ

上申されます。

● ESG戦略本部

中期経営計画“Sail Green, Drive Transformations 2026 - A 

Passion for Planetary Wellbeing -”に掲げた成長戦略の中核

であるESG経営を「実装」していくエンジンとして、2023年4

月にESG経営グループと脱炭素グループからなるESG戦略本部

を設置しました。GHG排出量削減を巡る規制の強化や非財務

情報に関する開示要請の高まりなど、ESGに関する課題は大き

く多様化し、企業の経営戦略と密接に関係しています。ESG経

営グループは「活性化役（Activation）」として、ステークホル

ダーとの共創も取り入れながら、グループ従業員の意識改革や

動機付けを図り、ESG経営のさらなる強化を目指します。脱炭

素グループは「実行役（Action）」として、データに基づく科学

的なアプローチで脱炭素戦略を策定・実行する司令塔的役割

を担います。両グループが関係者を広く巻き込み、グループ・

グローバルでのESG経営の実装に向けて活動していきます。

ESG戦略委員会の活動実績・計画（2023年度～）

年度 実施回数 主な議題

2023年度 計9回

•  マテリアリティについての議論
•  SDGs対照表の更新
•  有価証券報告書のサステナビリティ情報開示
•  KPI実績と取り組み状況

2024年度 計8回
•  対外開示方針検討
•  KPI実績と取り組み状況
•  サステナビリティ関連トピックの勉強会

ESG戦略委員会に参加している外部有識者

北島 隆次 弁護士
TMI総合法律事務所 パートナー
企業法務、特に環境・サステナビリティを
専門とする。事業会社での人事・企画業務
や環境・サステナビリティコンサルタントの
経験、および「SDG企業戦略フォーラム」研究会事務局長職で
の知見を基に外部視点から当社グループのESG戦略策定へのア
ドバイスを実施。

海運を祖業とする当社グループは、グローバル化が進む世界

経済の動きと多様化する物流ニーズに対応する中で総合物流企

業へと成長し、社会のインフラとしての責任を果たし続けてい

ます。

しかし一方、業種の性質上、気候変動対応や環境保全の観

点では大きな課題を内包する産業でもあります。また、裾野の

広い海事産業に基盤を置き、多くのステークホルダーの方々と

関わり、グローバルに事業を展開する当社グループにおいては、

従業員一人ひとりが日々の業務の中で社会課題と向き合うこと

が求められます。

当社グループは2023年3月に発表した中期経営計画にて、

「ESGを中核に据えた成長戦略」を明示し、特に地球環境を

守るための脱炭素化の活動に情熱をもって取り組み、変革を力

強く進めていきます。

持続的成長および中・長期的な企業価値の創出は、株主を

はじめ、従業員、顧客、取引先、債権者および地域社会など

のステークホルダーによる貢献の結果であると認識し、良好な

関係の維持に努めています。

これからもステークホルダーから選ばれる存在であり続けるた

めに、ESG経営を中核に据えた長期的な経営戦略に基づき、適

切に経営資源を投入し既存中核事業の深化・新規成長事業の

開拓をすることにより社会・環境課題に対し貢献していきます。

戦略とリスク管理

戦略
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経営および監督機関の役割

戦略

リスク管理

ESG Navigator制度

当社グループ内展開

ESG関連情報発信

その他の取り組み

ガバナンス
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日本郵船グループの
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

取り組み

気候変動を含むサステナビリティ全般に関するリスクについ

てはESG戦略本部よりリスク管理委員会に報告され、年2回実

ESG経営の実装に向けた取り組みの土台として、ESG 

Navigator制度を導入しています。 ESG Navigatorとは、各部

署においてトップダウンとボトムアップの両方のアプローチを支

え、ESG経営の実装を担う部門担当者のことです。現在、本社

内全50部署でグループ長・室長・支店長が任命した100名を

超えるESG Navigatorが活動しています。

具体的には、①ESG Navigatorとグループ長・室長・支店

長が自グループの「ありたい姿」へ辿り着くためのルートをど

う描くかを議論、②マネジメントの考えをグループ員と共有、

③若手層の自由闊達な意見をリードし、グループ員の意見を各

所に展開する役割を担っています。

※ 船の世界でNavigatorとは航海士のことですが、ここでは航海長である二等航海士を指しま
す。航海長（二等航海士）の重要な仕事の一つに航海計画の策定があり、船の進むべきルー
トを船長と意見を交わしながら決定し、また船内全体で意見を取りまとめる際も中心的な立
場です。ESG Navigatorには日々の業務の中でESG経営を実装するにあたり、航海長の役割
を担ってもらいたいとの思いを込めています

なお、中期経営計画では示し切れなかった非財務情報を補

完するため、2023年11月に「共創」をキーワードとした「NYK

グループESGストーリー2023」と当社グループの考える脱炭素

戦略を示した「NYK Group Decarbonization Story」を発表し

ました。

リスク管理

ESG Navigator※制度

ミドルマネジメント

ESG戦略委員会

ESG Navigator

チームメンバーとの議論

他グループ会社や
他部署・部門との議論

議論

議論

詳細は以下をご覧ください
NYKグループESGストーリー

NYK Group Decarbonization Story
https://www.nyk.com/sustainability/concept/esg-story/

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment003.pdf

Link

施されるリスク管理委員会にて特定の後に、経営会議を経て取

締役会へ報告されています。またESG戦略委員会にてサステナ

ビリティ課題に関し討議する際には、その課題に内在するリス

クを明らかにした上で議論を深めています。
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経営および監督機関の役割

戦略

リスク管理

ESG Navigator制度

当社グループ内展開

ESG関連情報発信

その他の取り組み

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

ESG経営は当社グループ全体へ着実に広がり、国内外におけ

る複数のグループ会社が自主的にESG経営に取り組み始めてい

ます。

当社は各グループ会社間の連携強化に努めています。国内

各社とはグループ会社社長定例会などを通した直接対話、海

外各社とは各拠点に設置している統括部門を通じて本社および

各拠点間での連携を維持しています。

今後も当社グループ全体への浸透を目指し、本社とグループ

会社が一体となり取り組みを進めていきます。

ESG Navigators’ Meetingの様子

ESG Navigator制度の取り組み

内容

ESG 
Navigators’ 

Dialogue

各部署の取り組み事例の共有や、サステナビリティ全般
に関する世の中の動き、専門知識のアップデートを目的
としています。2021年度は全10回実施し、延べ900名が、
2022年度は全10回実施し、延べ830名が参加しました。
2023年度は社内外の取り組みや社会動向も盛り込み、継
続的に実施し全6回開催、延べ1,540名が参加しました。

ESG 
Navigators’ 

Meeting

ESG Navigatorが一堂に会し、ESGに関するさまざまなト
ピックについて自由な発想の下、活発に議論しています。
小規模のグループに分かれ、双方向のコミュニケーショ
ンの中でそれぞれが抱える課題の共有や意見交換を行
い、さらなるESG経営浸透の加速につなげています。
2023年度はESG経営を実装するための身近な行動事例
を考える、というテーマで議論を行い、さまざまなアイ
デアや意見が飛び交う活発なNavigators’ Meetingとな
りました。

当社グループ内展開

本社およびグループ会社向けのITプラットフォームを新たに整

備し、定期的にESG関連情報やニュースの発信を行っています。

双方向の情報のやり取りが可能な仕組みをつくることでグループ

全体のタイムリーな情報共有を実現しています。

・ eラーニング 

（ESG経営、安全、環境、人材、コンプライアンスなど）

・新入社員向けESG研修

・グループ報“YUSEN”などへのトピック掲載

・当社グループ社員を対象としたイベントの実施

・社外パートナーによるオンライン講演会

その他の取り組み

ESG関連情報発信

SUSTAINABILITY REPORT 2024 008



日本郵船グループのESG経営 マテリアリティ
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当社グループのマテリアリティ当社グループのマテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

非財務指標（KPI）と実績

ありたい姿と重要テーマ

マテリアリティとSDGsへの貢献

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

当社グループは、ガバナンスを土台とした「安全」「環境」「人

材」をマテリアリティ（重要課題）として掲げています。これら

のマテリアリティは事業に直結するものとして、社員もその重

要性を広く認識しており、ESG経営の根幹となっています。

当社グループは2023年3月に発表した中期経営計画“Sail 

Green, Drive Transformations 2026 – A Passion for Planetary 

Wellbeing –”においてビジョンの実現に向けた経営戦略を策定

しており、右図はミッション・ビジョン・バリューと経営戦略、

マテリアリティとガバナンスの関係性を示しています。

ミッション・ビジョン・バリュー＋経営戦略＋マテリアリティ

Mission

Vision

誠意・創意・熱意Value

当社の
存在意義・社会的使命

当社のありたい姿

企業理念を実現するために、
社員が共通して持つべき「価値観」

総合物流企業の枠を超え、
中核事業の深化と新規事業の成長で、
未来に必要な価値を共創します

「 」

多様性・多元性の確保

既存中核事業の深化と新規成長事業への投資

支えの戦略

BX 事業変革
Business Transformation

両利きの経営AX Ambidexterity

Corporate TransformationCX

DX EX
Digital Transformation

デジタル
トランスフォーメーション

エネルギー
トランスフォーメーション

Energy Transformation

人材・組織・グループ経営変革

将来の戦略的成長事業への挑戦

脱炭素戦略の本格化デジタル基盤の整備を推進

深化 既存中核事業 新規成長事業
変革・収益拡大 開拓・投資 進化基軸戦略

経営戦略

バリュー

企業理念

ビジョン

環境

ガバナンス

マテリアリティ

人材安全
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ありたい姿と重要テーマ当社グループのマテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

非財務指標（KPI）と実績

ありたい姿と重要テーマ

マテリアリティとSDGsへの貢献

日本郵船グループの
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

中期経営計画で発表したビジョンに対し、それぞれのマテリアリティに紐づくありたい姿を明確

化し、実現していくための重要テーマを設定しました。

マテリアリティ ありたい姿 重要テーマ

安全

日本郵船グループは、高い安全意識の下最高
水準の知識・技術・経験で物流現場を支え、人
が安全を作り、安全が人々の生活と命を守り育
てる組織であり続けます。

• 重大事故・事件の防止
• 安全意識維持向上
• 労働安全衛生の遵守
• オペレーションリスクへの対応
• サイバーセキュリティ

環境

日本郵船グループは、総合物流企業の枠を超
え未来に必要な価値を不断に共創することで
環境課題の解決を世界の先頭に立って牽引
し、地球と人類の持続可能な発展を支える存
在であり続けます。

• 脱炭素推進
• 気候変動リスクへの対応
• 海洋・生物多様性保全
• 大気汚染防止
• 持続可能なサプライチェーン

人材

日本郵船グループは、すべてのグループ社員
が個々の能力を最大限発揮し生き生きと活躍
できる企業であることで、持続可能な社会の
実現に貢献する存在であり続けます。

• エンゲージメント向上
• 多様性・多元性の確保
• タレントマネジメント
•  “Bringing value to life.”を支える 
仲間との共創

• 人権の尊重
• 地域社会との共生
• 倫理的な労働慣行

基盤：ガバナンス

当社グループは企業理念の実現に向けて、ステークホルダーの期待を把握した上で、事業活動

による社会的な影響の大きさも重視して、マテリアリティを特定しています。2023年度は、新中期

経営計画の開始年度にあたるため、マテリアリティに紐づいたより具体的な重要テーマの特定など

を行いました。

ESG戦略本部が中心となり素案を作成、ESG戦略委員会における数回にわたる議論を踏まえ、

経営会議の審議を経て取締役会にて内容の妥当性が確認・決議されました。多くの社員、経営

層、取締役が丁寧に議論を重ねたことにより、既に浸透しているマテリアリティをより一層自分ご

と化させることにつながりました。2050年のありたい姿を実現するため、マテリアリティや重要

テーマの特定を継続的に行っていきます。

マテリアリティの特定プロセス

① 重要テーマの特定
ESG戦略本部が中心となり、中期経営計画、

ISO26000、GRI Standards、SASB、ESRS、SDGs、

他社事例を参考に、当社グループが取り組むべき

重要テーマを網羅的に考慮・議論・選択し、特定

② 重要性の設定
社外アドバイザーが参加するESG戦略委員会に

て議論の上、当社グループにおける重要性とス

テークホルダーにとっての重要性の両面で評価

③ 妥当性の確認
ESG戦略本部より上申、経営会議の審議を経て

取締役会にて決議

（注） 今後、ESG戦略委員会でマテリアリティ・重要テーマの内
容を継続的に議論

当社グループに
とっての重要度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に

と
っ
て
の
重
要
度

社
会
に
対
す
る
影
響
度

大

大

小

取締役会

経営会議

ESG戦略本部 ESG戦略委員会
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マテリアリティとSDGsへの貢献当社グループのマテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

非財務指標（KPI）と実績

ありたい姿と重要テーマ

マテリアリティとSDGsへの貢献
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

当社グループはマテリアリティへの対応・強化を通じ、企業価値と社会価値の創出を追求すると

ともに、SDGs（Sustainable Development Goals）の達成に貢献していきます。

当社グループはマテリアリティに基づいた非財務指標を設定し、中期経営計画で財務指標

（ROIC、当期純利益、ROE）とともに発表しました。以降、重要テーマの取り組みの進捗をモニ

ターするために、「安全」における安全意識の向上や「環境」のGHG排出量削減目標の細分化、「人

材」でのエンゲージメントサーベイ活用など、KPIに関する検討・議論を継続的に深めています。

非財務指標（KPI）と実績

マテリアリティ 目標 単位 2021年度 2022年度 2023年度

安全 重大事故件数0件 件 1 2 3

環境

2030年：
Scope1+2  45％削減
（2021年度比、総量ベース）

ton- 
CO₂e

12,724,086
（基準年）

11,331,299 
（2021年度比

-11％）

11,473,705  
（2021年度比

-9.8%）

2050年：
Scope 1+2+3 ネット・ゼロ

ton- 
CO₂e 16,614,748 14,595,322 14,929,553

人材
2030年度
女性管理職比率30％

%
単体 14.0 単体 13.7 単体 13.6

連結 25.9 連結 25.2 連結 26.2

詳細は以下をご覧ください
NYK Group Decarbonization Story

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment003.pdf
NYK Group Decarbonization Story Progress Report

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment004.pdf

Link
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

当社グループは、企業理念である“Bringing value to l ife.”の下、持続可能な社会の実現に貢献すべく国際的なイニシアティブに積極的に参画・賛同しています。

サステナビリティ全般 気候変動・脱炭素

国連グローバル・コンパクト Mærsk Mc-Kinney Møller Center for Zero Carbon 
Shipping

（一社）日本経済団体連合会「チャレンジ・ゼロ宣言」

気候変動イニシアティブ「Japan Climate Initiative」

WBCSD（World Business Council for Sustainable 
Development）

国連グローバル・コンパクトは、国連と民間が手を結び、健全なグ

ローバル社会を築くための世界最大のサステナビリティ イニシア

ティブ。当社は2006年に賛同・支持表明をしており、2009年1月に

は気候変動に関するイニシアティブ「Caring for Climate」にも賛同

し、署名した。

国際海運の脱炭素化を促進する目的で設立された非営利団体。船

舶におけるエネルギー効率改善、代替燃料対応、規制・目標値への

取り組み等研究開発に取り組む。

（一社）日本経済団体連合会（以下、経団連）が日本政府と連携し、気

候変動対策の国際枠組み「パリ協定」を長期的なゴールと位置付け

る「脱炭素社会」の実現に向け、企業・団体がチャレンジするイノ

ベーションへのアクションを、国内外に力強く発信し、後押しして

いく新たなイニシアティブ。（経済産業省、経団連、NEDOが推進す

る「ゼロエミ・チャレンジ企業」に選定）

気候変動対策に積極的に取り組む企業や自治体、NGOなどの情報

発信や意見交換を強化するためのネットワーク。（2021年11月、

COP26内で同イニシアティブ主催のイベントを開催。当社は2050

年までの脱炭素社会の実現に向けた取り組みを発信）

企業が持続可能な社会への移行に貢献するための協働を目的に、

持続可能な開発を目指す企業約200社のCEO連合体。

2006年５月 賛同
2020年7月 参画

2020年3月 参画

2018年9月 参画

2023年4月 参画

TCFD提言へ賛同する企業や金融機関等が一体となって取り組みを

推進し、企業の効果的な情報開示や、開示された情報を金融機関等

の適切な投資判断につなげるための取り組みについて議論する場。

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
コンソーシアム

2018年12月 最終提言への賛同表明
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マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

気候変動・脱炭素

国際海運GHGゼロエミッション・プロジェクト

省エネルギー・脱炭素分野等における世界の将来動向を見極めつ

つ、日本の競争優位性を一層高めるために必要な技術開発課題、市

場への影響を踏まえた国際基準やインセンティブ制度の在り方等

を包括的に検討し、それらを戦略的に推進するための関係者の役

割分担や作業計画を取りまとめる国土交通省のプロジェクト。

海運・造船・舶用の各海事産業界や研究機関・公的機関等と連携し、

国際海運のゼロエミッションに向けたロードマップを2020年3月、

2022年3月に策定・公表。

2018年8月 参画

CO₂回収・貯留技術の国際シンクタンク
「Global CCS Institute」

CO₂の回収・貯留 （Carbon dioxide Capture and Storage, CCS） 技

術の世界的な利用促進を図ることを目的に設立された国際的なシ

ンクタンク。

当社はCO₂ shipping Working Group にも参加。

2021年7月 参画

GCMD（Global Centre for Maritime 
Decarbonisation）

2030年と2050年の国際海事機関（IMO）の目標を達成または上回る

海事産業の脱炭素化を支援する非営利団体。

2023年7月 参画

GXリーグ

2050年カーボンニュートラル実現に向け、現在および未来社会に

おける持続的な成長実現を目指す企業が同様の取り組みを行う企

業群や官公庁、大学と一体となりGX（グリーントランスフォーメー

ション）に向けた挑戦を行い、経済社会システムの変革や新たな市

場を創るための実践を行う場。

2022年4月 基本構想に賛同
2023年5月 参画

非営利団体企業連合「Getting to Zero Coalition」

2018年10月に発足した海事産業の脱炭素化促進を目的とした企業

連合。「IMOが定めたGHG削減目標を達成するために、2030年まで

に外航航路でゼロエミッション燃料による船舶の運航を商業ベー

スで実現する」という目標を掲げる。

2021年9月には同連合による各国政府への行動喚起提言「Call to 

Action for Shipping Decarbonization」に賛同。

2019年10月
日本の海運会社として
初めて参画

North Pacific Green Corridor Consortium

カナダと日本・韓国間のサプライチェーンの脱炭素化を目指して

設立された非営利コンソーシアム。

2024年4月 参画

詳細は以下をご覧ください
https://www.northpaci�cgreencorridor.org/

Link

Smart Freight Centre

オランダ・アムステルダムを拠点に、GHG 排出量増加が及ぼす影

響の可視化、排出量削減のための提案、物流セクターにおける脱炭

素化へ向けたガイドライン策定など、地球温暖化対策の推進に取

り組むNPO法人。

2024年4月 参画
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Hydrogen Council（水素協議会）

水素バリューチェーン推進協議会 （JH2A）

2017年1月にダボス会議（World Economic Forum）で発足した世

界初、唯一の国際的な水素普及のための協議会。水素燃料・燃料電

池セクターへの投資の加速化、適切な政策・行動計画の策定・実施

の実現を目指している。

水素社会実現に向けて、さまざまなステークホルダーと今後取る

べき戦略の大きな方向性について議論を重ねる協議会。

2020年7月 海運会社として世界で初めて参画

LNG 燃料船からのメタン排出量を測定・評価し、参加企業間でメタ

ン排出量削減の知見共有・技術導入の支援などを行う、ロイド船級

協会により設立された非営利団体Safetytech Accelerator Ltd.が

主導するイニシアティブ。サプライチェーン全体でLNG燃料が環境

に与える影響についても調査、知見を共有する。

気候変動・脱炭素／海事

Methane Abatement in Maritime Innovation 
Initiative（MAMII）

2023年9月 参画

2020年12月 参画

次世代燃料

（一社）クリーン燃料アンモニア協会

CO₂フリーアンモニアの供給から利用までのバリューチェーンの
早期構築にむけて、技術開発・評価、経済性評価、政策提言、国際連

携などに取り組んでいる団体。

2021年6月より同協会理事に就任。

燃料アンモニア国際会議において当社執行役員が2021年、2022年登

壇。

2019年4月 参画

SUSTAINABILITY REPORT 2024 014



日本郵船グループのESG経営 多様なイニシアティブでの共創
多様なイニシアティブでの共創

世界自然保護基金ジャパン

2005年8月 参画

急激に失われつつある生物多様性の豊かさの回復と、地球温暖化

防止のための脱炭素社会の実現に向けて、希少な野生生物の保全

や、持続可能な生産と消費の促進を行なっている環境保全団体。

生物多様性宣言イニシアチブ

2009年12月 参画

「経団連生物多様性宣言・行動指針（改定版）」が掲げる7項目のうち

複数の項目に取り組む、または全体の趣旨に賛同する企業・団体の

ロゴマークや将来に向けた活動方針・活動事例を、特設ウェブサイ

ト（日本語／英語）上で内外に向けて、発信・紹介するイニシアチブ。

生物多様性民間参画パートナーシップ

2010年10月 参画

生物多様性の保全および持続可能な利用等、生物多様性条約の実施

に関する民間の参画を推進するプログラム「生物多様性民間参画イ

ニシアティブ」の活動の主体となる連合会。生物多様性に資する取

り組みに参画し、その取り組みを向上させるという目的を達成する

ために示された行動指針に沿った活動を実践、推進することが求め

られる。

ANEMONEコンソーシアム

2022年6月 発起メンバーとして参画

東北大学を中心に企業やNPO、学術学会等13主体を発起人とし

て設立され、環境DNAの大規模観測網「ANEMONE」（All Nippon 

eDNA Monitoring Network）を活用した自然共生社会の実現を目

指している。

2023年12月 参画

TNFD Forum（自然関連財務情報開示タスクフォー
スフォーラム）（The Taskforce on Naturerelated 
Financial Disclosures Forum）

民間企業や金融機関が自然資本および生物多様性におけるリスク

や機会を評価・開示するための枠組みを構築する、国際的な組織で

あるTNFDの最新情報がレポートやセミナーにより提供される場。

COI-NEXT ネイチャーポジティブ
発展社会実現拠点

2024年4月 参画

自然の価値を「見える化」し、経済に組み込み、人材を育てることで

自然の回復による社会変革を目指す産官学プロジェクト。東北大学

がリーダーを務め、当社を含む26企業・団体が参加。

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

生物多様性 人的資本

人的資本経営コンソーシアム

2022年8月 参画

一橋大学CFO教育研究センター長伊藤邦雄氏をはじめとする計7

名が発起人となり、日本企業および投資家等による、人的資本経

営の実践に関する先進事例の共有、企業間協力に向けた議論等を

通じて、日本企業における人的資本経営を実践と開示の両面から

促進することを目的として2022年8月に設立。2023年5月時点で

436法人が参画。
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日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

マテリアリティESG経営の実装へ 多様なイニシアティブでの共創

D&I

30% Club Japan
（サーティパーセントクラブ・
ジャパン）

2022年1月 参画

「30% Club」は、取締役会を含む企業の重要意思決定機関に占める

女性割合の向上を目的として2010年に英国で創設された世界的

キャンペーン。その日本支部である「30% Club Japan」は、意思決

定機関における健全なジェンダーバランスは企業の持続的成長や

国際的競争力の向上に寄与するという考えの下、2030年を目途に

TOPIX100の取締役会に占める女性割合を30％にするという目標

を掲げ活動している。2023年5月時点、35社が加盟。

経団連
「2030年30%へのチャレンジ」

2022年2月賛同

2020年11月に経団連が公表した「新成長戦略」において掲げられて

いる「2030年までに役員に占める女性比率を30%以上にする」とい

う目標達成に向けたムーブメント形成を目的としたポリシー。

海事

シップリサイクル情報開示プラットフォーム
「Ship Recycling Transparency Initiative （SRTI）」

2021年5月 邦船社として初めて参画

参加する船社が自主的に自社の船舶解体のポリシーや実施状況を

SRTIのウェブサイト上で開示することで、船舶解体プロセスの透

明性を向上させ、荷主、銀行、投資機関、保険会社等のステークホ

ルダーに適切な情報提供を行うことを目指している世界各国の船

社、荷主、投資機関等が参加する情報開示プラットフォーム。

Global Maritime Forum

2022年8月 参画

2017年7月設立 （旧Danish Maritime Forum） 。脱炭素を含む幅広

いESG課題の解決に向け、海運業界を中心に、顧客等さまざまなス

テークホルダーを積極的に巻き込み業界でイニシアティブを発揮

している団体。

国連グローバル・コンパクト
「Sustainable Ocean Principles
（持続可能な海洋原則）」

SDGsの14番目の目標である「海の豊かさを守ろう」にて述べられ

ている通り、気温の上昇、酸性化、天然資源の枯渇、陸と海からの汚

染等によって急速に悪化している海洋を保護・回復させることが

急務との認識の下、2019年9月にUNGCにより公表された事業領域

や地域を越えた責任ある企業団体のフレームワーク。

2022年6月 日本企業として初めて賛同
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安全なくして成長なし

安全を推進するPDCAサイクル

安全運航の確保は日本郵船グループにおける事業活動の基

盤であり、ESG経営の一丁目一番地でもあります。

当社グループでは、「安全なくして信頼なし。信頼なくして

ビジネスなし。」の考え方を各事業本部、さらには現場レベル

にまで浸透させるため、安全対策および環境問題に関する社

内最高意思決定機関「安全・環境対策推進委員会“Safety & 

Environmental Management Committee （SEMC）”」のもと、

社長が委員長として指揮を執り、安全意識浸透の徹底を図って

います。

安全に関する課題は当社グループの最重要課題（マテリアリ

ティ）であるため、SEMCでは、当社グループの最高経営責任

者である社長を委員長、副社長と専務２名、常務５名、上級

環境管理責任者を委員とし、国内外の海上・陸上の関係者が

一丸となって安全に関する活動を推進しています。

具体的な施策としては、PDCAサイクルを基盤とした、社長・

船機長懇談会、重大事故対応訓練、訪船活動などの安全推進

活動やNAV9000活動を実施し続けてきました。その結果、当社

グループでは、各現場において高い安全意識の下、豊富な知識

と経験を活かし、最高水準の技術を遺憾なく発揮しています。

なお、SEMCでは毎年、前年の活動をレビューし、当年の活

動方針や目標を決定しています。また、同委員会で決定した活

動方針は、安全・環境対策推進委員会の船種ごとの小委員会

で具体化し、各船の安全推進活動として実行しています。

当社グループは、人が安全をつくり、安全が人々の生活と命

ガバナンス を守り育てる組織であり続けるため、時間や手間を惜しまず安

全運航の徹底に注力します。

戦略とリスク管理

当社グループは、過去の重大事故から学んだ教訓を風化さ

せることなく次世代へ継承し続けています。安全意識の高い人

材の育成や過去の重大事故を教訓とする訪船活動を行い、さ

らには独自の安全基準「NAV9000」に基づく活動を通じて、

当社グループに限らずパートナー会社や船舶にも安全に対する

意識の進化と知識の深化を図っています。

また、再現映像を基に作成したeラーニングを海陸のスタッ

フが受講するなど、双方向のコミュニケーションを促進する活

動を展開し、安全文化の醸成に努めています。

安全・環境対策推進体制

情報展開

安全対策推進本部

本部長：
海務グループ
担当役員
事務局：
海務グループ

環境対策推進本部

上級環境管理
責任者：
脱炭素グループ
担当役員
事務局：
脱炭素グループ

N-MEC技術委員会※

委員長：
技術本部長
事務局：
海務グループ、
技術本部統轄
グループ

※ N-MEC技術委員会（NYK MARITIME EDUCATION TECHNICAL COMMITTEE）： 
船員教育・訓練および育成を目的とした委員会

船種別委員会
コンテナ船、
自動車専用船、
エネルギー船
（リキッド）、
ドライバルク船、
客船

Global SEMC
欧州、アメリカ、
アジア、
東アジア各地域

タスク別委員会
新造船搭載機器
評価・推奨選定委
員会、
オフィス環境対
策推委員会（環境
のみ）、
港湾環境対策推
進委員会

安全・環境対策推進委員会
Safety & Environmental Management Committee（SEMC）

委員長：社長

安全文化の浸透と拡大
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安全なくして成長なし

安全追求の歴史

安全意識の高い人材育成 安全文化の浸透と拡大

日本政府が岩崎彌太郎に命じ
三菱商船学校を設立 ’75 1870s

1980s

1990s ’92

1930s ’30
SOLAS条約を先取りした
水密区画など当時最新の
設備を備えた氷川丸の竣工

全社的安全管理組織として
安全推進本部の設立

世界規模での海難事故の頻発

石油会社国際海事評議会
（OCIMF）が検船報告制度（SIRE）
および検査項目の標準化
⇒業界内で安全情報の共有が
始まる

’93

当社グループは、1998年から独自の安全基準「NAV9000」

に基づく安全運航推進活動を展開しています。

NAV9000は、人命の安全、運航船舶の安全の確保と環境保

護の責任を果たすことを目的に、国際条約、業界基準並びに

業界のグッドプラクティスをはじめ、これまで当社が蓄積してき

た事故の再発防止策、お客さまの要求事項など約1,500項目が

集約された独自の安全基準です。

当社グループは、NAV9000を運航船約700隻すべてに展開

し、この基準を基に年間約200隻の船舶、約20社の船主・船

舶管理会社のアセスメントを実施し、その結果を是正・改善処

置とその評価、振り返りへとつなげるPDCAサイクルを回すこと

NAV9000の概要

※ 本店の海務グループ グローバル・マリタイム・クオリティ・アシュアランスチーム

グローバル・
マリタイム・
クオリティ・
アシュアランス
チーム（※）

結果報告

日本郵船

顧客要求の
インプット

要求事項の
アップデート

安全運航と環境保護を
目的としたNYK基準 NAV9000
（約1,500項目のチェックリスト）

高い安全性の説明

1. アセスメント、
是正要求

・船舶

3. 是正処理の有効性確認
・フィードバックの実施
・ 安全レベルの向上を 
サポート

2. 是正報告
・船主／船舶
管理会社

パートナー

お客さま 営業部署 品質マネジメントシステム登録証書

NAV9000のPDCAサイクル

で、安全運航を徹底しています。

なお、NAV9000に基づく安全推進活動は、日本海事協会よ

りISO9001の認証を受けています。

Assessment：評価
改善事項の妥当性・
有効性確認

Feedback：振返り
未来予防への対話

Good Practiceの共有

ACTION：改善
是正・改善処置

PLAN：計画
NAV9000要求事項

CHECK：確証
アセスメント実施

DO：実行・実践
要求事項を満たす

2000s

2010s

2020s

’97 ダイヤモンドグレース号原油流出事故

’98

ビジネスパートナーである船主
との対話により安全レベルを
高める独自の品質保証規格
「NAV9000」を導入

’98安全管理分野で ISO9002取得

’02傭船を含めた ISO14001取得

国際安全管理コード開始
⇒安全運航ルールの厳正化’98

安全・環境対策
推進委員会
（SEMC）の設立

’01

郵船ロジスティクス：
グローバル品質方針の
策定

’17

郵船ロジスティクス：
Y.E.S.（グローバル共通の
品質管理システム）の導入

’20

管理会社／管理手法を自己評
価するTMSAの導入
⇒ バリューチェーン全体の
ガバナンス強化へ

’04

フィリピンに商船大学を設立 ’07

インハウス船舶管理会社の
安全管理システムを統合 ’11

船舶管理業務の共通プラット
フォーム「NiBiKi」を導入
本船・管理会社間でのデータ共有

’18

安全推進キャンペーン
「Remember Naka-no-Se」

冬季安全推進キャンペーン
「SAIL ON SAFETY」

独自の安全基準「NAV9000」
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安全なくして成長なし

※ 評価員には外部機関の監査員研修を受講した当社グループの船長、機関長を起用 
（日本人、インド人、フィリピン人など）

● 対話を軸にしたNAV9000アセスメント活動

NAV9000のアセスメント活動では、パートナーである本船乗

組員・船舶管理会社との対話を重視しています。当社従業員

が運航船や船主事務所、船主・船舶管理会社に足を運び、乗

組員や会社担当者とFace to Faceで安全情報やお客さまの要求

事項、最新の業界スタンダードなどを伝えるとともに、当社グ

ループの有する経験などを共有し、実効性の高い対策を講じて

います。また、当社グループの評価員※による現場確認を通じ

て安全レベルを評価し、安全文化の醸成に向けてともに考える

ことで関係者との強いパートナーシップを維持し、高い安全管

理体制を実現しています。

182

2,562

988

 本船監査  指摘件数  是正要求（件）

2019 2020※1 2021 2022 20230

2,000

1,000

3,000

4,000

（年度／年）※2

NAV9000監査実績

※1  コロナ禍により2020年4月以降訪船監査を延期。2020年8月1日からリモート本船監査
（NAV9000 e-Audit開始）

※2  2020年から集計方法を年度から年計へ変更。2020年は2019年度分と一部重複 
（2020年1～3月分）

安全推進を当社グループの企業文化として定着・深化させる

ため、毎年夏季・冬季の安全推進キャンペーンで訪船活動を

実施しています。

当社グループは「現場」が直面するさまざまな課題に対し、

デジタル技術や収集したデータ分析を通じて解決を図るなど、

DXの取り組みを推進することでより安全な運航を目指してい

ます。また、自動運航など次世代技術の研究開発も進めてい

ます。

キャンペーン期間中は、多くの役員、社員が船舶を訪問し乗

組員と安全について直接対話することや、船主や船舶管理会

社などの関係者が集まり議論を深める機会を設けることで、現

場により近い活動となるよう工夫しています。2023年も対面と

オンラインを併用し、前年を大きく上回る565人の国内外の役

員・社員が訪船しました。

また、日々の情報共有のツールとして、事故速報を周知す

る“CASUALTY REPORT”、事故・トラブルの予防指針を伝え

る“SAFETY BULLETIN”、機関系情報に特化した“MARINE 

ENGINEERING INFORMATION”、保安情報に関する“SECURITY 

INFORMATION”など、即応性に配慮した情報配信により、安

全推進活動のさらなる強化に努めています。

詳細は以下をご覧ください

安全運航を支えるDXP.024

自動運航技術の研究開発P.026

夏季「Remember Naka-no-Se」

1997年7月2日に発生した原油タンカー「ダイヤモンド

グレース」の東京湾中ノ瀬原油流出事故を教訓とするた

め、1998年以降、毎年7月から2カ月間、安全運航の重

要性をグループ会社を含む社員と本船乗組員が再確認

冬季「SAIL ON SAFETY」

冬季の荒天に起因する事故など海難の防止を主なテー

マとして、毎年12月から2カ月間実施

安全推進キャンペーン

安全運航を支えるDX
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当社は、リスク管理委員会（年２回開催）において、定期的に

リスクの洗い出しと評価を行っています。船舶の重大事故など

のオペレーションリスクは当社グループの経営に大きな影響を

及ぼす可能性があると認識しています。また、その他の労働安

全衛生関連の課題もリスクと認識し、経営への影響と頻度を基

に分類したリスクマップを作成の上、現在のリスク度合いや潜

在リスクの所在などの把握を行っています。

当社グループでは、NAV9000による安全推進から海難への備

えまで、さまざまな形でオペレーションリスクに備えています。

詳細は以下をご覧ください

全社的リスク管理P.126

● 海難への備え

緊急対応ネットワーク

世界中のあらゆる海域で発生する事故・トラブルに備え、世

界各地において緊急対応するためのネットワークを、安全・環

境対策推進委員会（SEMC）の組織の一部として構築しています。

重大事故対応訓練

海難事故発生時であっても迅速かつ的確な対応ができるよう、

当社では定期的に重大事故の対応訓練を実施しています。

2023年9月には、当社が保有するLNG運搬船が伊勢湾外で

旅客船と衝突する重大事故が発生した想定での訓練を実施し

ました。訓練は、速やかな事故対策本部の設置から旅客船の

落水者救助、付近航行船の安全確保についての社外関係者と

の連携、事態の進展に合わせた適切な情報開示、記者会見な

どを実施し、重大海難事故に備える体制を再確認する機会とな

りました。

年に一度開催されるこの重大事故対応訓練は、運航船や船

舶管理会社に加え、国土交通省や海上保安部などの官公庁や

（一社）日本船主協会、お客さまなど多くの社外関係者の協力

を得て実施しています。

● 船舶のサイバーリスク管理

船舶のサイバーリスク管理については、2017年6月の国際海

事機関（IMO）の第98回海上安全委員会（MSC98）で「海事サ

イバーリスクマネジメントのガイドライン」が承認され、2021

年1月以降は、船舶サイバーリスク管理体制の仕組みを導入す

ることが推奨されています。IMOはこの対応を“強く推奨”とし

ているものの、海運業界では「事実上の義務化」と受け止め、

当社グループでも積極的に対応を進めてきました。

事故対策本部の様子 模擬記者会見の様子

Global SEMC管轄エリアマップリスク管理

海での取り組み

陸での取り組み

安全運航を支えるDX

遅延時間のミニマイズ

自動運航技術の研究開発

海事産業のイノベーションを促進

安全で効率的な荷役を実現する
船体動揺低減装置の導入

安全文化の浸透と拡大

独自の安全基準「NAV9000」

安全推進キャンペーン

安全運航を支えるDX

リスク管理

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

目標と進捗

外部との共創
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● 船舶の保安リスクへの対応

当社グループでは、海務グループ安全チームが、世界中で運

航する船舶の安全・危機管理を担っています。関係各所から

収集した情報と、各事業本部や主要な船舶管理会社に配属さ

れた安全管理担当者との連携に基づいて運航上の危険性を判

断し、対策の立案や船舶への指示などを行います。

なお、国際紛争※や海賊などの有事の際には、本社内のクラ

イシス・マネジメント・センター（CMC）に社長を本部長とする

緊急対策本部が直ちに設置され、対応に当たります。

また、国際船級協会連合（IACS）は2022年4月に船舶サイ

バーセキュリティに関する統一規則（UR E26およびE27）を発行

し、2024年7月以降に契約される新しい船舶に対して、より強

固なサイバーセキュリティ対応を船級規則として実施すること

を求めています。当社グループも、IMOなどの国際ルールの策

定に関わる議論に積極的に関与し、関係機関との連携を強化し

ています。

当社グループでは、ノルウェーの海事 IT企業Dualog社と船

舶向けサイバーセキュリティ対応システムの開発に関する共同

プロジェクトを進めています。2022年9月から実船搭載を開始

し、既存の陸上SOC（Security Operations Center）と連携し、

網羅的な監視と早期対応組織の構築にも取り組んでいます。

※北朝鮮によるミサイル発射やテロリズムを含む

当社グループはマテリアリティ「安全」に基づいた非財務指

標として「重大事故件数０件」を設定し、数値をモニタリング

しながら目標達成に向けて取り組んでいます。

また、遅延時間や各種船舶情報など安全運航に関わる重要

な数値や取り組みについてもモニタリングし、得られた結果を

分析することで、安全性の向上とさらなる取り組みの強化につ

なげています。

目標と進捗

重大事故件数

マテリアリティ 目標 2021年 2022年 2023年

安全 重大事故件数０件 1 2 3

（件）

当社グループは、船舶の安全運航の達成度を計測するため、

事故・トラブルによって運航が停止した時間（ダウンタイム※1）

を指標として取り入れ、1隻当たりの遅延時間“10時間以下”

を目指し取り組んでいます。

遅延時間の推移（ダウンタイム）

1隻当たりの遅延時間“10時間以下”達成の手段の一つとし

て、IoTやビッグデータ活用による船舶機器の故障予知・予防

の研究を進め、陸上からも安全運航をサポートしています。船

舶の機関事故や走錨のリスク監視を行うために、SIMSで収集

したデータの異常値分析を進めています。

※2  2020年から集計方法を年度から年計へ変更。2020年は2019年度分と一部重複 
（2020年1～3月分）

※1 ダウンタイム：衝突、座礁、機関事故等により本船サービスが停止したすべての時間

692

17.1

運航隻数  1隻当たりの遅延時間（隻）

2019 2020 2021 2022 20230
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（年度／年）※2

SIMS※3搭載隻数および船舶の異常運転値発見件数

※3  SIMS（Ship Information Management System）： 船舶パフォーマンスマネージメントシ
ステム。エンジンや各種機器のデータをはじめ、船舶の速度や揺れ、風速や潮流といった
気象情報まで、詳細な実海域データをリアルタイムにモニタリングし、船上と陸での情報
共有が可能

※4  2020年から集計方法を年度から年計へ変更。2020年は2019年度分と一部重複 
（2020年1～3月分）
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遅延時間のミニマイズ
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取り組み

※1  ハインリッヒの法則： 
アメリカの損害保険会社の安全技師ハインリッヒが発表したもので、一件の重大事故の背
景には29件の軽微な事故と、300件の異常が存在するという経験則

※2  DEVIL Hunting!： 
DEVILは、Dangerous Events and Irregular Looks（不安全行動や不安全状態）の略。重大
事故に至らないように、前兆や要因などを初期の段階で排除することを目的とした活動

● ニアミス3000活動

当社グループの「ニアミス3000活動」は、事故を未然に防

ぐことを目的とし、ハインリッヒの法則※1を参考に、見過ごし

がちな事故の予兆を対象としています。初期の段階で事故の芽

を摘み取る活動を「DEVIL Hunting!※2」と名付け、2006年か

ら当社グループのパートナーである船主や船舶管理会社ととも

に展開しています。

この活動は、乗組員の安全意識を啓発し、衝突事故の予防、

機器の故障予防、作業中の事故防止など、日常業務の中で常

に安全意識を持って行動することで、より安全で作業しやすい

職場環境を目指す取り組みです。

ニアミス3000活動
「DEVIL Hunting!」ポスター

DEVIL報告件数

※ 2020年から集計方法を年度から年計へ変更。2020年は2019年度分と一部重複 
（2020年1～3月分）

月刊誌「CALM SEA」の1ページ

（件）

2019 2020 2021 2022 20230
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● 海陸での情報共有「CALM SEA」

安全運航の達成度、ニアミス3000活動の事例、事故の教訓

や環境対策といった最新の情報を、月刊誌「CALM SEA」を通

じて船主、船舶管理会社、運航船全船に周知し、海陸での情

報共有を図っています。

Significant Incident related to DOWN TIME

DowntimeOutline of Incident- Hull damage due to collision DateType

720hrs16th

JulyBULK

The tabulated graph is for Calendar Year and shows downtime and Incidents from Jan to Dec 2024.
Downtime per vessel is computed by dividing total downtime by a total number of vessels (692). Data for the months 
through July, will be subject to change because of possible adjustments from later calculations.

Vessel was anchored, during this time another vessel while proceeding to her 
anchoring position collided with it due engine propulsion trouble. The vessel 
sustained severe damage on the forecastle area and her starboard anchor got 
caught on the crossing vessel's port deck, and the vessel was pulled along with 
the other vessel. Master ordered the crew to release her stbd anchor from the 
bitter end. Vessel re-anchored at other position as per instructions from VTS. 
Vessel sailed for Singapore to carry out permanent repairs after obtaining 
clearance from port authorities. 
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●  洋上風力発電向け作業員輸送船（CTV）の 
安全運航推進活動がISO認証を取得

当社は2023年8月、洋上風力発電向け作業員輸送船（CTV）

の安全運航推進活動について、日本海事協会から、品質マネ

ジメントシステムの国際規格であるISO9001：2015の認証を取

得しました｡

船舶管理会社が設定する安全管理システムに加えて、国際

標準化機構（ISO）規格の認証を受けた当社独自の安全基準

NAV9000に基づく安全運航推進活動を実施することで、さら

に高いレベルでの品質管理と安全運航を実現します。

海での取り組み

SUSTAINABILITY REPORT 2024 023



安全
安全なくして成長なし

安全なくして成長なし

海での取り組み

陸での取り組み

安全運航を支えるDX

遅延時間のミニマイズ

自動運航技術の研究開発

海事産業のイノベーションを促進

安全で効率的な荷役を実現する
船体動揺低減装置の導入

安全文化の浸透と拡大

独自の安全基準「NAV9000」

安全推進キャンペーン

安全運航を支えるDX

リスク管理

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

目標と進捗

外部との共創

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

安全なくして成長なし

●  ドライバルク事業部門の取り組み 

～安全荷役ガイドライン～

ドライバルク事業部門では、輸送品質向上のための安全荷役

ガイドライン「Essential-15」を活用し、安全荷役への意識向

上と知識の深度化を図っています。Essential-15には、鉄鉱石

や石炭を輸送するケープサイズやパナマックスを中心とするバ

ルカーを対象に、荷役中の重大事故を未然に防止するために

本船乗組員に最低限守るべき15項目を集約しています。2024

年6月現在、船主・船舶管理会社を通じて当社が運航するバ

ルカー延べ210隻に配布済みです。

英語、日本語、中国語、タガログ語の4カ国語で展開してい

ることに加え、従来の紙媒体からアニメーションを含むデジタ

ル媒体へと変更したことも功を奏し、知識と経験のレベルや母

語が異なる船長・航海士から運航担当者（オペレーター）まで

広く浸透し、船員と陸上関係者間のコミュニケーションの活性

化にも寄与しています。

安全荷役ガイドライン Global SQC会議参加者の集合写真

●  自動車事業部門の取り組み 

～Global SQC （Safety & Quality Committee）～

自動車事業部門では、半世紀にわたる歴史の中で高品質か

つ安全な輸送を最優先課題としてきました。自動車専用船にお

いては、梱包されていない裸の貨物である自動車を自走により

積み付け・積み下ろしを行うため、作業者には、わずかな傷も

付けることのないよう、運転からドアの開閉、誘導、固縛に至

るまで丁寧な作業が求められます。そのため、荷役会社や現場

管理者などの関係者が一丸となり安全かつ徹底した品質管理

に取り組む必要があります。

当社グル―プは、国内外にGlobal SQC （Safety & Quality 

Committee）※を設置し、安全品質の向上を図っています。

※ Global SQC （Safety & Quality Committee）：安全品質の向上を目的とした委員会で、日
本、米州、欧州、中国、アジア大洋州、環インド洋の6つのRegional SQCで構成。荷役品質
のみならず船舶品質と運航品質も含めた3本柱による構成。活動の一環として定期的に各
Regionおよび全体会議を開催し、自動車輸送に関わる内外地の関係者に向け理念の共有
と、事故を未然に防ぐための意見交換／ワークショップ等を実施

●  船舶パフォーマンスマネジメントシステム「SIMS」

船舶データ活用によるさらなる安全・効率運航の支援に向け

て、当社は2008年からSIMS（Ship Information Management 

System）を導入し、毎時の詳細な運航状態や燃費に関するデー

タを船陸間でタイムリーに共有しています。

2020年からは第三世代の「SIMS3」にアップグレードし、

2021年より自社運航船舶への搭載を進めています。SIMS３で

はデータ送信間隔が1分まで短縮され、これまで以上に緻密な

データの取得が可能になりました。SIMS3の搭載隻数はSIMS

を搭載する200隻以上の船舶のうち、2024年6月末時点でお

よそ98隻に上ります。

SIMS3は、船舶情報の見える化に加え、陸上サーバでの

データ分析による機関異常の早期発見を実現し、Remote 

Diagnostic Center（RDC）による遠隔監視体制の確立に貢献し

ています。

現在は、さらに監視範囲を広げた高次元の異常検知を行う

ために、必要なセンサー類の搭載を推進し、重大事故や整備

コストの削減を図るとともに、乗組員の労働負担を軽減する働

き方改革を進めています。

また船陸間でのデータ共有量の増大に伴い、陸上での船舶

におけるIoTデータ監視やサイバーリスク監視といったデジタル

面での安全運航を強化していくため、海技者とDXの知見を掛

け合わせたMaritime IT Committeeを設置し、サイバーセキュ

リティ強化に努めています。

陸での取り組み 安全運航を支えるDX
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安全なくして成長なし

●  船陸間の船舶管理業務の共通プラットフォーム「NiBiKi」

当社グループは、船舶管理業務の共通プラットフォームである

「NiBiKi（ニビキ）」システムを開発し、2018年12月より運用し

ています。

安全管理マニュアルの書式や申請・承認ワークフローを電子

システム化したNiBiKiシステムを活用することで、船員は、所

定のフォームへの入力だけで正確な報告・承認依頼を行うこと

ができるなど業務負荷が軽減されています。また、これらのア

クションは責任者の名前とランク、タイムスタンプとともに記録

され、改ざんができないため、情報の信頼性も増しています。

2023年6月には、船舶の評価・格付け会社であるRightShip

社との間で、同社が有するデータプラットフォームとの一部連

携を可能にするシステムを開発しました。これにより今後は、

船主・船舶管理者とRightShip社間でのPSC※検査結果に関す

るデータ共有において大きな業務効率化が見込まれます。

●  Remote Diagnostic Center（RDC）の設立

デジタル船舶管理の一環として、2020年8月、フィリピンの

NYK-Fil Maritime E-Training Inc.（船員研修所）内にRDCを設

立し、SIMS搭載船205隻（2023年9月末時点）を対象に機関

プラントのモニタリングを陸上から行っています。異常検知シ

ステムが検出した機関データの乱れをRDCのエキスパートが

マリンエンジニアとしての経験と知識に照らし合わせて分析し、

システムの誤検知を排除して本当に異常疑いのあるものを選別

します。

エキスパートの分析結果は本船および管理会社に通知され、

当社グループ運航船の重大事故撲滅と燃料節減に寄与してい

ます。

Remote Diagnostic Center

1分間隔データにより異常検知やトラブル発生時のリアルタイムで詳細な検証が可能

※ PSC（Port State Control）：外国船舶の監督のことで、寄港する外国船に対する立入検査を指
します
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外部との共創

安全運航や効率性向上、乗組員の労働負荷低減を実現する

には、高度なシステム・インテグレーションが不可欠です。当

社、（株）MTI、（株）日本海洋科学（JMS）を中心に、海事産業

を支えるグローバルなプレーヤーやシステム業界など他業種と

のオープンコラボレーションによって、高度な処理能力を備え

るシステムを乗組員が活用する自律運航船の実現を目指してい

ます。

自動運航システム開発の歴史

年月 事業名 内容

2016年6月
海事生産性革命
（i-Shipping）
（国交省海事局助成事業）

当社と（株）MTIが共同で参
画する4件のプロジェクトが
国土交通省選定「先進安全船
舶技術研究開発支援事業」に
採択

2017年12月
海事生産性革命
（i-Shipping）
（国交省海事局助成事業）

「船舶の衝突リスク判断と自
律操船に関する研究」を一部
公開

2018年7月
神戸大、MTI、JMSの共同
研究（国交省 総合政策局
助成事業）

（株）MTI、（株）日本海洋科学
が神戸大学と共同で研究す
る「人工知能をコア技術とす
る内航船の操船支援システ
ム開発」が、国土交通省の「平
成30年度交通運輸技術開発
推進制度」に採択

2019年9月 自動運行の実証実験
当社が世界初の「有人自律運
航船」実現に向けた自動運航
の実証実験に成功

2020年5月 自動運航船実証事業
国交省海事局委託事業　

当社および（株）MTI、京浜
ドック（株）、（株）日本海洋科
学がタグボートを使用した
遠隔操船実船試験に成功

2020年12月
神戸大、MTI、JMSの共同
研究（国交省 総合政策局
助成事業）

（株）MTI、（株）日本海洋科学
が「人工知能をコア技術とす
る内航船の操船支援システ
ム開発」の一環としてAIを活
用した避航操船研究の実船
試験を実施

2021年11月
「海事産業集約連携促進
技術開発支援事業」
国交省海事局助成

自動運航システムを評価・検
証し、要素技術を開発するプ
ロジェクトを開始

2023年4月
「海事産業集約連携促進
技術開発支援事業」
国交省海事局助成

有人自律運航の新システム
を試験導入、JERA向け内航
新造船「しらなみ」が竣工

●  無人運航船の取り組み～MEGURI2040への参画～

当社グループは2020年3月より、（公財）日本財団が進める無

人運航船プロジェクト「MEGURI2040」に参画しています。

第1フェーズでは当社、（株）日本海洋科学および（株）MTIの

グループ3社が30社を超える企業や組織と無人運航システムを

共同開発し、2022年2月には商船では世界初となる輻輳（ふく

そう）海域※を含む沿岸長距離航海の実証実験に成功しました。

現在は、後継プログラムである「無人運航船の社会実装

に向けた技術開発助成プログラム」を実施する「DFFAS Plus

（Designing the Future of Fully Autonomous Ships Plus）コ

ンソーシアム」に参加し、（公財）日本財団および国内53社の

コンソーシアムメンバーとともに無人運航船技術の2025年度の

本格的な実用化を目指しています。

※ 船舶交通の非常に多い海域

安全かつ経済的で環境に優しい運航を実現させるために

は、ビッグデータの基盤技術への投資や積極的な開発が欠か

せません。当社グループは、船舶の IoTデータの安定的で効

率的なプラットフォームの開発を進め、造船所や舶用機器

メーカー、船級協会ほかさまざまなパートナーとデータを活

用し、イノベーションの創出を目指した取り組みを推進して

います。

・ 東京大学に「海事デジタルエンジニアリング」社会連携

講座を開設

・ ノルウェーの海事 IT企業Dualog社とイベントを開催

・ 宇宙通信の可能性探る「Internet x Space Summit」で

当社取り組みを発表

自動運航技術の研究開発

海事産業のイノベーションを促進
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安全なくして成長なし

外洋に面する港では停泊中も船舶の船体動揺が発生しやす

く、さまざまな弊害が発生しています。さらに近年、船舶の大

型化が進み港の安全性や稼働率の一層の向上が望まれており、

船舶の動揺抑制は喫緊の課題となっていました。その問題解決

のため、Trelleborg Marine Systems Australia Pty Ltd.と共創

し、同社製船舶係留装置 「DynaMoor Type-L」の実績データ

の取得・効果検証を実施しています。

サプライチェーンの「はこぶ」から「つむ」「おろす」までパー

トナーの皆さまの協力の下、現場での課題解決に取り組んでい

ます。

「DynaMoor」の使用イメージ

「DynaMoor」の概要図

DynaMoor-L型

安全で効率的な荷役を実現する船体動揺低減装置の導入
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環境マネジメント

当社グループは、環境に関するありたい姿として、日本郵船

グループ 環境ビジョン（以下、本ビジョン）を取締役会での承

認を経て策定しています。

ガバナンス

日本郵船グループ 環境ビジョン

ガバナンス

日本郵船グループ 環境ビジョン

日本郵船グループ環境方針

組織体制

環境ISO認証

外部機関を活用した
環境マネジメントの強化

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

環境マネジメント

日本郵船グループは、総合物流企業の枠を超え

未来に必要な価値を不断に共創することで

環境課題の解決を世界の先頭に立って牽引し、

地球と人類の持続可能な発展を支える存在で

あり続けます。

特に対処すべき3つの環境課題

● 特に対処すべき3つの環境課題

気候変動対策

2050年ネット・ゼロエミッションの達成に向け、多様なス

テークホルダーとの共創を通じた新技術と新燃料の社会実装に

果断に取り組み、グループ一丸となってScope3を含むバリュー

チェーン全体でのGHG排出量の削減を進めます。

海洋環境・生物多様性保全

安全の徹底による海洋汚染の防止や、新技術の積極的な実

装による環境負荷物質の排出量削減、水中騒音の低減、船体

付着物の低減等のほか、海洋プラスチックの分布・影響分析

や環境DNA収集を通じた生態系把握による実効性ある施策を

実践します。

大気汚染防止

船舶・航空機・車両等からの大気汚染物質排出量の削減を

進め、地球環境と人間の健康に優しい事業を実践します。

当社グループは、本ビジョンに基づき日本郵船グループ環境

方針（以下、本方針）を定めています。本ビジョンおよび本方

針は、環境に関する当社グループの最上位の指針であり、グ

ループ会社の意見も取り入れた上で、取締役会で決議されてい

ます。

1.  取締役会での決議に基づくトップマネジメントの明確なコ

ミットメントのもとで、企業活動が地球環境に与える影響を

考慮し、必要な目的・目標を定め、これらを定期的に見直

し、施策の継続的な改善を図ることにより、海洋・地球環

境・生物多様性・水資源・森林等の保全に努めます。

2.  安全・環境に関する法律・規制等の遵守はもとより、グルー

プ内外の多様なステークホルダーとの対話に基づく独自の環

境マネジメントシステムを構築・運用し、その継続的な改善

により環境パフォーマンスの向上に努めます。

3.  運航船隊の安全確保をはじめ、内陸・内水及び航空輸送を

含む全ての輸送モード、並びにターミナル、倉庫等、海・

陸・空に広がるサービスの安全確保に努めます。

4.  バリューチェーン全体で多様なステークホルダーとの協働

に努め、省資源、省エネルギー、廃棄物削減、リサイクル、

温室効果ガスの削減、環境負荷物質の削減、水資源管理、

森林保全等に取り組み、気候変動対策、海洋環境・生物

多様性保全、大気汚染防止等、あらゆる環境課題に対処し

ます。

5.  船舶・航空機・車両等の輸送機器の調達・運用・廃棄に

よる環境負荷を出来る限り小さくすることに努め、多様なス

テークホルダーとの共創を通じた新技術と新燃料の社会実

装にも果断に取り組みます。

6.  船舶の解撤においては、安全・環境・人権等に配慮した責

任ある解撤を透明性を持って推進し、サーキュラーエコノ

気候変動対策
海洋環境・

生物多様性保全
大気汚染防止

日本郵船グループ 環境ビジョン

日本郵船グループ環境方針

SUSTAINABILITY REPORT 2024 029



環境
環境マネジメント

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

環境マネジメント

ミーを実践します。

7.  環境課題に対処するための新たな技術の採用に際して、社

内外の関係者へ適切かつ十分な教育・訓練を提供し、公正

な移行を実現します。

8.  社内広報活動・環境セミナー等を通じて、たゆみなく社員

一人ひとりの環境意識を高め、本環境方針を浸透させます。

9.  社会との対話を密にし、バリューチェーン全体での環境リス

ク・機会を含めた積極的な環境情報開示、実効性あるイニ

シアティブでの主体的活動と発信、環境保全活動への助成・

支援に努めることで多様なステークホルダーとの共創を促進

し、グループ内外での環境課題への対応を前進させ、企業

価値の向上に努めます。

代表取締役社長

2001年9月1日制定

2009年4月1日改訂

2017年4月1日改訂

2023年3月31日改訂

気候変動を含む環境関連課題に関わるリスクと機会について

は、各事業部門から提示されたリスクと機会を考慮し、ESG戦

略本部からの諮問に基づきESG戦略委員会において議論されま

す。ESG戦略本部は、ESG戦略委員会にて協議された内容を取

りまとめ、四半期ごとに取締役・経営幹部へ報告します。

環境活動推進体制図（2024年4月1日時点）

※ERM（Enterprise Risk Management）：全社的リスクマネジメント

当社では社長、会長、本部長である執行役員、常勤監査役

等が出席するリスク管理委員会にて経営に大きな影響を及ぼす

可能性があるリスクを全社一括で管理・評価しています。環境

関連課題に関わるリスクについては、ESG戦略本部とリスク管

理委員会が密接に連携し、全社リスクに統合の上、年1回取締

役会へ報告しています。

取締役会

ESG戦略委員会
責任者：ESG戦略本部 副本部長

・ ESG課題の共有と各本部からの 
意見集約、情報伝達

監督

リスク管理委員会（ERM※機能）
責任者：社長

報告（年1回）

報告（四半期に1回）
気候変動リスクに関して連携

ESG戦略本部
責任者：ESG戦略本部 本部長

・ ESG経営の実践を主導
・ 気候変動に関する戦略、 
リスクと機会を一元対応
・ ESG経営の方針／目標／KPI管理

投融資審議会
責任者：企画担当執行役員

R&D審議会
責任者：企画グループ長

経営会議
議長：社長

組織体制
日本郵船グループ 環境ビジョン

日本郵船グループ環境方針

組織体制

環境ISO認証

外部機関を活用した
環境マネジメントの強化

ガバナンス
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日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

環境マネジメント

当社は、ISO14001:2015に基づいてマルチサイトシステムに

よる環境マネジメントシステム認証を取得しています。また、海

外を中心に、独自の環境マネジメントシステムを取得している

グループ会社もあり、認証取得会社の当社グループ連結売上高

に占める割合は約44％です。

ISO Certificate

マルチサイトシステムによるISO14001認証取得サイト数（地域別）

● 内部監査・外部監査の実施状況

当社では、マルチサイトシステムによる環境マネジメントシス

テム認証取得会社に対し、ISO14001：2015規格の要求に従っ

て環境内部監査を実施しています。また、定期的に認証機関に

よる外部審査を受検し、認証を維持しています。

米州地域
サイト数 1

欧州地域
サイト数 3

日本
サイト数 49

東アジア地域
サイト数 5

南アジア・
オセアニア地域
サイト数 6

環境ISO認証

外部機関を活用した環境マネジメントの強化

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment015.pdf

Link

日本郵船グループ 環境ビジョン

日本郵船グループ環境方針

組織体制

環境ISO認証

外部機関を活用した
環境マネジメントの強化

ガバナンス
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関連データ

戦略とリスク管理

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

外部との共創

取り組み

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

目標

新脱炭素目標

ガバナンス

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

当社グループは、気候変動が事業に及ぼす影響について、

中長期的な時間軸でリスクと機会を分析し、経営戦略に取り入

れ、その対応推進のための管理体制を敷いています。気候変

動対応を含む環境関連課題のガバナンス体制については「環

境マネジメント」をご参照ください。

当社グループは、脱炭素社会への移行を機会と捉え、低・

脱炭素化への取り組みを積極的に推進し、環境負荷と事業活

動のデカップリングによる持続可能な成長を目指します。脱炭

素の取り組みを通じて自社の競争力を強化するとともに、脱炭

素社会に向けた社会的要請に応える積極的な先行投資を実施

し、ステークホルダーとの相互利益を創出することで、持続可

能な社会の実現に貢献していきます。

当社グループでは、気候変動に関わるリスクと機会につい

ては、各事業部門から提示された内容に応じて、ESG戦略本

部からの諮問に基づきESG戦略委員会において議論されます。

ESG戦略本部は、ESG戦略委員会にて協議された内容を取りま

とめ、取締役・経営幹部へ報告します。

会長、社長、本部長である執行役員、常勤監査役などが出

席するリスク管理委員会にて経営に大きな影響を及ぼす可能性

があるリスクを全社一括で管理・評価しており、気候変動に関

わるリスクについては、ESG戦略本部とリスク管理委員会が密

接に連携し、全社リスクに統合の上、各事業年度に2回取締役

会へ報告されます。

ガバナンス 戦略とリスク管理

詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

当社グループは、気候変動におけるシナリオ分析を用いたリ

スクと機会の評価と、それらが事業戦略や業績に及ぼす影響を

把握することが重要であると認識しています。長期的な事業運

営の観点から、これまで行っていた当社独自の輸送需要予測に

気候変動要素を加味し、合理的なシナリオを前提としたリスク

管理と機会の把握に努めています。

「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に基づく

開示報告書」では気候変動シナリオを用いて「1.5℃シナリオ」

ならびに「2-3℃シナリオ」での2050年における事業環境認識

と戦略を整理し、開示しています。各事業におけるシナリオ分

析の詳細は「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提

言に基づく開示報告書」をご参照ください。

気候変動対応管理体制

シナリオ分析とリスク・機会の特定

リスクと機会の評価プロセス

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment005.pdf

Link
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シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

気候変動に関するリスク・機会 当社グループへの影響
影響度

当社戦略1.5℃
シナリオ

2-3℃
シナリオ

移行
リスク
と機会

規制 カーボンプライシングの導入 リスク ・国際海事機関（IMO）および各国当局によるGHG排出規制の強化に伴う低炭素技術への投資負担増
・当社運航船舶が排出するGHGに対する課税による運航コスト増加 小 小

•  DXによる運航効率改善を進め、LNG・アンモニア燃料船、代替燃料導入によ
るGHG排出量削減に取り組みながら、これらの投資コストおよび一部で残る
とされるカーボンコストを適切な形で海上輸送運賃へ反映

技術 LNG・次世代燃料船の船員確保
リスク •  LNG燃料船・次世代燃料船に対応可能な高等技能を有する船員の不足 中 小

•  中核となる日本人船員に加え、フィリピンの商船学校やシンガポールの自社
船舶管理会社を通じ、質の高い船員を確保機会 •  高等技能を有する船員への需要の高まりによる、船舶管理会社の新たな商機 大 中

市場

荷動き・輸送需要の変化

リスク •  GHG排出量の高い既存エネルギー資源の需要減少による、ドライバルク・エネルギー輸送事業に
おける収入機会の減少 大 中

•  多岐にわたる既存中核事業の強化のみならず新規成長事業の開拓を進め、経
営上のレジリエンス（強靭性）強化

機会 •  再生可能エネルギー需要増加を踏まえた、洋上風力バリューチェーン、水素、アンモニア、バイオ
燃料等の新たな輸送事業の拡大 大 中

顧客動向の急速な変化
リスク •  GHG排出量削減の取り組みの遅れによる顧客離れ 大 中 •  他社に先駆けて低炭素・脱炭素船への積極投資を推進し、環境優位性を確保

•  社会動向・脱炭素化技術の進歩等を踏まえながら適宜シナリオと投資計画の
見直しを実施機会 •  低炭素・脱炭素の海上輸送サービスに対する需要の強まりによる投資先行者優位性 大 中

当社船隊の脱炭素化の
遅れによる座礁資産化 リスク •  船隊の脱炭素化の遅れ（ゼロエミッション船の早期普及を含む）による、既存燃料船およびLNG燃

料船の座礁資産化 中 小

•  LNG燃料船を効率的にアンモニア燃料船に改造・転換可能な「アンモニア
Ready LNG燃料船」の開発に向け、フィンランドの船舶技術コンサルタント
会社と共同で仕様設計を推進

•  既存の資産を活用した段階的な低炭素化に向け、油焚き船におけるバイオ燃
料や、LNG燃料船におけるバイオLNGなど、ドロップイン燃料活用の課題抽
出と影響評価を開始

資金調達コスト
リスク •  グリーンファイナンス等の活用ができず、競合他社に劣る条件での資金調達となる可能性 中 小

•  環境問題に対する方針をWebサイトや統合報告書（NYKレポート）等で外部に
対して積極的に発信し、グリーンファイナンスによる資金調達に注力機会 •  環境優位性の確保によるグリーンファイナンスを活用した資金調達コストの低減 大 中

物理的
リスク

急性的 異常気象／海象の頻発と激甚化 リスク •  荒天遭遇による暴風圏回避のための、または運航スケジュール維持のための増速に伴う追加燃料
費用の発生 小 小 •  独自システムを使った航路変更決定支援や、運航担当者および陸上勤務の海

上社員による細やかな運航支援を通じたリスク・コストの最小化

慢性的 海面上昇 リスク •  低海抜地域に所在する当社グループ保有の不動産・倉庫やターミナル・港湾施設の使用制限
•  稼働している港が限定されることによる滞船等の発生 小 中 •  海面上昇の影響を受ける対象資産は限定的なるも、リスクの高まりに備えた

リース活用など柔軟な施策を検討

急性的 パナマ運河に対する気候変動影響 リスク •  パナマ周辺の高温化と少雨化に伴う、Gatun湖（パナマ運河の水源）の渇水深刻化 中 大 •  パナマ運河庁との戦略的な関係構築を模索

詳細は以下をご覧ください

ESGファイナンスP.066

● 気候変動により想定される主なリスク・機会

当社グループは、気候変動により想定されるさまざまなリスクや機会について評価・管理しており、長期的な視点で事業への影響を確認しながら競争力の強化を図っています。 
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ネット・ゼロ達成シナリオ
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GHG排出ピークアウト1

中期目標の達成2

残余排出量の中和3

ネット・ゼロ4

(百万t-CO2e)

(年度)

9.0 

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

当社グループは、2050年GHG排出量ネット・ゼロ達成に向けて、GHGの「削減」と「除去」の2つのアプローチで取り組むシナリオを策定し、

この着実な実行を通じて社会の脱炭素化を海上輸送面から支える存在となり、ひいては持続可能な社会の実現を目指します。

「削減」と「除去」のアプローチでGHG排出量ネット・ゼロを目指す

0
zero

• 直接排出
•  電気などの使用に 
伴う間接排出 •  サプライチェーン上

の排出

•  残余排出量の 
中和

Scope

1+2
Scope

3
CDR

Carbon Dioxide
Removal
（炭素除去）

GHG排出量削減 GHG除去 ネット・ゼロの
達成

ネット・ゼロ達成シナリオ
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Scope1,2 戦術①

顧客と協業し、船舶の運航効率を最大化する
ためのフレームワークとマネジメント強化

ESG戦略委員会

GHG削減タスクフォース

IBIS※ チャレンジ

※ IBIS：Innovative Bunker and Idle-time Saving

IBISフロンティア

役 員

マネジメント

オペレーター

全 社 員

脱炭素・ESG全般に関する勉強会

船舶運航改善に特化したワークショップ

運航上の改善 技術力の向上

社外パートナーと協働し、
エネルギー効率を改善

性能改善WG

改造工事
(ドライドック)

ESG戦略委員会

長年の船舶運航によって
蓄積された知見と経験

実海域での運航データ
収集・解析

エネルギー効率
改善プログラム

エンジニアリング会社との
パートナーシップ

化石燃料

LNG (CH4)

単元燃料

二元燃料

LPG

メタノール

オイル
(e-/bio-)

現在の
代替燃料オプション 次世代燃料

Bio–LPG
DME

メタノール
(e-/bio-)

トランジション期間

アンモニア
(e-/bio-)

※1 ドロップイン：船舶やそのエンジンの改造を必要とせずに使用できる燃料のこと
※2 LMG（Lique�ed Methane Gas）：液化メタンガス　※3 DME（Dimethyl Ether）：ジメチルエーテル

トライアル
期間

グレー ブルー グリーン

バイオ燃料の使用割合を拡大

ドロップイン※1LMG※2 燃料のシェアを拡大

ドロップインLPGまたはDME※3 燃料のシェアを拡大

アンモニア
(設計段階)

メタン
(e-/bio-)

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

● ネット・ゼロへの道筋／GHG排出量削減

Scope1,2のGHG排出量削減に向けては、2つの戦術で段階

的に取り組みを深化させていく計画です。すなわち2030年まで

は戦術① エネルギー効率の最大化（運用／仕様）に向けた取り

組みを進め、2030年以降は戦術② 代替燃料による加速を目指

します。

なおScope３に関しては、戦術①②と並行してステークホル

ダーとのデータ共有と協働を進め、低炭素なバリューチェーン

の構築を通じてエコシステムの構築を目指します。

Scope1,2 戦術① エネルギー効率の最大化（運用／仕様）

日々のオペレーションとエネルギー効率の改善を通じて、既

存船隊からのGHG排出量の削減を推進します。

Scope1,2 戦術② 代替燃料による加速

2030年よりGHG以外の環境影響も考慮した代替燃料船を順

次導入し、レジリエントな船隊ポートフォリオを構築します。

Scope1,2 戦術②
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脱炭素

当社は2018年11月、当社グループ会社である（株）MTIおよ

びフィンランドの船舶技術コンサルタント会社Elomatic社と共

同で、GHG排出量削減目標の達成と船舶の脱炭素化の実現に

向けて「NYK スーパーエコシップ 2050」を考案しました。

2009年に発表した未来のコンセプトシップ「NYKスーパーエ

コシップ2030」の各要素技術を見直した本船は、船体改造、

軽量化、高効率化やデジタライゼーションの活用を通じてGHG

排出量を100％削減するゼロエミッションの新コンセプトシップ

です。

今後、「NYK スーパーエコシップ 2050」で掲げた要素技術

の研究開発・検証・導入に向けて、海事産業のグローバルで

広範なパートナーとのコラボレーションを推進していきます。

内部炭素価格制度（ICP／インターナルカーボンプライシング）

当社グループでは、2020年度より内部炭素価格制度（ICP）

を導入し、投資判断を審議する投融資審議会や経営会議にお

いて、投資判断に資する参考情報として活用しています。ICP

の活用により財務情報とGHG排出量を紐づけ、GHG排出量

削減価値を可視化し、さまざまな部署や案件の評価基準を

統一することで健全な意思決定の促進を図ります。適用価

格は2026年度まではUS$120/t-CO₂、2027～2030年度は

US$200/t-CO₂、2031年度以降はUS$250/t-CO₂と設定してい
ます。

● ネット・ゼロへの道筋／GHG除去

ゼロエミッションへの移行が困難なGHG残余排出量のカ

バーに向けては、ネガティブエミッション技術（NETs）※を活用

した炭素回収・利用・貯留（CCUS）のバリューチェーン構築に

向けた事業への出資・参画を進めるほか、カーボンクレジット

を通じた新たなグリーンビジネスの創出にも取り組みます。

NYKスーパーエコシップ2050

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment006.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=bYIcgxqqJbE

Link

※ネガティブエミッション技術（NETs）：大気中または海洋中のCO2を回収・除去する技術の総称
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2023年11月に当社グループは「NYK Group Decarbonization 

Story」を発表し、その中で2050年に向けた脱炭素戦略、なら

びにGHG削減目標を公表しました。

目標

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
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脱炭素

当社グループは2018年に発表した中期経営計画より、GHG

排出量削減目標を開示し、着実に削減に向けて取り組んでき

ました。昨今の外航海運では脱炭素の動きが一段と加速して

おり、このような世界的潮流を踏まえ、当社グループがこれ

からも社会や産業から必要とされる存在であり続けるため、

2018年に公表した中長期環境目標（2015年比で船舶、海上

輸送によるGHG排出量を2030年度までに30%減、2050年ま

でに50%減）から目標の見直しを実施し、2021年を基準とし

て2030年に45％削減（Scope1+2）、2050年にはネット・ゼロ

（Scope1+2+3）を達成することとしています。最新のGHG削

減目標の詳細は右記の通りです。

目標年 2030年 2050年

グループ全体のScope1+2 45%削減（2021年度比）
ネット・ゼロ

グループ全体のScope3 －

発表年 2018年 2021年

発表媒体 中期経営計画“Staying Ahead 2022 with Digitalization 
and Green” 環境宣言※

目標種別 効率 総量

グループ全体のScope1+2 外航海運＋飛行機
30%削減

外航海運
ネット・ゼログループ全体のScope3

目標年 2030年 2050年

基準年 2015年 －

※  環境宣言：2021年9月30日、日本郵船グループの外航海運事業に関連するGHG削減長期目標を「2050年までのネット・ゼロエミッション達成」とすることを決定

過去のGHG排出量削減目標は下記の通りです。

排出量削減に向け、効率目標から総量目標へと変更しました（パリ協定1.5℃シナリオ準拠）。

新脱炭素目標

詳細は以下をご覧ください
NYK Group Decarbonization Story

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment003.pdf

Link
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当社グループは、「GHGを減らす」「GHGを出さない」「GHG

を取り除く」の３つの側面からの脱炭素に向けた活動に加え、

脱炭素技術の研究開発を推進しています。

取り組み

低炭素輸送サービスLNG燃料供給体制の構築
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脱炭素

● LNG燃料供給体制の構築

船舶では従来、重油が燃料として使用されてきましたが、

LNGへ燃料転換することで、重油使用時と比較してCO₂、NOx

（窒素酸化物）、SOx（硫黄酸化物）を大幅に削減することがで

きます。当社グループは、舶用LNG燃料をゼロエミッション燃

料が実用化するまでのブリッジソリューションと位置付け、業界

のフロントランナーとしてLNG燃料供給事業を展開しています。

当社グループは船会社の立場から需要と供給の双方に関与

できることから、世界各地の重要拠点においてLNG燃料のバ

リューチェーン構築を進めています。

● LNG（液化天然ガス）活用の全体像 

当社グループは2017年に世界初となるLNG燃料供給船を竣

工させ、欧州にて北海・バルト海を航行する船舶へのLNG供

給を開始しました。LNG燃料の供給網を構築し、運航開始時

から安定した事業運営が行えるように体制を整え、実運用につ

なげています。

LNG燃料供給事業の進展

年月 取り組み
2017年
2月 世界初のLNG燃料供給船“Green Zeebrugge”の運航を開始

2018年
5月

川崎汽船（株）、（株）JERA※1、豊田通商（株）と当社の４社で、中
部地区におけるLNG燃料販売事業に関わる合弁会社２社、セ
ントラルLNGシッピング（株）（CLS）、セントラルLNGマリン
フューエル（株）（CLMF）を設立

2018年
7月

CLS社がLNG燃料供給船を川崎重工業（株）へ発注。国内初の
LNG燃料供給船として、2020年に中部地区にて就航し、CLMF
社によるLNG燃料供給事業に使用

2018年
8月

九州電力（株）、西部ガス（株）、中国電力（株）と当社の４社で、瀬
戸内・九州地区におけるLNG燃料供給事業の事業化に向けた
共同検討覚書を締結

2019年
2月

MLZ社が、ノルウェーの多国籍エネルギー企業Equinor ASA社
とLNG燃料供給契約を締結。2020年よりロッテルダム港など
で、シャトルタンカー４隻への供給を開始

2019年
5月

九州電力（株）、西部ガス（株）、中国電力（株）と当社の4社で、瀬
戸内・九州地区で初のLNG燃料供給を実施

2020年
9月

CLS社が発注した国内初のLNG燃料供給船の船名を「かぐや」
と命名

2020年
10月

LNG燃料供給船「かぐや」が、LNG燃料自動車専用船「SAKURA 
LEADER」に対し、日本初の「Ship to Ship」※2方式による船舶向
けLNG燃料供給を実施

2021年
9月

伊藤忠エネクス（株）、九州電力（株）、西部ガス（株）と当社の４
社で、九州・瀬戸内地域における船舶向けLNG燃料供給事業化
に向けた共同検討に関する覚書を締結。LNG燃料供給船の建
造・保有に関する検討を本格化

2022年
2月

九州電力（株）、伊藤忠エネクス（株）、西部ガス（株）と当社の4
社で合弁会社KEYS Bunkering West Japan（株）を設立。九州・
瀬戸内地区でのLNG燃料供給拠点を整備

2022年
3月

伊藤忠エネクス（株）、九州電力（株）、西部ガス（株）と当社の４
社で合弁会社を設立し、LNG燃料を船舶に供給するための自
社船舶（LNGバンカリング船）１隻の造船契約を締結

2024年
3月

伊藤忠エネクス（株）、九州電力（株）、西部ガス（株）と当社の4社
による合弁会社が手掛けたLNGバンカリング船「KEYS Azalea
（キーズ アザレア）」が竣工

※1 2018年5月のCLS社およびCLMF社設立当時は中部電力（株）
※2  Ship to Ship：岸壁・桟橋に係留中のLNG燃料船、もしくは錨泊中のLNG燃料船にLNG
燃料供給船が接舷（横付け）してLNG燃料を供給する方法

商社

エネルギー事業者

日本郵船（株） 自動車メーカー
JVにてLNG燃料供給体制を
確立し、国内初のLNGバンカ

リング船を進水

2020年以降
LNG燃料自動車専用船を

順次就航。
顧客のGHG削減に貢献

GHGを減らす
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脱炭素

当社運航船として6隻目のLNG燃料自動車専用船「SUMIRE LEADER」

LNG燃料ケープサイズドライバルク船「SG OCEAN」
（LNG二元燃料エンジン搭載船）

※ ケープサイズ：載貨重量トン数が12万トン以上のばら積み船。6万トン以上12万トン未満の
船舶はパナマックスサイズと呼ばれます

● LNG燃料船
�LNG燃料自動車専用船への積極投資 

（低炭素輸送サービス） 

2020年10月に、本邦初のLNG燃料自動車専用船「SAKURA 

LEADER」が竣工しました。本船は大型のLNG燃料タンクを備

えた当時世界最大級の自動車専用船で、船幅拡張など主要目

の最適化や貨物積載スペースの最大化のための設計に工夫を

凝らし、1隻あたり約7,000台（基準車換算）の輸送が可能です。

本船は、国際海事機関（IMO）のEEDI規制※Phase3（2025年

からの適合要求）の基準値を大幅に上回る約40%のエネルギー

効率（輸送単位あたりのCO₂排出量）の改善が可能となり、従
来の重油焚き機関に比べSOxは約99%、NOxは約86%の排出

削減が可能です。

当社では、「SAKURA LEADER」に続いて、低・脱炭素燃料

船の導入を積極的に進めており、2024年6月時点で合計8隻

のLNG燃料自動車専用船が就航しています。

�LNG燃料ドライバルク船への積極投資 

（低炭素輸送サービス） 

当社は自動車専用船のみならず、LNGを主燃料とする大型ド

ライバルク船の投入にも力を入れています。2019年には、世界

初のLNG燃料大型石炭専用船の建造を決め、2024年に竣工し

ました。

また、2021年には当社としては初めてケープサイズ※のLNG

燃料ドライバルク船の建造発注を決定し、2024年に竣工しま

した。

●  最適運航とGHG排出量削減の両立を目指す 

「IBISプロジェクト」

当社グループは、より高品質かつ環境負荷を抑えた安全運航

を目指すべく、さまざまな取り組みを進めています。

2012年度から最適経済運航「IBIS（Innovative Bunker & 

Idle-time Saving）プロジェクト」を開始し、ビッグデータを活

用した幅広い運航効率の改善活動を進めてきました。活動対

象の拡大に沿って名称を「IBIS TWO」、「IBIS TWO Plus」へと

進化させ、特に2020年度からは燃料節減活動を通じてESGの

“E”に貢献するべく、グループ会社の垣根を越えて最適経済運

航を追求してきました。

2023年度からは「IBIS Three」と名称を変更し、最適経済

運航とGHG排出量削減の追求により、企業価値と社会価値を

同時に創出することを目指しています。本プロジェクトで担っ

ている運航効率の改善は当社グループの掲げる脱炭素目標達

成のために欠かせない要素です。現場の社員と陸上で働くオペ

レーターとのコミュニケーションや陸上からの遠隔支援などベ

ストプラクティスの共有を組織的に進め、より高度な運航業務

に挑戦していきます。

※ EEDI規制：船舶汚染防止国際条約1997年議定書（MARPOL条約付属書VI）の2013年改正
に基づく船舶のエネルギー効率の規制。EEDI（エネルギー効率設計指標）とは、1トンの貨物
を1マイル運ぶのに必要なCO₂のグラム数を示し、基準値（ベースライン）からの削減率が段
階的に強化されます。自動車専用船では2015年（Phase1）に5%、2020年（Phase2）に15%、
2025年（Phase3）に30%の削減が義務付けられています
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IBISプロジェクトの変遷

「IBISプロジェクト」のロゴマークは、プロジェクト名の Ibis

（コウノトリ）が青い地球を運ぶ姿を描き、GHG排出量削減で

地球を守る決意を表現しています。背景の二色の輪は、当社の

トレードカラーである青と赤で無限大（∞）を表現し、継続的な

燃料節減やGHG排出量削減の取り組みにより、青い地球を永

久に残すことを重ねてイメージしたものです。
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脱炭素

●  船底付着物の除去による推進効率の改善

船体やプロペラに付着する海藻や貝殻などは推進抵抗を増

し、運航時の燃料消費量の増加を招きます。船底には付着を

防ぐための塗料を塗布しますが、一定期間を過ぎると付着が始

まってしまいます。当社は、定期的にダイバーによる海中の船

体汚損状況や船底塗装状況の点検を行い、最適な時期にアン

ダー・ウォーター・クリーニング（UWC＝海中における船底付

着物除去作業）や、プロペラ研磨を実施しています。UWCやプ

ロペラ研磨は運航時の燃料油消費削減効果※に役立つほか、生

物多様性保全の観点からも重要であるため、当社グループは環

境に配慮した船体のメンテナンスに積極的に取り組んでいます。

●  ターミナル・倉庫での環境活動

国内ターミナル 

当社は、2040年までに国内コンテナターミナルでカーボン

ニュートラルを達成する目標を設定し、国内港湾における脱炭

素化を目指しています。

（活動の例）

• 環境対応型荷役機器の導入（大井ターミナル・六甲ターミナル）

• コンテナ立体格納庫（大井ターミナル）

• 煤煙低減および燃費削減が可能な添加剤を燃料に使用

2012年 2013年 2019年 2022年 2023年

「IBISプロジェクト」開始
（コンテナ船対象）

「IBIS TWO  Plus」に名称変更
適合燃料油対応に枠組みを拡大

プロジェクト発足10年目

「IBIS TWO」に名称変更
全船種に対象を拡大

ESGの「E」に貢献するべく
燃料節減活動を継続

「IBIS Three」に名称変更
最適経済運航とGHG排出量削減の両立へ

2020年
実験前

UWC実施前と実施後の比較

実験後

プロペラ研磨実施前と実施後の比較

実験前 実験後

※UWCで約10％、プロペラ研磨で1～2％の燃料油消費削減効果が期待できます
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• ハイブリッド荷役機器の導入

• 環境負荷の少ない新型トラックへの代替

• ドライバーへのエコドライブ講習

• コンテナヤード内で排出される廃棄物のリサイクル

●  海外ターミナル

Yusen Terminals Inc. （ロサンゼルス）では、太陽光発電シ

ステムおよびターミナル内移動用の電気自動車を導入し、CO₂
の排出削減とロサンゼルス市の公害対策に寄与しています。ま

た、電力の使用効率を上げる力率改善装置や陸上から船に必

要電力を供給するシステムの陸側接続箱も設置しています。

ベルギーでは、当社100％子会社の International Car 

Operators N.V.社がZeebrugge港の敷地内で風車を稼働させ、

施設内の電力をすべて賄っています。また、2023年1月には、

当社が出資している関連会社が運営する中国・天津港の完成

車ターミナルにおいても、風力発電タービン全2基が稼働を開

始し、稼働済みの太陽光発電と合わせて全電力を賄うことが可

能となりました。

●  各種施設への太陽光発電装置の設置

当社は、2002年より飛田給研修所・体育場の屋上に太陽光

発電装置を設置しています。この発電装置は計6基、120cm

×80cmサイズの発電パネルを合計420枚使用しており、研修

所・体育場が使用する電力の約30％を賄うことができます。そ

の他、国内外の施設で太陽光発電システムを設置・稼働して

います。

● アンモニア 

脱炭素社会の実現に向けたエネルギーシフトが加速している

中、GHGの排出量削減が喫緊の課題となっている海運分野で

は、船舶用燃料を従来の重油からLNG、さらには次世代のゼロ

エミッション燃料へと転換するための研究開発が進んでいます。

燃焼してもCO₂を排出しないアンモニアは、地球温暖化対策
に貢献するゼロエミッション燃料として期待されていますが、ア

ンモニアを船舶燃料として活用するためのハードルはいくつか

あります。課題の一つは、安全性の確保です。アンモニアは毒

性を持つことから、船員がアンモニアを安全に取り扱うための

対策が不可欠です。また、燃料用途での活用を実現するには、

従来の肥料用途とはまったく異なる規模の生産が必要であるた

め、燃料アンモニア市場の形成とサプライチェーンの構築が必

要不可欠となる点も課題です。

当社グループは、グリーンイノベーション基金※の助成やパー

トナーとの協働により、アンモニアをはじめとする次世代燃料

船の技術開発に留まらず、次世代燃料の商用化に向けたサプラ

イチェーン全体の構築への参画、法令対応や安全ガイドライン

を含めた実装もリードしています。

GHGを出さない  ～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

ロサンゼルスターミナルの
太陽光発電システム

完成車ターミナル内に設置された
風力発電タービン（ベルギー）

※ グリーンイノベーション基金：「2050年カーボンニュートラル」に向けてエネルギー・産業部
門の構造転換や、大胆な投資によるイノベーションといった現行の取り組みを大幅に加速す
るため、NEDOに2兆円の基金を造成し、官民で野心的かつ具体的な目標を共有した上で、
これに経営課題として取り組む企業などに対して、最長10年間、研究開発・実証から社会実
装までを継続して支援する基金制度。グリーン成長戦略において実行計画を策定している重
点14分野を中心に支援が行われます

SUSTAINABILITY REPORT 2024 041



環境
脱炭素

アンモニアサプライチェーン構築をパートナーとともにけん引

アンモニア燃料船開発プロジェクトの展望

アンモニア燃料船の技術開発のみならず、
法令対応・安全ガイドラインも含めた実装をリードする

サプライチェーン全体
での参画に向けて
取り組み中

フリー水素

輸送

液化
アンモニア

アンモニア燃料
アンモニア輸送船

貯蔵・再ガス化

アンモニア専用
浮体式貯蔵・再ガス化設備

アンモニア燃料タグボート

石炭混焼発電
⇒専燃ガスタービン発電

実装に向けた共同開発推進中

東工大発ベンチャー
つばめBHB社へ出資

年
アンモニア燃料
タグボート就航

年
アンモニア燃料国産エンジン搭載
外航船舶就航予定
アンモニア 燃料船
設計・開発プロジェクト
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脱炭素

● アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発 

当社は、2021年10月にグリーンイノベーション基金事業の

一環である（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（以

下、NEDO）助成事業の公募採択を受け、共同開発パートナー

である（株）ジャパンエンジンコーポレーション、（株）IHI原動

機、日本シップヤード（株）および協力機関である（一財）日本

海事協会とともにアンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開

発に取り組んでいます。2023年12月には、初となる国産エン

ジンを搭載したアンモニア燃料アンモニア輸送船（AFMGC：

Ammonia-fueled Medium Gas Carrier）の建造に関わる一連

の契約を締結しました。

●  アンモニア燃料タグボート 

（AFT, Ammonia-fueled Tug）

当社は、「アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発」の

一環として、（株）IHI原動機、（一財）日本海事協会とともに、

世界初のアンモニア燃料タグボートの実用化に向けて取り組ん

でおり、2022年7月に基本設計承認（AiP）※を取得しました。

当社グループの（株）新日本海洋社が東京湾内で運航してい

たLNG燃料タグボート ｢魁｣ を、アンモニア燃料タグボートと

するため、当社グループの京浜ドック（株）の追浜工場（神奈川

県）で改造工事を行いました。

※ 基本設計承認（AiP＝Approval in Principle）：認証機関が基本設計を審査し、技術要件や
安全性の基準を満足すると承認されたことを示すもの

2024年 2035年頃

タグボート

第1船就航

アンモニア輸送船 自動車専用船

外航船舶就航 規模拡大

主機換装による
アンモニア燃料船化

2026年
アンモニア燃料船

・ 共創によるR&D推進
・ 早期就航で知見の先行蓄積（2030年～）
・ 隻数拡大
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（日本海事協会）

安全性に関する技術検証
国際的なガイドライン策定の基礎研究

法規制対応支援

用途 担当 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

主機 （株）IHI原動機

船体開発 日本郵船（株） 竣工
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脱炭素

本改造工事では主機（以下 ｢エンジン｣）・燃料タンクを含む

機関全体を交換するため、機関室を切断して既存LNG燃料仕

様の設備を取り出し、新たにアンモニア燃料仕様のものを設置

しました。新たに搭載されたアンモニア燃料エンジンは、IHI原

動機太田工場（群馬県）で実機による運転試験を終え、CO₂の
約300倍の温室効果があるN₂O（一酸化二窒素）や未燃アンモ
ニアの排出がほぼゼロとなることが確認されています。

2024年8月にアンモニア燃料タグボート「魁」が竣工し、引

き続き（株）新日本海洋社の運航により世界初のアンモニア燃

料船として脱炭素効果や運航の安全性を検証するための実証

運航を行いました。

アンモニア燃料輸送船 
（AFAGC, Ammonia-fueled Ammonia Gas Carrier） 

当社は、アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発の一環

として、（株）ジャパンエンジンコーポレーション、（株）IHI原動

機、日本シップヤード（株）とともにアンモニア燃料アンモニア

輸送船 （AFAGC）の研究開発を進めています。2022年9月には

基本設計承認（AiP）を取得しており、2026年度の就航を目標

にさらなる設計最適化に取り組んでいます。

アンモニア燃料アンモニア輸送船（AFAGC） アンモニア燃料タグボート「魁」

�アンモニアReady LNG燃料船 
（ARLFV, Ammonia-fuel Ready LNG-Fueled Vessel）

当社は、当社グループ会社である（株）MTIおよびフィンラン

ドの船舶技術コンサルタント会社Elomatic社とともに、アンモ

ニアが舶用燃料として供給可能な設備が整備された際に、直ち

にアンモニアを舶用燃料として使用できる船舶に転換すること

が可能なLNG燃料船「アンモニアReady LNG燃料船」の設計・

開発に取り組んでいます。

3社はアンモニアReady LNG燃料船を、舶用燃料がLNG

からアンモニアに完全に切り替わるまでのネクストブリッジソ

リューションと位置付けています。現在はコンセプトの設計が

完了し、造船所や船舶用機器メーカーと実際の設計を進めてい

ます。4ストロークエンジン開発・製造・試験運転

船体設計・試験運転・建造

法令対応・運航マニュアル策定 実証運航・実装運航 アンモニア燃料の供給に向けた取り組み

・ 世界初となるTruck to ship方式での船舶への 

燃料アンモニア補給を実施

当社は、当社が保有し2024年8月下旬に竣工したアンモニア

燃料タグボートに対し、7月に燃料アンモニアを補給しました。

本件は、Truck to Ship方式※での船舶への燃料アンモニアの補

給としては世界初の事例となります（2024年7月、当社調べ）。

※ Truck to Ship 方式：船舶への燃料供給手法の一つで、タンクローリーからフレキシブルホー
スを通じて船舶へ燃料を供給します
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● 水素
�国際液化水素サプライチェーンの構築に向け、 
JSE Oceanに資本参加

当社は2023年9月、川崎汽船（株）、（株）商船三井とともに日

本水素エネルギー（株）の子会社であるJSE Ocean（株）へ第三者

次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合（AHEAD）

水素社会の早期実現に向けて、当社は2017年から次世代

水素エネルギーチェーン技術研究組合（Advanced Hydrogen 

Energy Chain Association for Technology Development、以

下AHEAD）に参画しています。

AHEADは2020年にNEDO助成事業の公募採択を受け、

MCH（メチルシクロヘキサン）を用いて世界初となる水素国際サ

プライチェーンの実証を完了しました。

また、2021年からはENEOS（株）が国内で実施するMCH実証

事業へ、ブルネイで生産したMCHを2022年まで供給しました。

次世代燃料実用化に向けたパートナーシップ

新たな分野への挑戦には「技術力」×「協創」の組み合わせ

が必要であり、「協創」はイノベーションを推進する原動力です。

当社はさらなる「協創」を生み出すべく、以下のネットワーク

に参画しています。

今後も世界トップクラスの国内外のパートナーとの協創により、

海運業界のみならず社会全体の脱炭素化に取り組んでいきます。

・ 船舶間の燃料アンモニア供給設備を日本で初めて開発

当社は2023年8月、原油やLNGなどの液体の荷役機器製造

で国内シェアトップのTBグローバルテクノロジーズ（株）（以下

TBG社）と、液体を船舶間で供給するための装置「バンカリン

グブーム」を、日本で初めて燃料アンモニア向けに共同開発す

る基本合意書を締結しました。液体の漏洩を確実に防ぐTBG

社の技術を採用することで、船舶の脱炭素化への貢献に加え、

毒性の高いアンモニアを船舶に供給する際の安全性を大きく高

めることも期待されます。なお、2024年7月には同装置の基本

設計承認（AiP）を（一財）日本海事協会より取得しています。

・ 浮体式アンモニア貯蔵再ガス化設備搭載バージ 
（A-FSRB, Ammonia Floating Storage Regasification Barge）

当社、日本シップヤード（株）、（株）IHIの3社は、世界で初

めてアンモニア専用の浮体式貯蔵・再ガス化設備を搭載した

バージの研究開発に取り組んでおり、2023年1月に基本設計

承認（AiP）を取得しました。燃料アンモニアの安定供給に際し

て、陸上設備（貯蔵タンク、再ガス化設備等）の代替設備とし

て活用することで、燃料アンモニア導入の早期実現に寄与する

ことが期待されます。

割当増資にて資本参加し協業することに合意しました。

JSE Oceanは、日本水素エネルギーの子会社として、液化

水素運搬船による液化水素の海上輸送事業検討を目的として

2023年1月に設立されました。今般の第三者割当増資を通じ

て当社は、世界初の大型液化水素運搬船における安全で効率

的な運航、将来性のある海上輸送事業スキームの検討を共同

で実施していきます。

パートナーとの共創事例

・（一社）クリーン燃料アンモニア協会

・水素協議会（Hydrogen Council）

・ The Maersk Mc-Kinney Moller Center for Zero Carbon 

Shipping

・Getting to Zero Coalition

・（一社）水素バリューチェーン推進協議会

SUSTAINABILITY REPORT 2024 044



環境
脱炭素

洋上風力発電事業における当社グループのサービススコープ

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

● 洋上風力発電

日本近海における洋上風力発電市場は急速な拡大が見込ま

れています。当社グループは、海運事業を通じて長年培った

技術力、日本における規制や法制度に関する知見に加え、オ

SEP船（Self-Elevating Platform：自己昇降式作業台船）

当社はオランダのVan Oord Offshore Wind BVと共同で、

洋上風力発電設備の設置作業に使用する自航式SEP船（Self-

Elevating Platform：自己昇降式作業台船）の保有および日本国

内での運航の実現に向けて検討を進めています。船籍対応など

日本特有の条件を満たしながら、大型化が進む風車の据え付

けに対応可能なSEP船の日本国内マーケット投入を目指します。

SEP船のイメージ

実線：参入済または参入表明済
点線：検討領域

フショア事業の実績、全国に展開しているグループ会社ネット

ワークを最大限に生かし、洋上風力発電のバリューチェーン全

体に積極的に関与していきます。

CTV（Crew Transfer Vessel：作業員輸送船）

当社はスウェーデンのNorthern Offshore Group AB（以下、

NOG社）と洋上風力発電向けの作業員輸送船（Crew Transfer 

Vessel、以下CTV）事業における協業を発表し、NOG社のオ

リジナル船型をベースとした国内仕様CTVの建造を目指してい

ます。さらに、今後の洋上風力発電の全国的な展開に向けて、

全国各地でCTVの運航体制を構築していきます。また同社との

協業の一環として、2022年よりNorthern Offshore Services AS

洋上風力発電・売電事業への出資・参画
日本郵船（株）

輸送・物流 設置・据付

マリンコンサル

（株）日本海洋科学

モジュール船
重量物船

NYKバルク・プロジェクト（株）

SEP船
（自己昇降式作業台船）

日本郵船（株） ＋ Van Oord社

SEP船
（自己昇降式作業台船）

日本郵船（株） ＋ Van Oord社

部品輸送
サプライチェーンソリューション提供

郵船ロジスティクス（株）

ケーブル敷設船
日本郵船（株） + パートナー

作業輸送船
日本郵船（株） + NOG社

作業輸送船
日本郵船（株） + NOG社

部品輸送
サプライチェーンソリューション提供

郵船ロジスティクス（株）

運転・保守
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脱炭素

海事コンサルティング（マリンコンサル）

（株）日本海洋科学は、当社グループの海事コンサルティング

会社として港湾や洋上風車などの海域環境調査を実施していま

す。洋上風力発電プロジェクトでは、立地環境の調査および風

車の規模・仕様に関わる事業者が検討する際の支援、操船シ

ミュレーターを活用した風車設置工事中・完成後の航行安全

対策、風車運用中の潜水点検、作業船乗組員への操船訓練、

海域監視システムなど、お客さまのニーズに応じて総合的なコ

ンサルティングサービスを提供しています。

風車輸送ビジネス

当社グループは重量物運搬船社として100年を超える歴史

を有しており、重量物船（Heavy Lifter）とモジュール船（Deck 

Carrier）を運航する唯一の邦船社です。

海外の洋上風力発電プロジェクトにも参入しており、台湾向

けにナセル（発電機）を重量物船で、ジャケット（基礎部）をモ

ジュール船で輸送した実績があります。

2021年9月には、800トン吊りの重量物船も船隊に加わり、

日本国内の洋上風力発電案件にも積極的に取り組んでいます。

地域との連携

当社は2022年4月に秋田支店を、2024年4月には北海道支

店を開設し、自治体や地域社会との連携を強化しています。

また、当社はスペインに本社を置くSiemens GamesaとCTV 

1隻に関する定期傭船契約を締結し、北海道の石狩湾新港に

て、当社グループが国内で初めて保有・管理を行うCTV 「RERA 

AS」が2023年7月に運航を開始しました。

NOS社保有CTVのイメージ

当社保有CTV「RERA AS」

操船シミュレーターのイメージ

モジュール船のイメージ

（NOG社の100%子会社であるCTV運航会社、以下NOS社）

が欧州で運航する新造船“Energizer”を当社が買船・保有し、

NOS社との人材交流も進めています。

● バイオ燃料※

バイオ燃料実用化に向け継続的なトライアルを実施

当社はバイオ燃料を用いた試験航行を継続し、実証プロ

ジェクトにも参画するなど、本格運用化に向けた検討を進め

ています。

2024年度からは、CO₂の排出量が実質ゼロとみなされるバ
イオ燃料を、既存の重油焚き船舶の航行で長期的に使用するト

ライアルを本格実施しています。これまでの短期間トライアル

から前進し、バイオ燃料を長期間使用した際の安全性や安定

調達などの総合的な検証を行います。

詳細は以下をご覧ください

コミュニティP.097
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脱炭素

● CO₂回収・利用・貯留（CCUS※）

GHG排出量削減が技術的にも経済的にも困難とされる業界

においては、ネット・ゼロの達成に向けてCO₂回収・利用・貯
留の取り組みも重要となります。現在、世界中で多数のCCUS

プロジェクトが計画されており、日本でも2020年代後半以降

に複数のCCUSプロジェクトが同時並行で立ち上がることが見

込まれます。こうした環境下、当社グループはCCUSバリュー

チェーンに参画しています。

※ バイオ燃料：再生可能な生物由来の有機性資源（バイオマス）を原料にする燃料であり、石
油由来の重油や軽油の代替燃料として期待されています。バイオ燃料を燃焼させる際のCO₂
排出量は実質ゼロとみなされます

大型原油運搬船「TENJUN（天順）」による長期使用試験航行

三菱造船（株）とCO₂輸送技術の共同開発 

当社は、カーボンニュートラル社会においてグローバルに需

要拡大が見込まれる、大型船によるCO₂輸送技術の開発に三
菱造船（株）と共同開発で取り組んでいます。

この共同開発事業を通じ、CCUSバリューチェーン構築に必

要な、CO₂の輸送を担う液化CO₂輸送船を含む各種技術の開
発に尽力し、CCUSバリューチェーンへ参画していきます 。

2022年5月には大型液化CO₂輸送船（LCO₂船）について、
そして2023年6月にはアンモニア・液化CO₂兼用輸送船 につ

いて、それぞれ基本設計承認（AiP）を（一財）日本海事協会か

ら取得しました。※ CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）：CO₂を回収して転換利用や
貯留を行うCCUSは、カーボンニュートラル社会を実現するための有効な手段として注目を
集めています。そのバリューチェーンにおいてLCO₂船は、液化されたCO₂を貯留および利用
する拠点まで輸送するという必要不可欠な役割を担うものとして、将来的な需要の拡大が期
待されています

CO₂排出源 回収 液化 一時保管 海上輸送

CO2 CO2CO2

CO2CO2 CO2CO2 CO2CO2

利用

貯留

GHGを取り除くその一環として、2024年5月には、当社として初となる大型

原油運搬船によるバイオ燃料の長期使用試験航行を開始しま

した。
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脱炭素

液化CO₂の海上輸送・貯蔵事業への参画 

当社は2021年12月に、ノルウェーのKnutsenグループと合

弁会社Knutsen NYK Carbon Carriers AS（以下、KNCC）を設

立しました。KNCCは液化CO₂の海上輸送・貯留事業を全世
界で商業展開することを目指しています。

すでに普及している液化CO₂の輸送技術の活用に加え、常温
で液化して輸送・貯留する技術（PCO₂®）の開発にも着手してお
り、2022年4月にノルウェー船級協会のDNVから船級認証を取

得しました。液化CO₂を常温で海上輸送・貯留可能な貨物タン
クシステムが船級認証を取得するのは世界初となります。

なお、その後も当社およびKNCCは「LCO₂-EPシステム」に

名称を変更して詳細設計を進め、2023年6月にはDNVから

詳細な設計内容に対する承認（General Approval for Ship 

Application、GASA）を取得しました。これにより「LCO₂-EP

システム」の新造船や既存船への搭載が可能になりました。

液化CO₂輸送船のイメージ

● カーボンオフセット※

カーボンオフセット輸送サービス

サプライチェーン全体における環境配慮への関心が高まる中、

国内外のお客さまからの要望にお応えするため、当社グループ

は、環境付加価値の高い海上輸送サービスの選択肢の一つとし

てカーボンオフセット輸送サービスに取り組んでいます。

当社は2019年9月、邦船社で初めてカーボンオフセットを実施

しました。そして2023年3月には中国電力（株）向けの石炭専

用船「神楽」を竣工し、同社との長期輸送契約のもとでカー

ボンオフセットを利用することで契約全航海のGHG排出量を理

論上ゼロとし、同契約における石炭海上輸送をカーボンニュー

トラル化しています。

住友林業グループ組成の森林ファンドへ共同出資

当社は2023年7月、住友林業（株）傘下の森林アセットマネ

ジメント事業会社Eastwood Forests, LLCが組成した森林ファ

ンド「Eastwood Climate Smart Forestry Fund I」に、日本企

業9社とともに参画しました。本ファンドを通じて森林のCO₂
吸収能力を高め、年平均約100万トンのCO₂吸収を新たに生
み出し、質の高いカーボンクレジットの創出・還元により脱炭

素社会の実現に貢献することを目指します。

※ カーボンオフセット：GHG排出量のうち、削減が困難と思われる排出量の一部、または全部
を、他の場所で実現したGHGの排出量削減・吸収量（クレジット）を購入することや、他の場
所での排出削減・吸収を実現するプロジェクトへの参画などにより、排出量を相殺（オフセッ
ト）すること

豪州カーボンクレジット供給会社への出資 

当社は2021年9月、豪州で原生林再生プロジェクトを

通じたCO₂の吸収とカーボンクレジットの販売を手掛ける
Australian Integrated Carbon Pty Ltd.（以下、Ai Carbon）に、

三菱商事（株）と共同設立した持ち株会社 Japan Integrated 

Carbon（株）を通して出資しました。

Ai Carbonでは2024年3月時点で年間最大500万トンのCO₂
吸収を実現しており、さらに2050年までには累計1億トンの

出資
対価

対価

木材の販売

他企業への
カーボン
クレジット
販売

・カーボンクレジット分配
・利益分配

ファンド共同運営

CO2

CO2
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原生林再生プロジェクトのイメージ

MT-FAST

● 省エネ運航を可能にする技術の開発 

省エネ運航の推進により、船舶は建造時に想定されていた航

行速度より低速域での航行が一般的となっています。これを踏

まえ、当社グループでは、就航船のバルバスバウ※の改造や船

体付加物「MT-FAST」の設置などにより、低速運航仕様への

改造や推進性能の改善を図っています。

2014年6月の改良工事実施後、半年間にわたり実航海データ

を取得しビッグデータの性能解析を行った結果、推定値を上回

る23％ものCO₂削減効果を確認しました。併せてエンジンの運
転状態など、本船のコンディションの検証も行い、この改良工

事が安全運航に影響を及ぼさないことも確認しています。

当社グループが短期間かつ効率的に運航条件に適した改造

プロペラの推進効率の向上「MT-FAST」

波や風の抵抗が少なくなれば少ないほど、省エネ運航が可

能となります。当社ではその実現に向けて、船体に取り付ける

ことで抵抗を軽減させるさまざまな船体付加物を考え出してい

ます。（株）MTIが常石造船（株）と共同開発した推進援助装置

「MT-FAST」もその一つです。航海中の水面下では、プロペラ

の回転から生まれる旋回流により、推進力が損なわれる現象が

起きていますが、船体に翼をつけることで、損失推進力の回収

効果が実証され、約4～6％の省エネ効果が確認されました（特

許取得済）。

※ バルバスバウ：本船の喫水線下の船首部分に取り付けられた、丸く突出したバルブ状の突
起物。船が進む際、波を起こすことによって受ける抵抗を打ち消す効果があります

CO₂吸収を目指し、事業を拡大しています。本プロジェクトへ
の関与を通じて当社は、カーボンクレジット創出ビジネスの経

験とノウハウの獲得を目指します。

工事を検討する手法を確立している（特許取得済）ことで、今後

当社グループの運航船に対しても、この手法に基づく工事を進

め、省エネ効果のさらなる向上を図っていきます。

環境に優しい船をつくる「高効率なプロペラ設計」

当社は（株）MTIおよび古野電気（株）と共同で、実海域にお

ける船舶周囲の水流を計測するセンサーを開発しました。セン

サーを用いて収集した実海域データは、日本シップヤード（株）

と共有し、分析・活用しています。それらを基盤に、実船を再

現したシミュレーションを経てさらなる高効率を追求したプロ

ペラを設計し、CO₂排出量の約2%削減を実現しました。2020

年に竣工した大型原油タンカーでも同様の計測を行い、また後

続の同型新造船において船尾付加物形状の改善を実施した結

果、それぞれCO₂排出量の約2%削減に成功しました。今後も

本研究を継続し、他船種にも展開していく予定です。2050年

に向け、船体抵抗を低減する船舶の設計にもこの実船シミュ

レーション技術を活用していきます。

模型プロペラの水槽試験 実船観測

研究開発
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泡で省エネ「空気潤滑システム」

空気潤滑システムは、船底に空気を送り込むことによって泡

を発生させ、海水との摩擦抵抗を減らす省エネ技術です。当社

グループは、2010年に「ブロア（送風機）方式」による空気潤

滑システムをモジュール船※「YAMATO」と、「YAMATAI」に搭

載し、世界で初めて恒久的な運用を実現しました。2012年に

は世界初の「主機掃気バイパス方式」による空気潤滑システム

を開発し（関連特許取得済）、当社石炭運搬船「SOYO」に搭

載しました。ブロア方式で平均約6％のCO₂排出量削減効果が
確認され、主機掃気バイパス方式では約4～8％のCO₂排出量
削減効果が期待できます。

※ モジュール船：石油・ガス開発サイトや工場に設置されるプラントなどを数千トン規模のプレ・
ハブ構造物に分割して、海上輸送およびロール・オン／オフ方式で積揚する特殊重量物輸送船

※ スラッジ：燃料の中に含まれる沈殿物のこと。スラッジの堆積を防止し、分散状態にすること
で燃焼改善効果が図れます

本システムを搭載したモジュール運搬船を下から見たイメージ図

燃料油添加剤開発を通じた環境規制への対応

当社グループ会社である日本油化工業（株）は、当社ととも

に、硫黄分濃度規制（SOx規制）に対応する方策の一つとして、

適合燃料油（硫黄分0.5％以下の燃料油）の性状を研究してき

ており、2019年5月にはスラッジ※分散型燃料油添加剤「ユ

ニック800VLS」を開発しました。「ユニック800VLS」は、適

合燃料油の安定性不良において効果を発揮する一方、適合燃

料油自体の性状・性質が多様化している現状を踏まえ、さらな

る汎用性と環境保全貢献の観点から2022年5月に「ユニック

800Eco」を開発しました。

「ユニック800Eco」は、スラッジ分散効果をより高めるとと

もに、燃焼改善効果を加えることに成功しました。これまで国

内外の適合油で3回実施した燃料消費削減試験において、添

加剤不使用時と比べ燃費は最大約1.2％の低減効果が得られ、

また排気ガス成分はCO（一酸化炭素）などの削減効果が認めら

れています。

当社と日本油化工業は引き続きSOx規制を遵守するととも

に、よりスラッジ分散効果と燃料節減効果の高い添加剤の開発

に尽力し、船舶から排出されるCO₂の削減にも貢献します。

●  シンガポールのオフグリッド域における 
潮流発電実証事業に参画

当社および当社グループの（株）MTIは2019年、共同研究

パートナーとして「シンガポール・セントーサ島における潮

当社グループは、さまざまなイニシアティブに参画し、脱炭

素の実現に向けた共創を推進しています。

流発電実証事業」に参加しました。その後2022年に当社は、

発電・蓄電・配電を統合した海洋再生可能エネルギーのソ

リューションプロバイダーであるBluenergy社が実施するシン

ガポールでの潮流発電実証事業に参画しました。

電力会社の送電網につながっていないオフグリッド域におけ

る海洋の潮力のエネルギーを利用したこの発電実証事業では、

2023年3月より、東南アジア初となる発電装置の運用が開始

されています。

潮流発電は年間を通じて水量・方向が安定している潮流を利

用するため、発電量の予測が立てやすい非常に効率的な再生

可能エネルギーです。当社は、海洋エネルギーを活用すること

で脱炭素社会の早期実現に貢献すべく、発電データから発電効

率、蓄発電コストの試算、蓄電装置の検証等を進めます。

外部との共創

外部イニシアティブへの参画
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脱炭素関連で参画している主なイニシアティブ

イニシアティブ・団体名 分野 参加時期

国際海運GHG ゼロエミッション
プロジェクト 気候変動・脱炭素 2018年8月

気候変動イニシアティブ
「Japan Climate Initiative」 気候変動・脱炭素 2018年9月

（一社）クリーン燃料アンモニア協会 アンモニア 2019年4月

気候関連財務情報開示タスクフォー
ス（TCFD）
コンソーシアム

気候変動・脱炭素 2019年5月

非営利団体企業連合
「Getting to Zero Coalition」 気候変動・脱炭素 2019年10月

日本経済団体連合会
「チャレンジ・ゼロ宣言」 気候変動・脱炭素 2020年3月

Mærsk Mc-Kinney Møller Center 
for Zero Carbon Shipping 気候変動·脱炭素 2020年7月

Hydrogen Council（水素協議会） 水素 2020年7月

水素バリューチェーン推進協議会
（JH2A） 水素 2020年12月

CO₂ 回収・貯留技術の国際シンク
タンク
「Global CCS Institute」

気候変動・脱炭素 2021年7月

GXリーグ 気候変動・脱炭素 2023年5月

GCMD
（Global Centre for Maritime 

Decarbonisation）
気候変動・脱炭素 2023年7月

Methane Abatement in Maritime 
Innovation Initiative（MAMII） 気候変動・脱炭素 2023年9月

Smart Freight Centre （SFC） 気候変動・脱炭素 2024年4月
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●  経済産業省「GXリーグ」に参画

当社は2023年度より、経済産業省主催の「GXリーグ」へ

参画しています。「GXリーグ」は、2050年カーボンニュートラ

ル実現に向け、現在および未来社会における持続的な成長実

現を目指す企業が同様の取り組みを行う企業群や官公庁、大

学と一体となりGX※に向けた挑戦を行い、経済社会システムの

変革や新たな市場を創るための実践の場です。

当社はGXリーグへの参画を通じ、さまざまなステークホル

ダーの皆さまとの共創をさらに加速させます。

●  GCMDと日本企業初の戦略的パートナー契約を締結

当社は、海運の脱炭素化を推進するシンガポールの非営利

団体Global Centre for Maritime Decarbonisation（海運脱炭

素化グローバルセンター、略称GCMD）との間で2023年7月、

日本企業として初となる戦略的パートナーシップ契約を締結し

ました。

GCMDは国際海運の脱炭素化実現への具体的かつ明確な道

筋を提示するために、数々の調査や実証プロジェクトを実施し

ています。当社は2024年5月より、GCMDと共同で「プロジェ

クトLOTUS」を開始しました。本プロジェクトは、バイオ燃料

がエンジン性能や燃料供給システムに与える影響を精査してい

ます。

●  メタン排出削減を掲げる環境イニシアティブ 

「MAMII」に参画

当社は2023年9月、海事産業のメタン排出削減を目指

す環境イニシアティブ「Methane Abatement in Maritime 

Innovation Initiative」（MAMII）に主要パートナーとして参加

しました。

MAMIIは、ロイド船級協会により設立された非営利団体

Safetytech Accelerator Limitedが主導しており、2022年9月

の発足以来、これまでに当社を含めて計16の企業および団体

が参画しています。MAMIIでは、LNG燃料船からのメタン排

出量を測定・評価し、参加企業間でメタン排出量削減の知見

共有、技術導入の支援などを行います。また、サプライチェー

ン全体でLNG燃料が環境に与える影響についても、調査や知

見の共有を行います。

●  Smart Freight Centreのメンバーに加盟

当社は2024年4月、物流セクターにおけるGHGの削減を

目指す国際的な特定非営利活動法人 ｢Smart Freight Centre｣

（SFC）にメンバーとして加盟しました。また、自動車専用船

などのRo-Ro船※によるGHG排出量算定の標準化を目的とし

たGlobal Ro-Ro CommunityをSFC、海外の海運会社である

Wallenius Wilhelmsen ASA、（一財）日本海事協会と立ち上げ

ました。同コミュニティでは今後、海上輸送に関わるGHG排

出量算定の標準モデルを策定し、公平で透明性のある炭素排

出量の把握を目指します。

※ GX （グリーントランスフォーメーション）：日本と世界全体の脱炭素実現に向けた対応を成長
の機会として捉え、脱炭素にいち早く移行するための挑戦を行い、経済社会システム全体の変
革を目指すもの（経済産業省の定義による）

※ Ro-Ro船：自動車、トラック、トレーラー、建設機械や農業機械がそのまま自走して乗り込むこ
とができる貨物用船舶

SUSTAINABILITY REPORT 2024 051



環境
脱炭素

シナリオ分析とリスク・機会の特定
ネット・ゼロ達成シナリオ
NYKスーパーエコシップ2050

GHGを減らす
GHGを出さない
～次世代燃料・再生可能エネルギーへの取り組み～

GHGを取り除く
研究開発

新脱炭素目標

気候変動対応管理体制
リスクと機会の評価プロセス

関連データ

戦略とリスク管理

外部との共創

取り組み

目標

ガバナンス

外部イニシアティブへの参画
ステークホルダーとの共創
お客さまとの共創
サプライヤーとの共創
地域との共創
スタートアップへの投資
国際会議での発信

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

脱炭素

●  日本船主協会メンバーとしての活動

（一社）日本船主協会は、国土交通省と協力し、国際海事機

関（IMO）でのGHG排出量削減や規制の導入などに関する議論

において、リーダーシップを発揮しています。

当社は、（一社）日本船主協会の環境委員会および委員会の

下部組織となる各幹事会やタスクフォースのメンバーとして活

動しています。GHG排出等に関する議論の場であるGHGタス

クフォースにおいて、当社は議長としてメンバー企業の代表を

務めるとともに、船主および船舶オペレーターとして、海運業

界における実行性のある気候変動フレームワークの議論に積極

的に参加しています。

●  国際的コンソーシアム「DecarbonICE」に参加

当社は、船上でCO₂を回収してドライアイスに変え、海底
堆積物の中に貯蔵する技術を研究する国際的なプロジェクト

「DecarbonICE」に参加しました。

同プロジェクトは、2019年10月にデンマークの海事研究開

発センターと当社をはじめとする世界各国の海運会社、造船所

などにより立ち上げられました。船上でのCO₂の回収および貯
蔵技術、環境への影響調査の方法や安全性などに関してIMO

からの承認取得に向けた準備を目的としています。

プロジェクトのコンセプトは、①船舶から排出される排気ガ

ス中のCO₂などを運航中に回収し、極低温プロセスによりドラ
イアイスに変換、②ドライアイスを船舶から深海へ送り込み、

CO₂を液状や水和物として安全かつ永続的に海底堆積物の中に
貯蔵する、というものです。

将来的にはバイオ燃料などと組み合わせることで、排出する

CO₂よりも回収するCO₂の量が上回る、カーボンニュートラル
の一歩先にある「カーボンネガティブ」な輸送の実現が期待さ

れます。
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日本郵船グループ

Scope

1

配送

Scope

3

サービス 製品

例：原材料サプライヤー

低炭素・ゼロカーボンの価値

Scope

3
Scope

1

Scope

1
Scope

3

顧客

製品

Scope3：排出量削減への道 サプライチェーン全体で低炭素・ゼロカーボンの価値を共有

啓発活動
排出量削減に向けたワークショップ

算定対象および集計方法の設定
適切な指標、集計範囲の検討など

データの集計と検証
信頼性確認のため

方針と開示
具体的な削減計画とともに

ステークホルダーの巻き込み

1

2

3

4

5

サプライヤー

例：メーカー

リサイクル
資材

GHG排出量 算定対象範囲 社会的関心 開示

企業グループ
組織

（1）GHG排出量（Scope1, 2, 3）
（2）気候変動が財務に与える影響 投資家、出資者、当局

取引先（営業上の）
規制当局*

A B 物流事業者

低炭素／
ゼロカーボン燃料 省エネルギー再生可能

エネルギー

X Y Z

資材 製造 流通と保管 販売 使用
製品ライフ
サイクルの
終了

今後の課題

現在の課題

ベースライン
削減

（3）製品ライフサイクルにわたる
　 カーボンフットプリント

製品単位
サービス単位

当社グループの
インパクト

※EU：バッテリー規制、炭素国境調整メカニズム

カーボン
フット
プリント

Scope3におけるGHG排出量削減を目指し、当社グループ

は、低・脱炭素社会の実現に向けた取り組みや製品ごと排出量

（カーボンフットプリント）の削減を実施しているお取引先さま

とともに取り組みを推進しています。

ステークホルダーとの共創
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●  世界初のLNG燃料パナマックス型石炭専用船の運航を開始

当社は、九州電力（株）との間で建造を進めていたLNGを燃

料とする世界初のパナマックス型※石炭専用船を2023年10月に

竣工し、運航を開始しました。本船は当社が運航を行い、九州

電力（株）の石炭火力発電所向けに海外から石炭を輸送します。

LNG燃料を使用することで、従来の船舶燃料油に比べて、SOx

は約100％、NOxは約80％、CO₂は約30％の排出削減を見込ん

●  日本-チリ間の海上輸送脱炭素化で顧客と共創 

（NYKバルク・プロジェクト）

当社グループ会社であるNYKバルク・プロジェクト（株）は、

世界有数の銅生産会社でチリの国営企業であるCorporación 

Nacional del Cobre de Chile（CODELCO）と銅精鉱の海上輸送

における脱炭素化に向けた共同検討を行う覚書を締結しました。

この覚書に基づき、NYKバルク・プロジェクト（株）は2023

年11月、住友商事グループの（株）大島造船所との間で、アン

モニアを燃料として使用できるハンディマックスバルカー※最大

15隻を2020年代後半以降に建造する検討に合意しました。

※ パナマックス型：載貨重量トン数70,000～99,999 DWT
トンの船をパナマックスバルカーとしています。世界初
のLNG燃料パナマックスバルカーである点は2023年10
月時点での日本郵船調査グループ調べ

※ ハンディマックスバルカー：多種多様なドライバルク貨物船を運搬する、載貨重量が5万トン前
後のバルカーのこと。この船型は、クレーンを装備するため、どの港でも荷役が可能となります

LNG燃料パナマックス型
石炭専用船「松陽(しょうよう)」

●  脱炭素に向けBHPと戦略的パートナーシップを締結

当社は2022年6月、資源メジャーの一角であるBHPと、両

社取引関係の拡大・深化および船舶輸送におけるサプライ

チェーンの脱炭素化を目指す戦略的パートナーシップに関する

覚書を締結しました。

両社は今後、既存の省エネ技術、代替燃料を活用するとと

もに、特にグリーンアンモニア※1とブルーアンモニア※2を燃料

とする将来のネット・ゼロエミッションに向けた次世代船舶用

燃料の船についての研究開発を促進していきます。

●  脱炭素に向けBP社と戦略的パートナーシップを締結

当社は2021年9月、国際的統合エネルギー企業であるBP 社

（イギリス）と脱炭素をさらに推進するための戦略的パートナー

シップに関する覚書を締結しました。両社は今後、従来の船

舶用燃料からLNG、バイオ燃料、メタノールなどの代替燃料へ

の移行を協力して促進し、アンモニアや水素などの将来的なゼ

ロエミッションの船舶用燃料を開発していきます。また、CO₂
の海上輸送やその他のソリューションを提供することによって、

重工業や発電で使用されるアンモニアと水素のサプライチェー

ンへの参画も模索していきます。

※1  グリーンアンモニア：再生可能エネルギー由来でつくられたアンモニア
※2  ブルーアンモニア：天然ガスなどを原料につくられ、その生成の過程で発生したCO2を地中
に埋めるなどの処理をされたアンモニア

でおり、世界的な環境規制強化の中

で、低炭素社会の実現に寄与できる

ものと考えています。

銅の需要は今後、洋上風力発電の送電線網整備や電気

自動車の普及などにより世界的に増加すると見込まれます。

CODELCOは、本船を銅精鉱の極東向け輸送に投入することで

生産・輸送・供給のすべての過程でGHGを排出しないカーボ

ンフリー銅精鉱の実現を目指します。

なおNYKバルク・プロジェクト（株）は、2024年1月にチリ

の硝酸アンモニウム製造会社Enaex S.A. との間で、再生可能

エネルギー由来で作られたグリーンアンモニアをアンモニア

燃料船に供給する共同検討の覚書を締結しました。両社は今

後、チリ北部のアントファガスタ州メヒヨネス港での本船への

グリーンアンモニア供給を目指し、今後、具体的な検討を進

めます。

●  船主との共創

当社は、用船を含むすべての運航船の安全や環境に関す

る情報共有や意見交換のため、定期的に船主や船舶管理会

社との会議（月1回）を開催しています。また、SIMS（Ship 

Information Management System）で毎時取得する航海や機

関関連のデータを船主や船舶管理会社と共有し、機関事故の

防止とともに、メインエンジンの負荷を最小限に抑えた超低速

航行（SSS：Super Slow Steaming）の安全性を確認していま

す。船主のご協力により超低速航行を実現することで、燃料消

費量を抑え、環境負荷の低減に貢献しています。

お客さまとの共創

サプライヤーとの共創
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※1  Zero Carbon Yokohama：横浜市では、2050年を見据えて「今世紀後半のできるだけ早
い時期における温室効果ガス実質排出ゼロ（脱炭素化）の実現」すなわち「Zero Carbon 
Yokohama」を、同市の温暖化対策の目指す姿（ゴール）として掲げ、持続可能な大都市モ
デルの実現に向けた取り組みを推進しています

※2  日本郵船氷川丸：1930年に竣工し、シアトル航路等で活躍した貨客船。戦時中は病院船、
戦後は復員船、引揚船としても活用。現在は、横浜の山下公園に係留され、2016年8月に
竣工当時の造船技術を伝える貴重な資料として、保存船では初となる重要文化財に指定
されました

●  つばめBHB（株）

当社は2021年6月に、東京工業大学発のベンチャー企業で

あるつばめBHB（株）へ出資しました。同社は東京工業大学の

細野秀雄栄誉教授が発明したエレクトライド触媒を用い、従

来の技術より低温・低圧でアンモニアを生産する製造法を確

立しており、生産の分散化に貢献するものと期待されています。

当社は、アンモニアバリューチェーンの一角を担うパートナー

として同社に期待しています。

当社は、画期的なアイディアや技術を持つスタートアップ企

業の発掘、将来的な協業も視野に入れた育成と共創を図り、

当社事業の脱炭素化と社会に新たな価値をもたらす新規事業

の創出を目指しています。

●  横浜市「Zero Carbon Yokohama」に賛同

当社は、横浜市の脱炭素社会の実現に向けた活動「Zero 

Carbon Yokohama」※１に賛同しています。山下公園に係留・

一般公開中の「日本郵船氷川丸」※2や横浜港大黒C-3ターミ

ナル、横浜支店、日本郵船歴史博物館の使用電力を順次再生

可能エネルギー由来の電力へ切り替えたほか、2022年からは

本店・郵船ビルディングの全電力を実質的に再生可能エネル

ギー由来の電力に切り替えています。

●  Marunouchi Climate Tech Growth Fund

当社は2023年5月、脱炭素に資するクライメートテック

関連事業を主たる対象として成長投資を行う「Marunouchi 

Climate Tech Growth Fund」への出資契約を締結しまし

た。本ファンドは三菱商事（株）、（株）三菱UFJ銀行、および

Pavilion Private Equity Co., Ltd.が組成したもので、丸の内イノ

ベーションパートナーズ（株）を通じて、気候テック関連スター

●  Startupbootcamp

当社は、2021年6月より三菱商事（株）と共同で低・脱

炭素社会の実現に寄与するスタートアップ企業を支援・育

成するプログラムを実施しています。スタートアップ企業を

世界中から発掘・支援するアクセラレーターパートナーとし

てStartupbootcamp Australia社 を 起 用 し、2021年 に は

低・脱炭素のテーマで募集した世界中のスタートアップ企業

から10社を選定した上で、事業化に向けた支援プログラム

「Startupbootcamp」を実施しました。

●  ドバイで開催の「COP28」内イベントで発信

当社は、2023年11月30日から12月13日までドバイ（アラ

ブ首長国連邦）で開催された国連気候変動枠組条約第28回締

約国会議（以下、COP28）のさまざまなイベントに登壇し、国

際海運や当社グループの気候変動に対する具体的な取り組みに

ついて発信しました。

COP28では、各国政府や関連業界団体が多くのサイドイベン

トを主催、気候変動への取り組みについての情報発信を行うと

同時に、参加者による活発な議論を交わすためのさまざまなパ

ネルディスカッションが開かれました。

当社関係者もパネリストとして登壇し、当社グループの脱炭

素への取り組みや、船舶解撤の現状と課題などを積極的に発

信しました。

COP28イベント内での発信

トアップ企業への成長投資を行います。地域との共創

国際会議での発信

スタートアップへの投資
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関連データ

当社グループのGHG排出量・割合 当社グループのエネルギー消費量（GHG関連）

全体排出量 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度（割合）（%）

Scope1 12,678,695 11,255,044 11,410,363 76.4

Scope2 45,391 76,255 63,342 0.4

Scope1+2 12,724,086 11,331,299 11,473,705 ̶

Scope3 3,890,661 3,264,023 3,455,848 23.1

Scope1+2+3 16,614,748 14,595,322 14,929,553 ̶

バイオ燃料由来の
排出(船舶) ̶ ̶ 15,230 ̶

消費量内訳 小カテゴリー 単位 2021年度 2022年度 2023年度

Scope1 A重油(MDO) トン 30,415 27,219 143,986

C重油 トン 3,184,649 2,979,644 2,972,183

軽油(船舶) トン 159,484 173,779 69,341

LNG(船舶) トン 5,620 14,387 41,530

ジェット燃料 KL 699,024 391,486 423,584

ガソリン KL 71,860 9,058 3,602

灯油 KL 52 49 32

軽油 KL 23,285 49,408 41,418

LPG トン 511 375 2,547

天然ガス m3 8,624,448 7,460,194 7,834,651

自家発電
（再生可能

エネルギー由来）
MWh ̶ 5,970 8,874

Scope2関連 電気 MWh 119,880 162,030 146,029

電気
（再生可能

エネルギー由来）
MWh ̶ ̶ 15,722

Scope3関連 廃棄物（オフィス） トン 5,679 6,831 10,142

バイオ燃料 船舶 トン ̶ ̶ 6,287

（単位：t-CO₂e）

排出量内訳 小カテゴリー 2021年度 2022年度 2023年度

Scope1 船舶 10,708,996 10,123,951 10,224,932

飛行機 1,721,397 964,063 1,048,651

その他 248,301 167,029 136,779

計 12,678,695 11,255,044 11,410,363

Scope2
マーケットベース 45,391 76,255 63,342

Scope2
ロケーションベース 49,010 77,710 67,375

（注）  日本国内の電力消費に伴うGHGはマーケットベースで計算しています。各年度の電力由来のCO2排出量の算出には、環境省が発刊してい
る電気事業者別排出係数(各前年度実績)を使用しています
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（注1） 本社および連結子会社が集計の対象です

（注2） CO₂e : CO₂ equivalent。二酸化炭素換算

（注3）  Scope1,2,3、バイオ燃料のGHG排出量データは、第三者検証機関によるデータ検証を受けています 

検証報告書（https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment009.pdf）

（注4） Scope2の排出は、マーケットベースで計算しています

（注）  2022年度のCO₂排出量のうち、横浜支店・日本郵船博物館で使用した電気量（234,641kWh）については、グリーン電力証書を使用しオフセット
しています
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海洋環境・生物多様性保全

当社グループは、船を調達する・運航する・処分するなどの

全過程において生物多様性に影響を与えるリスクがあることを

認識し、環境に優しい技術の採用や環境に配慮した解撤の実

施などさまざまな対策を実施することで、海洋汚染防止と生物

多様性保全に努めています。

●ビルジシステムの国際的なガイドライン制定への働きかけ

船舶の運航に伴い、機関室などの底には露、漏洩水、油な

どが混じった油水混合物（ビルジ）が溜まります。当社では、ビ

ルジの発生量を大幅に削減できる独自の仕組みを1996年に考

案し、当社支配船に採用してきました。

当社は海運業界の環境推進企業としてこのコンセプトを世界

に広げるべく、日本政府案として国際海事機関（IMO）に提案

し、2006年3月に国際的なガイドラインとして採択されました。

当社グループは、主たる事業である海運業を通じて、事故や

汚染物質の排出による海洋汚染を引き起こす可能性があること、

また、海難事故による油濁や汚染物質の流出が、環境復元費用

の負担のみならずステークホルダーからの信用を損なうことによ

る事業継続上のリスクとなり得ることを認識しています。

こうしたリスクに対応するため、当社グループは環境に関する法

律・規制を厳格に遵守し、環境汚染防止に努めています。また、

急性かつ緊急の大事故が発生した際の対応体制を整えています。

国際海運業を中心に事業を展開する企業として、当社グルー

プは、海洋や生息する生物を保護する責任を認識し、「日本郵

船グループ 環境ビジョン」において特に対処すべき環境課題

の一つに「海洋環境・生物多様性保全」を掲げ、「日本郵船グ

ループ環境方針」に沿った海洋環境・生物多様性保全活動を

展開しています。

また当社は、2023年12月にはTNFD（自然関連財務情報開

示タスクフォース）フォーラム※に、2024年1月にはTNFDアー

リーアダプト宣言に参画しました。当社グループの活動が及ぼ

す自然環境や生物多様性への影響について、2024年度を目途

にTNFD提言に沿った情報開示を行うとともに、企業の成長と

生物多様性保護を両立し、持続可能な企業成長を目指します。

海洋環境・生物多様性の保全を含む環境関連課題のガバナ

ンス体制については「環境マネジメント」をご参照ください。

ガバナンス 戦略とリスク管理 取り組み

※ TNFD：Taskforce on Nature-related Financial Disclosures（自然関連財務情報開示タス
クフォース）は、企業や団体が、自身の経済活動による自然環境や生物多様性への影響を評
価、開示する枠組みづくりを目指す国際イニシアティブ。TNFDフォーラムは、TNFDでの議論
をサポートし、枠組み構築の支援を行うために参画した企業、金融機関、研究機関などから
構成されています

水と油を混ぜて
回収すると

後処理プロセスの
手間がかかる

FOドレン油スラッジ油ドレン水ドレン

FOドレンタンクスラッジタンクビルジウェル

露および予期しない
微量の漏れ

FOドレン油スラッジ油ドレン水ドレン

FOドレンタンクスラッジタンククリーンドレンタンク ビルジウェル

水と油を分けて回収することで
後処理プロセスを省略・単純化できる

■従来型ビルジ処理

■NYK標準ビルジシステム：IBTS（Integrated Bilge Treatment System）

詳細は以下をご覧ください

安全なくして成長なしP.018

詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

また、船舶の運航により発生する、汚染物質や廃棄物の管

理、海洋生物の越境などの環境影響については、国際的なルー

ルに則り対応を行っています。

方針 日本郵船グループと生物多様性の関係性 船舶からの排水および廃棄物への対応

リスク管理

体制
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海洋環境・生物多様性保全

●し尿汚水による海洋汚染の防止

国際航海に従事する船舶は、海洋汚染防止条約（MARPOL

条約）附属書 IVにおいて、条約で定められた汚水処理装置の搭

載が求められるとともに、未処理の汚水を排水することが禁止

された海域が規定されています。しかし、船舶に搭載されてい

る汚水処理装置が条約で定められた性能を発揮しておらず、海

洋環境への悪影響を及ぼしている可能性があることが IMOに報

告されたことから、現在、条約およびガイドラインの改正の議

論が進んでいます。

当社は（一財）日本船舶技術研究協会のワーキンググループ

のメンバーとなっており、当社の運航船において、汚水処理装

置からの排水のデータ収集に協力し、さらにワーキンググルー

プの会合で意見を述べています。また、（一社）日本船主協会

の会員の代表として、IMOの委員会である海洋環境保護委員会

（MEPC）に参加しています。

●船底付着による生物の越境防止

国際海運業界では、船体に付着した生物の越境移動による

生態系への影響を防止するため、2011年に開催されたIMOの

第62回海洋環境保護委員会（MEPC 62）において、船体付着

生物管理ガイドラインを初めて承認しました。その後も実用性

および有効性向上のため、レビューが行われてきましたが、当

社は（一財）日本船舶技術研究協会のワーキンググループのメン

バーとして意見を述べ、（一社）日本船主協会の会員の代表とし

て、MEPCに参加してきました。2023年7月開催のMEPC 80で

は、船体防汚システム（AFS, Anti-Fouling System）の適用に応

じた船体の部分ごとの水中検査の点検頻度および同点検結果

に基づく水中洗浄※の実施などを盛り込んだ船体付着生物管理

ガイドラインが改正されました。

MEPC 80において、船体水中洗浄のためのガイダンスを作成

することが合意されており、検討が進められているところです

が、当社としても（一財）日本船舶技術研究協会のワーキンググ

ループのメンバーとして意見を述べています。

●バラスト水による生物の越境防止

国際海運業界では、生物多様性保全への対応の枠組みづ

くりはGHG削減対応と同様にIMOが主導しており、最も注力

がなされてきた取り組みはバラスト水の船体への取り込みと排

出に伴う水生生物の越境移動の防止です。当社グループは、

2004年2月の「バラスト水及び沈殿物の管制及び管理のため

の国際条約」採択後、条約発効に先駆ける形でバラスト水の

課題への取り組みを進めてきました。

2017年9月には外航海運業に従事する全世界の船舶を対象

に、海洋環境に影響を及ぼす水生生物の越境移動を防止する

べく、バラスト水管理条約が正式に発効されました。この条約

では、バラスト水に混入している水生生物の殺菌を行う装置で

ある「バラスト水処理装置」※の搭載が、原則としてすべての船

舶に義務付けられています。当社グループでは、計画的にバラ

スト水処理装置の搭載を進めており、2024年には全船への搭

載が完了する予定です。

※  バラスト水処理装置：船舶が航行時のバランスを取るために船内に貯留するバラスト水（海
水）に対して、混入している海洋生物の殺菌を行う装置のこと。貨物を揚げた時に海水をバ
ラスト水として注入し、貨物を積むときに排出します。バラスト水を殺菌処理することで、生
態系のかく乱を防ぎます

※ 港湾での停泊中に船体の水中部分に付着した生物を洗浄・除去することで、それら生物の越
境移動を防止します

現在、バラスト水管理条約の改正が議論されているところで

すが、当社は（一財）日本船舶技術研究協会のメンバーとして、

当社の運航船におけるバラスト排水のデータ収集などに協力し

ています。

海水ーバラスト水

海水注入

貨物

海水排出

クリーンな水
排水

注水
海に戻す

フィルタ 殺菌
混ぜる

タンク

中和

航海

揚げ荷港 積み荷港

バラスト水イメージ図

生物の越境防止
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海洋環境・生物多様性保全

2014年に開催されたMEPC 66において、IMOは、水中騒音を

低減し海洋生物への悪影響に対処するため、「2014年 商用船舶か

らの水中騒音を低減し海洋生物への悪影響に対処するためのガイ

ドライン」を初めて承認しました。その後も実用性および有効性向

上のため、レビューが行われてきましたが、当社は（一財）日本船

舶技術研究協会のワーキンググループのメンバーとして意見を述

べ、水中騒音のデータ収集にも協力してきました。2023年7月開

催のMEPC 80では、水中騒音管理計画の作成を推奨することなど

が盛り込まれた改正ガイドラインが採択されました。

また、アメリカ合衆国沿岸やカナダ沿岸をはじめとする海域

では、クジラ類との衝突を避けるために船を減速させることが

求められていますが、当社グループでは、毎年変化する規制の

期間や海域などの情報を収集し、運航船に伝えるなどの対策を

行っています。

当社は、2022年4月に静岡県御殿場市と締結した「森林整

備による地方創生に関する連携協定」に基づき、森林に生物

多様性を取り戻す整備・保全活動を開始し、2024年5月に「ゆ

うのもり」を開所しました。当社グループは「豊かな森林は豊

かな海を育む」の考えのもと、森林の機能回復に貢献するた

め、混合樹林化などによる生物多様性が豊かな森づくりを目指

します。

●「経団連生物多様性宣言イニシアチブ」への賛同

当社は「経団連生物多様性宣言」の趣旨に賛同し、2009

年12月には「経団連生物多様性宣言」推進パートナーズに、

2010年10月からは「生物多様性民間参画パートナーシップ」

にも参加しています。今後も当社は生物多様性宣言および行動

指針に則った事業活動を行っていきます。

● 国連グローバル・コンパクト「Sustainable Ocean 

Principles（持続可能な海洋原則）」に賛同

当社は、国連グローバル・コンパクトによる「Sustainable 

Ocean Principles（持続可能な海洋原則）」に日本企業として初

めて賛同し、持続可能な海洋への取り組みを進めていくことを

表明しました。同原則は、気温の上昇、酸性化、天然資源の

枯渇、陸と海からの汚染などによって急速に悪化している海洋

を保護・回復させることが急務との認識のもと、2019年9月に

国連グローバル・コンパクトにより公表された事業領域や地域

を越えた責任ある企業団体のフレームワークです。同原則には

全世界で150社が署名し、署名企業の時価総額は合計で1兆

ユーロにのぼります。

詳細は以下をご覧ください

社会課題解決への挑戦P.104
水中騒音による悪影響やクジラ類との衝突の防止

外部組織との協働

森林整備・保全活動

詳細は以下をご覧ください
経団連生物多様性宣言・行動指針

https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/082_honbun.html#structure

Link
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サーキュラーエコノミー

詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

詳細は以下をご覧ください

シップリサイクルP.061

当社グループは、バリューチェーン全体で多様なステークホ

ルダーとの協働に努め、省資源、省エネルギー、廃棄物削減、

リサイクルなどに取り組むこと、そしてシップリサイクルにおいて

は、安全・環境・人権などに配慮した責任ある解撤を透明性を

持って推進し、サーキュラーエコノミーを実践することを「日本

郵船グループ環境方針」に定め、取り組みを進めています。

海運事業では、「船を調達する」「船を運航する」「船を処分す

る」の各段階において、サーキュラーエコノミーを意識した取

り組みを進めています。

環境関連課題のガバナンス体制については「環境マネジメン

ト」をご参照ください。

ガバナンス

戦略とリスク管理

サーキュラーエコノミーのイメージ

シップリサイクルの流れシップリサイクル船舶は良質な鋼材が大量に使われており、

中大型船では重量ベースで9割以上がリサイクルされています。

この貴重な再生資源を適切に処理することがサーキュラーエコ

ノミー実現のためには重要です。

当社は、シップリサイクルに関する条約発効に先駆けて条約

の基準を取り込み、船舶に使われている有害物質リストを作成

し船上で保管するほか、当社の基準を満たした認証ヤードでの

環境対策や労働安全衛生、人権尊重に配慮したシップリサイク

ルに取り組んでいます。

船を運航する

船を調達する 船を処分する

日本郵船
グループ

シップリサイクル

売却

売船契約

本船
引き落とし

解体

資材ごとに
仕分け

リサイクル・
リユース

日本郵船標準契約書

+
・労働安全
・環境対応
・船舶解撤時の視察受け入れ

通常の契約

船舶の解体風景（船首側からの様子）

船舶の解体風景（内側からの様子）方針

体制

方針
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サーキュラーエコノミー

詳細は以下をご覧ください

バングラデシュの船舶解撤ヤードを当社認定ヤードに追加P.062

補助や施工管理に対する補助に関するコンサルティングサービ

スを実施し、インドのヤードが早期に条約適合するための支援

を行いました。

● 当社解撤ポリシー

当社は条約締結に先立ち以下の解撤ポリシーを制定し、当

社認定ヤードにおける解撤とそのモニタリングを通じて、世界

基準の取り組みを継続し、改善を続けています。

※ IHM（Inventory of Hazardous Material）：船上に存在する有害物質、廃棄物、貯蔵物の位

置と概算量を記載した一覧表

※ 便宜置籍船：外国の個人または法人の所有する船舶の船籍登録を認める便宜置籍国（パナ

マ、リベリア等）に登録された船舶のこと

取り組み

● シップリサイクル条約発効に向けて

船舶の解体が実施されているインド、バングラデシュなどで

の環境汚染や労働災害が1990年代頃から国際問題化する中、

造船・海運の主要国として日本は国際海事機関（IMO）におけ

る問題解決に向けた国際的な枠組みづくりに注力し、2009 年

にはシップリサイクル条約が採択されました。

その後も、条約の早期発効に向けた機運を高めるため、当社

は先駆けて条約の基準を取り込み、条約をシップリサイクルに関

わるすべてのステークホルダーにおけるスタンダードとして定着

させることを目指してきました。2023年には、世界最大の解体

国であるバングラデシュが条約批准することを期待し、3月に当

社グループ所有船が邦船社として初めてバングラデシュのヤード

での解撤工事に着工し、6月には無事解撤を完了しました。

2023年６月、バングラデシュと便宜置籍船※を多数保有する

リベリアが条約を批准したことにより発効要件を達成し、シッ

プリサイクル条約は2025年6月26日に発効することが決定しま

した。

なおインドは、2019年にシップリサイクル条約を批准してい

ます。これに先立つ2016年、当社グループの（株）日本海洋科

学は、JICAの実施する「インド国シップリサイクルヤード改善

事業準備調査」において、70ヤードを対象とした改修土木工

事、廃棄物焼却炉や有害物質処理装置などの機材選定、入札

シップリサイクル

詳細は以下をご覧ください
当社認証ヤード一覧

当社船舶解撤実績
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment012.pdf

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/environment013.pdf

Link

・ 当社および当社グループ会社所有の全船を対象とし、

IHM※を作成、本船に配備する。解撤可能性のある船に

ついては優先的に作成を行い、ヤードへ引き渡す際には

確実に配備する。

・ 船級協会により条約の「適合鑑定書」の発行を受けたヤー

ドを基本に、実際に現地に赴き、ISO 14001/9001/30000/ 

45001の取得有無なども判断基準の材料としながら、当

社独自基準を満たした場合のみ当社認定ヤードとする。

・ 定期的に当社認定ヤードへ赴き、環境・労働安全衛生

の水準が当社の解撤ポリシー・基準を維持しているか確

認する。

・ 解撤の際は当社独自の解撤売船契約書を用い、ヤード

へ引き渡し後は契約に基づいた安全・環境の対応状況

を確認し、解撤工程をモニタリングする。
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サーキュラーエコノミー

●  バングラデシュの船舶解撤ヤードを 
当社認定ヤードに追加

当社は、バングラデシュのPHP Ship Breaking and Recycling 

Industries Ltd.が運営する船舶解撤ヤード PHP Ship Recycling 

Facility（以下「PHPヤード」）を、環境対策や労働安全衛生、

人権尊重に関する当社の基準を満たした認証ヤードに追加しま

した。

当社グループは、（一財）日本海事協会などが「適合鑑定書」

を発行した船舶解撤ヤードに監督を派遣し、当社独自のさら

に厳しい基準で監査に合格した場合に認定ヤードとし、当社グ

ループ所有船の解撤を行っています。これまでにインド、中国、

トルコのヤードが認定されていましたが、バングラデシュの船

舶解撤ヤードが当社の認定ヤードとなるのはPHPヤードが初め

てです。

2023年3月には当社グループのNYKバルク・プロジェクト

（株）が所有する重量物船「KAMO」がPHPヤードに入港し、

同年6月に無事解撤を完了しました。バングラデシュ政府は同

年6月26日にシップリサイクル条約を批准し、同国内でシップ

リサイクル条約の基準を満たしたヤードでの解撤は、日本の海

運会社としては初めてです。

本船の解撤には、船舶管理会社からの監督者に加え、当社

からも海技者や技師を派遣し、燃料油をはじめとする有害物質

の管理、解撤作業の安全手順の順守などを徹底して解撤を完了

しました。また、「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿って

第三者機関による人権デュー・ディリジェンスを実施し、人権

保護の観点から適切な解撤が行われたことも確認しました。

当社グループの（株）ホンマは、東京、横浜を中心に収集した廃

棄物の中間処理、リサイクルを通して、廃棄物削減、資源使用量

削減に取り組んでいます。産業廃棄物の中間処理に加え、2006

年より横浜市の委託を受け、家庭から出る容器包装プラスチック

のリサイクル事業を行っているほか、廃プラや木くずを原料とした

RPF（固形燃料）を製造、製紙メーカーなどに納めています。

外部との共創

再生資源の適切なリサイクルによるサーキュラーエコノミー

実現や労働災害、環境汚染の防止を目指し、当社は2021年5

月、持続可能な海事産業への貢献を目指し業界横断的な活動を

行う国際非営利団体Sustainable Shipping Initiativeが主宰する

「Ship Recycling Transparency Initiative」（SRTI）に邦船社とし

て初めて参加しました。

世界各国の船社、荷主、投資機関などが参加するSRTIは、

ステークホルダーに対する船社の船舶解体ポリシーや実施状況

の情報開示プラットフォームであり、当社はSRTIでの情報開示

を通じて船舶解体プロセスの透明性向上と、外航海運業界に

おける安全・環境・人権に配慮する責任ある船舶リサイクルを

当社は、（株）名村造船所、佐世保重工業（株）と協業して蒸

気タービン機関※1搭載のモス型LNG運搬船の主機換装実現に

取り組んでいます。

LNGは脱炭素社会実現のための重要なトランジションエネル

ギーと位置付けられており、今後の輸送需要は堅調な伸びが予

想されています。一方で、新造LNG運搬船の発注可能数が限ら

れることや、蒸気タービン機関LNG運搬船は現在主流のディー

ゼル機関LNG 運搬船に比べて燃費性能が劣り、徐々に退役が

進んでいることから、LNG輸送の船腹不足が懸念されています。

これを解決するため、3社は蒸気タービン機関LNG運搬船の

主機を最新鋭の2元燃料低速ディーゼル機関※2「X-DF エンジ

ン」への換装を目指します。主機換装による性能改善に加え、

蒸気タービン機関LNG運搬船に搭載されているモス型LNG タ

ンク※3は強靭で、長期使用に耐えうる仕様であり、船舶資源の

有効活用にも寄与します。

当社は2023年10月に（一財）日本海事協会として初めてとな

るLNG運搬船の主機換装に関するAiP※4を取得しました。３社

は主機換装を実現することで安定的なLNG輸送を支えるととも

に、日本の海事クラスターが有する技術力で船舶資源の有効活

用に貢献します。

廃棄物削減／資源使用料削減への取り組み

老齢LNG運搬船を高効率エンジンへ
主機換装する基本設計が完了

シップリサイクル情報開示プラットフォームに参画

詳細は以下をご覧ください
https://www.hnm.co.jp/business/environment/

Link

促進しています。
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サーキュラーエコノミー

当社およびグループ企業の郵船商事（株）は、アズビル山武

フレンドリー（株）、加山興業（株）とともに、2024年4月より自

動車専用船で使用し古くなった車両固縛用ベルト（ラッシングベ

ルト）のリサイクルを開始しました。

当社が運航する自動車専用船で使用期限が過ぎたラッシング

ベルトを回収し、アズビル山武フレンドリー（株）が金属部品と

ベルトに分別、加山興業（株）がプラスチック製のベルトを原料

としたRPF燃料※を製造します。従来、当社独自の安全基準に

基づいた使用年数を過ぎたラッシングベルトは産業廃棄物とし

て処理されるか、中古品として売却されていました。今後は、

廃棄されるラッシングベルトからRPF燃料にリサイクルされるこ

とで、エネルギー資源として再利用されます。

当社が運航する自動車専用船隊全体では年間約20万本

のラッシングベルトが廃棄されており、すべてをリサイクルし

た場合、約20トンのRPF燃料に生まれ変わります。リサイク

ルがスタートした2024年4月には名古屋港で、自動車専用船

「SAGITTARIUS LEADER」から約2万7,000本の中古ラッシン

※ RPF燃料（Refuse derived paper and plastics densified Fuel）：主に産業系廃棄物のうち、
マテリアルリサイクルが困難な古紙や廃プラスチック類を主原料とした固形燃料。熱量が高
く、石炭やコークスなどの化石燃料の代替品として利用されます。RPF燃料は石炭に比べて
約33％のGHG排出量低減効果のある燃料ですが、加山興業（株）では燃料製造時に使用す
る電力をすべて再生可能エネルギー由来とすることで、さらなるGHG排出量削減に貢献して
います

グベルトを回収しました。

リサイクルスキーム

ラッシングベルトの
裁断・分別

郵船商事

リサイクルスキームの構築

ベルト部分の
収集・リサイクル

ラッシングベルトの
回収・運搬

日本郵船 加山興業

RPF燃料の製造

アズビル山武フレンドリー

自動車専用船で使用した車両固縛用ベルトの
リサイクルを開始

※1  蒸気タービン機関：燃料をボイラーで加熱し、生み出した高温高圧の水蒸気を羽根車へ
噴射し、回転エネルギーを生み出す外燃機関。信頼性が高く大型化に適し、初期のLNG運
搬船に多く採用されました

※2  2 元燃料ディーゼル機関：燃料を直接燃焼し、回転エネルギーを生み出す内燃機関。蒸気
タービンより熱効率が優れています。技術発達により大型化が進み、近年のLNG 運搬船に
多く採用されている。重油燃料と天然ガス燃料の2 種類を切り替えて使用できます

※3  モス型LNG タンク：球型構造のLNGタンク。厚く頑丈な作りで、日本建造のLNG船で多く
採用されました

※4 AiP （Approval in Principle）: 基本設計承認
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大気汚染防止

当社は、米国の船舶向け排気ガス処理事業会社STAX 

Engineering Pty Ltd.と、船舶からの排気ガスを回収・処理す

る技術の利用契約を締結しました。

本件は、カリフォルニア州大気資源局（CARB）が同州に寄港

する船舶に定める排気ガス規制の対象拡大に対応した取り組み

です。CARBの排気ガス規制では現在、カリフォルニア州に寄

港する外航コンテナ船・旅客船などを対象に、停泊中に排出す

る窒素酸化物（NOx）、二酸化炭素を含む反応性ガス（ROG）、

粒子状物質（PM）、ディーゼル微粒子（DPM）などの削減が義

務付けられています。2025年には自動車専用船やタンカーも

対象となることから対応が急務となっており、当社は本技術を

活用し当社運航の自動車専用船が停泊中に発する排気ガスを

2025年1月から回収・処理します。

詳細は以下をご覧ください

環境マネジメントP.029

当社グループは、「日本郵船グループ 環境ビジョン」におい

て特に対処すべき3つの環境課題の一つに「大気汚染防止」を

掲げています。

大気汚染防止を含む環境関連課題のガバナンス体制につい

ては「環境マネジメント」をご参照ください。

当社グループは、大気汚染物質の排出に関する国際的な規

制と各地域特有の規制に則り、船舶および航空機を運航してい

ます。

環境規制を満たした船舶の発注を前提に、運航にあたっては

規制に適合する油（低硫黄燃料油）の適切な使用を義務付ける

とともに、硫黄を含まないクリーンなLNG燃料を使用するなど

大気汚染物質の削減を着実に実行します。さらに、燃料油の

分析を継続的に行っていくことで、規制に適合した燃料油の使

用を確実に管理しています。

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

同技術による排気ガス回収・処理のイメージ

当社グループは、米国カリフォルニア州ロングビーチ港湾局

が実施する減速航海プログラム「グリーンフラッグ」にも参加

しています。このプログラムは船舶からの排気ガスを抑制する

目的で導入されたもので、各海運会社に沿岸40マイル以内の

海域において船速12ノット以下での航行を推奨しています。

当社は例年90%以上の高順守率を維持しており、グループ

会社のNYKバルク・プロジェクト（株）は、2023年7月に前年

の実績を称えられ優秀企業として表彰されました。

ESG Navigatorと減速航海プログラムに
貢献したオペレーター

NOx、SOxの排出量（船舶由来）

（t）
300,000

200,000

100,000

243,726

26,970

（年度）0 2021

229,722

25,216

2022

238,244

24,994

2023

■ NOx  ■ SOx

自動車専用船からの排気ガスを回収・処理

船舶の減速航海

関連データ
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グループ社員への啓発

当社がGHG削減目標として掲げる「2050年ネット・ゼロエ

ミッション」達成のためには、すべての社員の環境意識の向上

を図ることが重要です。当社グループの一人ひとりが環境課題

を自分ごととして捉え、積極的に行動する企業風土を醸成すべ

く、環境教育や啓発活動を繰り返し実施するとともに、グルー

プ各社・各部門の担当者がGHGデータの収集と集計に携わる

体制を構築し、運用しています。

環境負荷データの把握は、GHG排出量削減への第一歩です。

当社では、当社グループ全体の環境負荷を把握し各社での取

り組みを促すため、国内・海外の連結子会社を対象に、電気、

ガスや燃料などのエネルギー使用量や産業廃棄物などのGHG

排出量の収集および集計を行っています。

戦略とリスク管理

取り組み

GHG排出量集計のイメージ
国内外グループ会社のGHG排出量の把握

社員教育・環境eラーニング戦略とリスク管理

取り組み

国内外グループ会社のGHG排出量の把握

社員教育・環境eラーニング

日本郵船グループの
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グループ社員への啓発
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● 国内

2007年1月より国内主要連結グループ会社を対象にデータ

収集を開始しました。2024年3月時点では、220拠点において

35項目のデータ収集を行っています。

● 海外

2008年1月より海外主要連結グループ会社を対象にデータ

収集を開始しました。2024年3月時点では、342拠点において

国内と同じ35項目のデータを収集しています。

このネットワークはデータの可視化や収集だけでなく、各社

とのコミュニケーションツールにもなっています。2023年度か

らはさらに、本社内各グループにGHG集計担当者を配置し、

連結グループ会社と連携を取りながらScope1からScope３ま

でのGHGデータ収集と集計をより精緻に実施できる体制としま

した。

今後、継続的な分析を行うことでより効果的なGHG排出量

削減に向けて取り組んでいきます。

当社では毎年eラーニングによる環境教育を実施し、社員

の環境意識の維持・向上に努めています。2023年度の環境e

ラーニングでは、主として地球温暖化に対する世界の取り組み、

当社グループの脱炭素化への取り組み、国際海運で進む環境

規制の強化を教材に取り入れました。毎年11月から必須研修

として実施し、世界各国の当社グループ社員が受講しています。

また、当社グループ社員の脱炭素化意識の醸成と脱炭素活動

推進のため、脱炭素に関する勉強会も随時開催しています。

「環境 eラーニング」のスタート画面

日本郵船グループ

脱炭素グループ

本社内グループ 本社内グループ 本社内グループ

日本郵船株式会社

GHGデータの報告 集計・分析結果のフィードバック
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環境
ESGファイナンス

方針

戦略とリスク管理

取り組み

戦略

背景

環境認識

リスク管理

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

ESGファイナンス

当社は2018年に海運業界で世界初のグリーンボンドを発行

し、2021年には日本初のトランジションボンドを発行するなど

ESGファイナンスにおける先駆的な取り組みを行ってきました。

今後も事業におけるサステナビリティを資金調達の面から支え

るために、より一層ESGファイナンスの深度化を図るとともに、

ESG経営を土台とした成長戦略を幅広いステークホルダーの皆

さまに認知いただくことを目指します。

当社が2024年1月に発行した「グリーン／トランジションファ

イナンス・フレームワーク」※に沿った資金調達を実行し、船舶

の燃料転換や運航効率の改善などをファイナンス面から後押し

することで、脱炭素化を着実に推進します。

2050年ネット・ゼロエミッション達成の実現には、水素やア

ンモニアといった次世代燃料の実用化が不可欠です。当社では

「2050年に向けた船舶燃料転換シナリオ」に沿って、アンモ

ニア燃料タグボート（2024年竣工予定）やアンモニア燃料アン

モニア輸送船（2026年竣工目標）の開発を先導するなど、世界

に先駆けた船舶脱炭素化への取り組みを進めています。

一方、実効ある排出削減のためには、すでに脱炭素の水準

（グリーン）にある次世代燃料などへのプロジェクトに加えて、

省エネルギー・燃料転換やLNG燃料船といったトランジション

施策の取り組みも不可欠です。

グリーンファイナンス

•  グリーンファイナンスの調達資金は、グリーンプロジェクト※1

に充当 

（プロジェクトの例）アンモニア燃料アンモニア輸送船

トランジションファイナンス

•  トランジションファイナンスの調達資金は、トランジションプ

ロジェクト※2に充当 

（プロジェクトの例）LNG燃料船、LPG燃料船

方針

戦略とリスク管理

※ 当社は2024年1月に策定した「日本郵船株式会社 グリーン／トランジションファイナンス・
フレームワーク」に基づいて、ESGファイナンスを進めています。このフレームワークはDNV
ビジネス・アシュアランス・ジャパン（株）により、「グリーンボンド原則2021（ICMA）」、「グリー
ンローン原則2023（LMA他）」、「環境省グリーンボンドガイドライン2022年版」、「クライメー
ト・トランジション・ファイナンス・ハンドブック2023（ICMA）」および「金融庁・経済産業省・
環境省クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針（2021年5月版）」との
適合性に関するセカンド・パーティ・オピニオンを取得しています

※1 グリーンプロジェクト：明確な環境改善効果がある事業を指す
※2  トランジションプロジェクト：脱炭素化に向けた長期的な移行（トランジション）戦略に則っ
たプロジェクトを指す

※1 GX：グリーントランスフォーメーション
※2  浮体式等洋上風力を含む
※3  CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）：二酸化炭素（CO₂）回収・貯留

詳細は以下をご覧ください

脱炭素P.032

日本では2023年5月に、政府の脱炭素戦略を盛り込んだ「脱

炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（GX※1

推進法）」が成立しました。今後10年間で150兆円を超える官

民のGX投資を進めることで、2050年ネット・ゼロエミッショ

ンの実現と産業競争力強化・経済成長を同時に実現すること

を目指しています。

また、同年12月には、GX実現に向けた投資促進策を具体

化する「分野別投資戦略」が発表され、これに基づく投資促

進策の具体化や、GXリーグの稼働など、「成長志向型カーボ

ンプライシング構想」が進み、企業のGX投資の検討・実行

が着実に進展しています。当社グループの事業との関わりでは、

「船舶」「水素等」「次世代再エネ」※2「CCS」※3などが重点分野

に指定されています。

こうした環境下、グリーン／トランジションファイナンスなど

を活用することで、当社グループは、資金調達コストの低減を

図りつつ投資を加速することが可能となります。

戦略
背景

環境認識

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/envi/esg-�nance/

Link
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環境認識

リスク管理

方針

戦略とリスク管理

取り組み

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

脱炭素 海洋環境・生物多様性保全 サーキュラーエコノミー 大気汚染防止 グループ社員への啓発 ESGファイナンス環境マネジメント

ESGファイナンス

新たな産業・社会構造への転換を促し、持続可能な社会を

実現するための金融手法であるESGファイナンスは今後ますま

すの普及が見込まれる一方で、その一種であるグリーン／トラ

ンジションファイナンスなどが活用できない場合、調達計画に

基づく適正な規模の調達が困難になるリスクや、競合他社に比

して競争力に劣る条件での資金調達を余儀なくされるリスクが

生じる可能性があります。そのため当社は、ウェブサイトや統

合報告書（NYKレポート）などでさまざまなステークホルダーの

皆さまに対してサプライチェーンに広範に関わる国際海運業に

おける脱炭素化の重要性を積極的に発信し、ESGファイナンス

による資金調達を推進します。

これまでの実績については、当社ウェブサイト「ESGファイナ

ンス」をご参照ください。

取り組み

リスク管理

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/envi/esg-�nance/

Link
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人材
人権

ガバナンス

方針

体制

戦略とリスク管理

リスク評価

人権デュー・ディリジェンス

人権に関するステークホルダー・エンゲージメント

取り組み

外航海運業（船員）

自動車物流事業

船舶解体業（解体作業員）

人権に関する教育啓発

ステークホルダーエンゲージメント
プログラムへの参加

ビジネスと人権に関する国際会議への参加

外部有識者とのダイアログの実施

機関投資家とのエンゲージメントの実施

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人権

ガバナンス

当社グループは、グローバルに事業を展開する企業集団とし

て、自らの事業活動が直接的または間接的に人権への負の影

響を及ぼす可能性のあることを認識しています。

当社グループは、自らの事業活動から影響を受ける人々の人

権を侵害しないこと、自らの事業活動において人権への負の影

響を引き起こした場合、またはこれを助長した場合には是正に

向けた適切な対応をとることにより、人権尊重の責任を果たし

ます。

当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則

（UNGPs）」に基づく「日本郵船グループ人権方針」をすべて

の役員と従業員に適用するとともに、当社グループの事業、製

品、サービスに関係するすべての取引関係者などに対しても遵

守を働きかけています。

「日本郵船株式会社行動規準」に加え、「取引先に対する

CSRガイドライン」（2024年7月時点）にも人権と多様な文化の

尊重を定めることで、バリューチェーン全体での人権尊重実現

を目指します。

当社グループは、経営層のリーダーシップおよびコミットメ

ントの下、国連グローバル・コンパクト推進委員会やESG戦略

委員会での議論を通じ、社内関連部署が連携して人権尊重の

取り組みを推進しています。また、取り組みの各フェーズにお

いて客観性と正当性を担保するため、専門的知見を有する第

三者機関（経済人コー円卓会議日本委員会※）から定期的に助

言を受けています。さらに、有識者およびステークホルダーと

の対話を定期的に実施し、エンゲージメントの強化を図ってい

ます。

当社グループによる事業活動が人権に関する負の影響の原因

となった、あるいは助長したことが判明した場合にその是正を

可能とするために、当社グループが関わるバリューチェーンにお

ける人権デュー・ディリジェンスを実施しています。また、潜在

的な被害者に対する救済手段として、2024年度内の運用開始を

目標に、当社グループが関わるバリューチェーンにおける労働者

等を対象とした苦情処理メカニズムの整備を進めています。

※ 経済人コー円卓会議日本委員会（CRT日本委員会）： 
ビジネスを通じて社会をより自由かつ公正で透明なものとすることを目的としたグローバル
ネットワーク。ビジネスと人権の取り組み支援を行います

取締役会
議長：取締役会長

経営会議
議長：代表取締役社長・

社長執行役員

ESG経営グループ
責任者：ESG経営グループ長

国連グローバル・コンパクト
推進委員会

委員長：ESG経営グループ長
主管部署：ESG経営グループ
共管部署：人事グループ、
法務・フェアトレード
推進グループ

ESG戦略本部
責任者：副社長執行役員・

ESG戦略本部長

ESG戦略委員会
委員長：執行役員・
ESG戦略副本部長

人権推進体制図（2024年4月1日時点）

方針

体制

詳細は以下をご覧ください
日本郵船グループ人権方針

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy002.pdf
日本郵船株式会社行動規準

https://www.nyk.com/pro�le/mission/
取引先に対するCSRガイドライン

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy011.pdf

Link

ESG戦略委員会

人権への取り組みをはじめとする、ESG経営の全社的な方針を

討議するため、2023年4月よりESG経営推進委員会の後継とな

るESG戦略委員会を設置しており、2023年度は計9回開催しま

した。ESG戦略委員会は、ESG戦略担当役員であるESG戦略本

部副本部長を委員長に、各本部を代表する執行役員と外部有

識者で構成されています。
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人権デュー・ディリジェンス

外航海運業（船員）

自動車物流事業

船舶解体業（解体作業員）

人権に関する教育啓発

ステークホルダーエンゲージメント
プログラムへの参加

ビジネスと人権に関する国際会議への参加

外部有識者とのダイアログの実施

機関投資家とのエンゲージメントの実施

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

人権に関するステークホルダー・エンゲージメント

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人権

● 最近の取り組み

2022年度は、当社の人権に対する取り組みの報告や人権方針

策定を審議。具体的に実施した内容を共有した上で、今後も人

権に対する着実な取り組みを進めることを確認しました。また、

人権方針策定について経営会議および取締役会に提言。人権方

針実行の責任者について議論し、承認されました。

2023年度は、これまでの基本方針を維持、人権に対する取

り組みを継続しながら、2019年度が最後となっている「取引先

に対するCSRガイドライン」の改訂に向け、ESG戦略委員会に

て2度の議論を行いました。CRT日本委員会との定例ミーティン

グは隔週開催しており、2023年度は計24回開催しました。

● 内部通報窓口と苦情処理メカニズム

当社では、当社グループの全従業員が使用できる窓口とし

て「郵船しゃべり場」「ハラスメント方針・相談窓口」「内部通報

窓口」「育児休業・介護休業・両立支援相談窓口」「LGBT相談

窓口」の5つを設置し、権利侵害の可能性がある相談に迅速

に対応しています。また、海外グループ会社では、地域ごとに

リージョナルマネジメントオフィスが、外部業者により運営され

る多言語対応の内部通報窓口を設置しており、海外のグループ

会社の役職員などが利用することができます。さらに、相談受

付担当部署への直接相談や社外弁護士へ匿名で直接相談がで

きる体制を整備しています。これらを通じて、内部通報だけで

なく、職場で従業員が抱える人権や差別、ハラスメントに関わ

るあらゆる問題など、さまざまな通報・相談を希望に応じて記

名または匿名で受け付け、問題の早期発見、解決、是正を図っ

ています。2019年に設置された「LGBT相談窓口」に加えて、

2024年度からは外部機関によるLGBT相談窓口を併設し、より

心理的安全性を担保した上でLGBTの方や関係者が職場で働く

にあたっての悩みごとや困りごとを相談できる体制を整えてい

ます。

相談や苦情は提起された内容に関連する部署に通知され、

公正性をもって調査されるとともに、社内手続きに基づき是正

措置が講じられます。

これらの相談窓口については、社内ポータルサイトや研修を

通じて従業員に対して周知を図っています。人権週間には当社

掲示板での紹介も行っています。

また、相談に際しては、相談者およびその関係者の秘密を

厳守し、不正な目的による場合、または不適当な方法による場

合を除き、報告や相談をしたことにより会社から不利益な処遇

がなされないことを保証しています。さらに、相談者のプライ

バシーを保護し、適切な機密性を確保する前提で、当社グルー

プが関わるバリューチェーン上の労働者や地域社会などのス

テークホルダーからの通報を受け付けられるよう、2024年度

中の運用開始を目標に新たな窓口の整備を進めています。

国連グローバル・コンパクト推進委員会

当社および当社グループ会社における国連グローバル・コン

パクトの推進※とそれに基づく体制の整備を目的とし、約3カ

月に一度の頻度で開催しています。国内外を対象としたHR

サーベイや人権デュー・ディリジェンスのプロセスなどを通

じて、国連グローバル・コンパクトに反する恐れのある業務執

行および事実などについて調査、認定し、是正のために必要な

措置を協議の上、決定します。

※ 本委員会は、ESG経営グループ、人事グループおよび法務・フェアトレード推進グルー
プで構成され、「人権」および「労働基準」に関するGC原則1から6および「腐敗防止」
に関する原則10に対する取り組みを推進しています。なお、GCの「環境」分野への取
り組みは脱炭素グループが中心になって推進しています
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外部有識者とのダイアログの実施

機関投資家とのエンゲージメントの実施

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

人権に関するステークホルダー・エンゲージメント

日本郵船グループの
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人権

実施のプロセス
•  人権への負の影響の特定・評価にあたっては、まず、外部専門家によるデスクトップ調査に加え、国際機関や各種イニシアティブが発
行する資料などを活用して理解を進める。

•  社内リソース（社内管理職を集めたワークショップの実施など）を用いてどのような事業を通じて誰のどのような人権が侵害されうる

かを考察する。

•  ライツホルダー※への人権侵害の可能性が懸念される特定の事業のうち、当社の影響力が大きいことが想定される事業国を対象に、当

該ライツホルダーと利害関係のない第三者を通じてインタビューやアンケートを行い、実際の人権侵害の有無やその可能性を確認す

る。インタビューやアンケートの実施にあたっては、当該ライツホルダーを直接に管理するグループ会社あるいはサプライヤーに対し

て当社グループの人権方針を説明し、この実施に協力を得る。

•  確認した人権侵害の有無やその可能性を基に、必要に応じて対象国の法制度や社会状況を考慮しながら人権への負の影響の深刻さ（広

がりの規模、範囲および是正困難度）を評価し、当社グループにおける「顕著な人権課題」を特定する。なお、人権侵害の有無やその可能

性を確認する上で、当社やグループ会社あるいはサプライヤーに設置された苦情処理メカニズムで対応する案件の内容を参考にする

ことがある。

•  当社グループは、当該ライツホルダーを直接に管理するグループ会社あるいはサプライヤーに対して、特定された「顕著な人権課題」へ

の対応、つまり「人権への負の影響の防止・軽減」を求めると同時に、この実現に向けて当社の影響力を行使する可能性を検討する（こ

れには、関連する方針や契約条項の改訂などを含む）。

•  グループ会社あるいはサプライヤーにおける対応策の導入から一定期間経過後、当社グループは改善策が実際の改善につながってい

るか否かを確認する目的で、改めて、第三者によるインタビューあるいはアンケートを当該ライツホルダーに対して実施する。

•  当社グループは、人権デュー・ディリジェンスにおける複層的な関係者それぞれの人権デュー・ディリジェンスへの関わり方を明確にしつつ、

このように「特定・評価」「防止・軽減」「追跡評価」「情報開示」のサイクルを継続させることで、人権デュー・ディリジェンスの実効性の向上を図る。

※  ライツホルダー：権利（人権）の保有者という意味で、企業活動から影響を受ける可能性のあるグループやステークホルダーを指します

戦略とリスク管理

当社グループの事業活動において人権問題が発生した場合、

社会的信用やブランドイメージの低下により、当社グループの

事業活動に悪影響を及ぼす可能性があります。当社グループ

は人権侵害リスクを重要課題の一つに位置付け、リスクベー

ス・アプローチによる人権デュー・ディリジェンスを実施する

とともに、これに基づく顕著な人権課題の特定と対応を実施し

ています。

当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」

に詳述される手順に従い、人権デュー・ディリジェンスを行っ

ています。具体的には、当社グループの事業活動による実際の

または潜在的な人権に対する負の影響を特定・評価し、負の

影響を防止または軽減するために実態を把握した上で、適切

な手段を通じた是正を行います。その後、実効性の追跡評価

を行い、その進捗ならびに結果について外部に開示するととも

に、この内容について有識者のレビューを得るといったプロセ

スで取り組みを進めています。

リスク評価

人権デュー・ディリジェンス
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人権

人権テーマの特定

外部専門家によるアセスメント

実施目的 客観的データに基づき、 各事業展開図 ・ 地域を考慮し、
各事業に関連する人権リスクを評価

対象事業

対象国 ・ 地域 人権リスク指標

外航
海運業

（船籍）
アメリカ地域
南アジア・オセアニア地域
ヨーロッパ・アフリカ地域

2カ国
1カ国
1カ国

• 児童労働
• 適正賃金
• 適正な労働時間
• 職場における差別
•  結社と団体交渉の自由
• 移民労働者
• 現代奴隷

• 労働安全衛生
•  土地 ・ 財産 ・ 住宅の権利 
（コミュニティヘの影響）
• プライバシーの権利
• 救済へのアクセス
• 先住民の権利
• 治安部隊と人権

自動車
物流業

ヨーロッパ・アフリカ地域
南アジア・オセアニア地域
アメリカ地域
東アジア地域

24カ国
15カ国

6カ国
5カ国

船舶
解体業 南アジア ・ オセアニア地域 1カ国

人権DDワークショップ

実施目的 バリューチェーンの各フェーズにおける実務上で懸念される人権リスクを洗い出し、 
整理および分析を基に、 社内の視点を踏まえ、 実態に即して人権リスクを評価

実施日 2022年6月30日（木）

参加部署

• 技術本部（海務グループ、 工務グループ、 技術本部統轄グループ、環境グループ）
• 自動車輸送本部（自動車物流グループ）
• ライナー＆ロジスティクス事業統轄本部（港湾グループ）
• 経営企画本部（企画グループ）
• 総務本部（人事グループ、 法務・フェアトレー ド推進グループ）
• ESG経営推進グループ

計26名

参考資料
• 外部専門家によるアセスメント結果
•  2021年度ステークホルダーエンゲージメントプログラム運輸・物流業における重要な人権課題
•  IHRB「The Ship Lifecycle: Embedding Human Rights from Shipyard to Scrapyard」

人権課題の特定と対応

業種※ 造船業 港湾事業 自動車物流業 外航海運業 船舶解体業

ライツ
ホルダー 作業員 港湾労働者 作業員 船員 作業員

懸念される
人権課題

• 適正貸金
•  職場における 
差別

•  結社と団体交渉　
の自由

• 移民労働者
• 現代奴隷
• 労働安全衛生

• 適正な労働時間
•  職場における 
差別

• 移民労働者
• 労働安全衛生

• 適正賃金
• 適正な労働時間
• 現代奴隷
• 労働安全衛生

• 適正賃金
• 適正な労働時間
• 職場における差別
• 移民労働者
• 現代奴隷
• 労働安全衛生
• 土地・財産・住宅
　の権利
•  プライバシーの 
権利

• 救済へのアクセス

• 適正賃金
• 適正な労働時間
• 職場における差別
•  結社と団体交渉 
の自由

• 労働安全衛生
•  土地・財産・住宅　
の権利

• 救済へのアクセス

対象国／
実施時期／
実施手法

2024年度予定 2024年度予定
インド／

2022年度／
インタビュー

フィリピン／
2023-2024年度／
アンケート・
インタビュー

バングラデシュ／
2023年度／
インタビュー

顕著な
人権課題

• 適正賃金
• 現代奴隷
•  救済への 
アクセス

• 職場における差別
• 労働安全衛生
• 救済へのアクセス

• 現代奴隷
• 労働安全衛生
• 救済へのアクセス

※ 当社グループのバリューチェーンに沿って左から事業を示しています

上記により特定および評価した当社グループの顕著な人権テーマと、実施検討中あるいは対応中

の内容については、次ページの「取り組み」をご覧ください。
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人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人権

取り組み

当社グループでは、船員の基本的権利や船上における労働安

全衛生を定める国際条約MLC（Maritime Labour Convention, 

2006）の要件を確実に遵守できるよう、要件を組み込んだ安全

管理システム（SMS）による管理および当社独自のアセスメント

「安全基準NAV9000」による船舶管理会社とその管理船にお

けるMLC遵守状況の確認を行い、船員の権利保護に努めてい

ます。

また、船員と人権の関わりは、募集・採用から始まり、船上

勤務時、そして下船後まで続き、各フェーズにおいて取り組むべ

き課題があると認識しています。当社グループでは乗船前の倫

理的な募集・採用活動および乗船中の労働安全衛生、プライバ

シーの権利、結社と団体交渉の自由、適正な労働時間、救済へ

のアクセス、職場における差別について権利侵害を防ぐ取り組み

を行っています。下船後に関する取り組みとしては、エンゲージ

メントを通じた船員定着率の維持および金融サービスへのアクセ

シビリティ向上を図っています。

自動車物流事業では労働者は幅広い業務に携わります。委託

業者を通じて雇用する労働者が多く存在しており、顧客の事業

所内においてサービスを提供することもあります。当社グループ

では、委託業者における適切な雇用管理を促すとともに、委託

業者を通じて雇用する労働者が当社グループに対して直接に声

を上げる仕組みを整え、その実効性の向上に努めています。ま

た、必要に応じて顧客の理解や協力を得ながら状況改善を図り

つつ、顧客の「ビジネスと人権」活動にも資する取り組みの推

進につなげていきます。

船舶解撤には、高所での船体切断、廃船に残された水銀・

鉛・アスベスト（石綿）などの有害な化学物質や残留した重油の

取り扱い、切断したスクラップの運搬といった危険作業が伴い

ます。当社は、当社および当社グループ会社が所有する船舶の

解撤を実施する（間接）取引先における解撤作業員の死傷事故や

健康被害、また危険物質の海洋流出やこれによる周辺住民への

健康被害の発生などを防ぐべく、解撤ポリシーを設け、国際海

事機関（IMO）の「船舶の安全かつ環境的に健全なリサイクルの

ための香港条約」、欧州連合（EU）の「シップリサイクル規則」、

国際労働機関（ILO）の関連規定に則った責任あるシップリサイク

ルの推進に取り組んでいます。自動車物流事業における顕著な人権課題と取り組み（2024年3月時点）

ライツホルダー
（対応会社名） 顕著な人権課題 実施検討中あるいは対応中の内容

船員
（NYK India社）

適正賃金
委託業者を通じて雇用する全労働
者に対して、昇給制度などを含め
た給与規程について説明した。

現代奴隷

委託業者に対して、委託業者を通
じて雇用するすべての労働者との
間での、インド国内法で求められ
るアポイントメントレターと給与
明細書の提供に際し英語と労働者
自身が理解できる言語の両方で記
すことを要求した。

救済への
アクセス

労働者に対して提供する苦情処理
メカニズムである「Samvaad」にお
ける実効性と透明性を高める目的
で、メカニズムのフローを明確に
し、これを労働者に周知した。

詳細は以下をご覧ください

サーキュラーエコノミーP.060

外航海運業（船員）

自動車物流事業 船舶解体業（解体作業員）

詳細は以下をご覧ください
日本郵船グループ 船員の人権尊重

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/social007.pdf

Link

詳細は以下をご覧ください
日本郵船グループ 自動車物流事業における人権尊重

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/social008.pdf

Link
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人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人権

● 役員および従業員への教育啓発

当社グループは、人権尊重意識を浸透させ、当社グループ

の事業とサプライチェーンにおける人権リスクおよび当社グ

ループの人権に関する原則や関連規則を伝える目的で、グルー

プ会社を含むすべての役員および従業員を対象としたeラーニ

ングや新入社員研修、海外赴任者・新任チーム長・海外現地

法人新任社長向けの集合研修において人権研修を実施してい

ます。

当社グループは、人権研修（eラーニング）を毎年3カ国語（日

本語、英語、中国語）で実施しています。当社グループ事業が

人権に与えうる影響についての従業員の理解の深化を図るとと

もに、当社グループの人権尊重へのコミットメントを周知して

います。2023年度は、NYKグループ従業員計8,131名（受講率

95％）が受講しました。これによる、意識調査の結果は下記の

通りです。

● 取引関係者に対する取り組みの要請

当社グループは、サプライチェーン全体を通じて、国連「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」に則った人権尊重の取り組み

を実践していくために、サプライヤーに対して「取引先に対する

CSRガイドライン」（2024年7月時点）などの各種方針を共有し、

その主旨の理解と取り組みの推進を要請しています。

そのほか、当社では、毎年4月および10月に実施する新入

社員研修の場で、人権尊重の重要性および日々の業務で意識

すべき人権リスクについて説明しています。2023年度は、当社

グループの新入社員（新卒採用者およびキャリア採用者）94名

に対して、研修を実施しました。

さらに、海外赴任者、新任チーム長および海外現地法人新

任社長向けの集合研修の場で、人権尊重に対する取り組みの

実例を交えながらビジネスと人権に関する最新動向や国内外の

人権課題について説明しています。

加えて、社内の人権尊重の啓発を目的に、毎年12月の人権

週間には、社内掲示板を通して人権問題についての啓発を行っ

ています。2023年度は「発達障害」、「LGBT／SOGI」、「同和

問題」を主なテーマに啓発を行いました。

2023年度 人権に関する意識調査結果（対象8,131人）

ライツホルダー
（対応会社名） 顕著な人権課題 実施検討中あるいは対応中の内容

作業員
（PHP社）

現代奴隷

解撤作業に従事する労働者が、自
身の業務に関わるリスクの内容や
自身が有する権利の内容を業務に
入る前によく理解できるように、
既存の法定アポイントメントレ
ターの内容を充実させ、リスクや
権利の内容を記した雇用契約書を
すべての労働者と締結することと
した。

労働安全衛生と
エンプロイ
アビリティ、

救済へのアクセス

労働者の教育センター「Sromik 
Shikkha Kendro」を開設し、その運
営および管理を現地NGOに委託し
て、労働者に対する「読み書き」教
育の提供を開始した。

労働安全衛生

労働者に対して、より快適性能の
高いユニフォームや安全保護具の
提供を開始した。また、ヤード施設
に「冷水器」、作業場内に「休憩場所
（ベンチとパラソル）」および「寝具
を備えた休憩室」を設置した。

その他

宿舎棟の屋根に耐熱塗料を塗るな
ど宿舎棟の暑さ対策を実施し、そ
の快適性を高めた。また室内換気
のため、屋上にルーフタービン換
気扇を設置中。さらに、直射日光を
軽減するため従業員宿舎の前に約
40本の樹木の植林を実施した。
監督者や現場監督などの中堅労働
者向けに、バスルームとエアコン
が完備された新しい寮の建設を開
始した。

家族をもつ労働者に対する住居の
提供可能性について協議中。

船舶解体業における顕著な人権課題と取り組み（2024年3月時点）

NYKグループの人権に関する基本的な考え方を理解していますか？

はい
97.8%

いいえ
0.6%

わからない
1.6%

詳細は以下をご覧ください
日本郵船グループ 船舶解撤業における人権尊重

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/social009.pdf

Link

人権に関する教育啓発
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人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人権

当社は、2023年10月20日に開催された「2023 ビジネスと

人権に関する国際会議」にプレゼンターとして参加し、当社執

行役員（ESG戦略副本部長）が2022年4月より始動した「人権

プロジェクト」を紹介しました。当社グループ全体で国連「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」に基づく、また外部視点を

取り入れたマネジメント体制の基盤を整備している点を強調し、

当社における「ビジネスと人権」に関する取り組み、特に船舶

解撤業を対象とした人権デュー・ディリジェンスプロセスを通

じて見えた課題および労働者の状況改善に向けたサプライヤー

側による施策について説明しました。さらに海外から参加した

人権有識者・人権NGO／NPOや、多数の参加企業より共有

された「ビジネスと人権」に関する世界の最新動向と見解、他

社の人権デュー・ディリジェンスに関する取り組み事例からグ

ローバルトレンドおよびビジネスと人権の喫緊の課題を把握し

ました。

今後もステークホルダーとの対話を通して、当社の取り組む

べき人権課題を的確に把握していきます。

当社は、当社グループの人権への取り組みに対する評価と今

後の取り組みに対して示唆を得る目的で、外部有識者とダイア

ログを行っています。当社執行役員（ESG戦略副本部長）および

ESG経営グループ長などが参加し、いただいたご意見の内容を

参考に当社グループの取り組みを推進しています。

2023年10月19日には、海外の三つの団体より人権に関す

る有識者を招き、当社のビジネスと人権に関する取り組みを報

告するとともに、有識者よりご意見をいただきました。いただ

いたご意見の内容は以下の通りです。

有識者

• ショーン・クリストファー・リーズ氏（Sean Christopher Lees）：

国連開発計画（UNDP）Asia Pacific、アジア太平洋地域のビジネス・

人権スペシャリスト

• ジル・ファン・デ・ワル氏（Jill van de Walle）：World 

Benchmarking Alliance、リサーチアナリスト

• ラム・ガネーシュ・カマタム氏（Ram Ganesh Kamatham）：

Sustainable Shipping Initiative、プロジェクトマネージャー

人権に関するステークホルダー・エンゲージメント

当社は、2012年より継続して、CRT日本委員会が主催するス

テークホルダーエンゲージメントプログラム（人権デュー・ディリ

ジェンス・ワークショップ）に参加しています。

本プログラムでは、NGO／NPOおよび有識者から国内外で

注目される人権課題を中心とした幅広い提起を受け、参加企業

間で重要な人権課題および人権に配慮した事業活動の重要性

に向けた議論を行うとともに、業界ごとに重要な人権課題の特

定および整理をしています。

2023年度は6月1日～7月27日の間に全8回参加しました。

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」で求められている人

権デュー・ディリジェンスの実施において必要となる人権に関

する知識を得るとともに、同プログラムに参加した運輸・物流

企業各社と連携し、UNEP FI（国連環境計画・金融イニシアティ

ブ）策定の人権ガイダンスツールを参考に、業界ごとの重要な

人権課題を見直しました。これにより、運輸業界における人権

課題についての理解をさらに深めました。

ビジネスと人権に関する国際会議への参加

ステークホルダーエンゲージメントプログラムへの参加

外部有識者とのダイアログの実施

詳細は以下をご覧ください
CRT「ステークホルダー・エンゲージメントプログラム」

https://crt-japan.jp/portfolio/she-program/

Link

詳細は以下をご覧ください
CRT「ビジネスとヒューマンライツ（人権）に関する国際会議」

https://crt-japan.jp/human-rights/conference/

Link
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人権

2023年12月、当社はロンドンにおいて、CRT日本委員会の

仲介によりイギリス、フランスやスイスに拠点を置くESG投資を

推進する機関投資家４社と、対面あるいはオンライン形式でダ

イアログを実施し、当社執行役員（ESG戦略副本部長）が参加

しました。当社より機関投資家に対して、当社グループのESG

に関する取り組みの概要を説明した後、それぞれの機関投資

家が評価対象とする分野や内容についての質問に答えました。

エンゲージメントを通じて、機関投資家が期待する当社の姿勢

や取り組みに対して理解を深めることができました。

機関投資家からは、ESGの中でも“S”の人権面において、当

社グループが国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づ

き現場で働く労働者や船員といったライツホルダーとの直接の

エンゲージメントを進めていることに対して評価をいただきまし

た。また、船員の女性比率向上や女性船長育成の取り組みに

ついても強い関心を得ることができ、女性活躍推進に向けた取

り組みの重要性を改めて認識しました。当社の環境面での取り

組みは既知である様子でしたが、人権尊重の取り組みは新し

い情報として受け止められたようでした。今後は環境面と同様

に、人権尊重の面からも、海運業界の取り組みを牽引するよう

なリーディングカンパニーであって欲しいとの応援メッセージを

いただきました。

ご意見

•  情報開示の拡充が期待される。取り組みにおけるベースライン

を設定し、達成状況を開示するとよい。達成状況を個々の業績

評価の仕組みに組み込むと実効的である。

•  実際に現地に赴いて労働者の状況を把握する取り組みは、貴社

と労働者との信頼関係の構築に寄与する素晴らしいものと考え

る。インパクトアセスメントの実施にあたっては、現地のNGO

や市民社会ともエンゲージメントの場を持ち、労働者以外の幅

広いライツホルダーへの事業影響を探るとよい。

•  Just Transition（公正な移行）を実現すべく、新しい動きから取り

残される可能性のある人々に対して、新しい分野で働く機会を

提供する必要があるだろう。また船員には、次世代燃料を使用

する船舶の運航を支援するスキルのアップデートが求められる

だろう。

•  現場において人権課題への対処を進めるにあたっては、一般的

な「ビジネスと人権」研修にとどまらず、それぞれの事業と事業

立地国における人権状況に即した、より実践につながる人権研

修が提供されるとよい。貴社の人権対応が、グループ会社やサ

プライヤーにおいて「継続的なカイゼンプロセス」として捉えら

れるならば、グループ会社やサプライヤーにおける企業競争力

の強化にも寄与するだろう。

機関投資家とのエンゲージメントの実施

ロンドンでの機関投資家とのエンゲージメント
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人材 ～個と組織がともに成長するために～

ガバナンス 戦略とリスク管理

当社グループは140年近い歴史の中で、常に競争優位性を

求めて果敢に挑戦と創造を続けてきました。その「挑戦と創

造」のDNAは、2007年に策定したグループ・バリュー「誠意・

創意・熱意（3I's）」として明文化され（現在はバリューとして再

定義）、当社グループ全社員が企業理念の実現のために、共通

して持つべき価値観として共有されています。

また、当社グループの企業理念“Bringing value to life.”は、

三菱グループの創業者である岩崎彌太郎の想いを引き継ぎ「も

の運び・価値運びを通じて世界中の人々により豊かな生活をも

たらす」というグループの目的・存在意義を明示したもので、

現在までそのDNAが引き継がれています。

当社グループの社員や、運航船で働く船員は、互いに協

力しながら地球規模でビジネスを展開しています。中核事

業の深化と新規事業の進化を両輪とする中期経営計画 “Sail 

Green, Drive Transformations 2026 - A Passion for Planetary 

Wellbeing -”（基軸戦略）実現のため、支えの戦略として新たな

人材戦略（CX Story※）を策定しました。この戦略を軸にグルー

プ全社員の能力を挑戦に活かし、中期経営計画を実現していき

ます。

CXにおける長期ビジョンにおいて、“A Japanese Company 

Operating Globally”（海外で幅広く事業展開しているが、主

要な意思決定は日本でなされている組織）から“A Global 

長期ビジョンを目指す中で、中期経営計画の目標年である

2030年に向けての「日本郵船グループのありたい組織像」お

よびその実現に向けて「日本郵船グループに求められる力」を、

「CX 2030ビジョン」と定めました。理想とする組織像を実現するためにさまざまな施策を実施す

る前提として、Global HR※1や各地域でのRegional HR※2の体

制構築およびネットワークの強化を行っています。

Company Headquartered in Japan”（本社は日本にあるが、

多様なバックグラウンドを持った社員が意思決定に参画する組

織）へ変革することを目指しています。

※1  Global HR（Global Human Resources）：グローバルに事業展開する当社グループ全体を視野
に入れた人事組織

※2  Regional HR（Regional Human Resources Representative）：各地域統括会社の地域人事
担当

※CX Story： 中期経営計画におけるCXについて、その詳細を示したもの

CX Storyの全体像

経営戦略（ABCDE-X）

①日本郵船グループの
ありたい組織像

②日本郵船グループに
求められる力

CX 2030ビジョン

ビジョン実現に向けた戦略

Inclusionが進んだ一体感のある組織

③ガバナンスの強化

②組織の強化

Global HR体制の強化

グループミッションの浸透

エンゲージメント向上

①人材の強化

採用・育成の強化・
活躍機会拡大

人材の多様性確保

グループ会社経営の現地化推進

マネジメントスタンダード導入 Global 人材の育成

Global HR体制の強化

方針 CX 2030 vision

体制

GHR

情報共有・
施策連携

1.  Global HR戦略 
の強化

2.  各Regional HRの 
人材・組織戦略の 
強化

3.  適所適材の人材配置の活性化

Europe

South Asia East Asia

Americas
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人材 ～個と組織がともに成長するために～

● 人材の多様性確保に向けた方針

人材の多様性確保のため、下記の具体的施策を進めます。

● 国境を越えた活躍推進

多様な人材が活躍する環境を実現

多様なバックグラウンドを持つ社員が、グローバルなフィー

ルドで活躍できる職場環境の構築に引き続き取り組んでいます。

また、当社グループ全社員向けのeラーニングにおいて、ダイ

バーシティ＆インクルージョン推進に関する内容を盛り込み、

理解浸透を図っています。

取り組み

1.  グループ全体でダイバーシティ＆インクルージョンを進め

る上での当社のコミットメントとして、2024年度に「D&I 

Promise」を策定しました

2.  日本郵船も含めたグループ間で、人材交流を活発化させ、組

織内で人材の多様化を進めます

● 日本郵船グループに求められる力

中核事業の深化と新規事業の進化を両輪とする中期経営計

画を達成するため、グループ社員に求められる力として、以下

の5つを新たに定義し、育成を進めていきます。

① 変革を支える現場力

② 新しい発想・アプローチ

④ 強力に変革をリードできる力

⑤ 事業を構築・運営できる力

③ 戦略成長領域に関わるスキル・ 知見・経験

これからの日本郵船グループに
求められる５つの力経営戦略の方向性

新規事業中核事業
（コアコンピタンス）

新規の
市場・顧客

新しい技術・
サービス

新規

新規

● 日本郵船グループのありたい組織像

ありたい組織像として「35,000人のグループ全社員の能力を

挑戦に活かす日本郵船グループ」を目指します。

CX 2030ビジョンを実現するため、「人材の強化」「組織の強

化」を進め、その両輪を機能的に循環させる基盤となる「ガバ

ナンスの強化」も遂行します。

人材の強化

•  人材の多様性確保　

•  採用・育成の強化・活躍機会の拡大

組織の強化

•  Global HR体制の強化

•  グループミッションの浸透

•  エンゲージメント向上

ガバナンスの強化

•  グループ会社経営の現地化促進

•  マネジメントスタンダード導入

CX戦略の全体像

人材の強化

3.  性別や国籍に関わらず活躍できる環境を整えていきます。

一例として女性活躍の観点では、グループ全体で女性社員

比率や女性管理職比率を向上し、意思決定の多様化を図り

ます

4.  個人の努力が組織の中で活かされる風土の醸成・制度の改

善に引き続き取り組みます

日本郵船グループ地域別社員割合（連結）

日本
22.7%

中南米
4.3%

欧州
23.8%南アジア

35.0%

東アジア
7.8%

オセアニア
0.5%

北米
5.8%

（各社2023年度決算日時点）
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人材 ～個と組織がともに成長するために～

Global NYK Group Weekの実施

2002年より、当社グループの世界各拠点から選抜された管

理職を対象に年に一度、東京本社にて集合研修“Global NYK 

Group Week”を実施しています。

船員の多様化

幅広い事業をグローバルに展開するためには、優秀な船員

の確保・育成が必要です。当社グループの運航船に従事する

船員のうち、日本人は1割未満であり、船員の多国籍化が進ん

でいます。将来の幹部職員育成を目的に、2007年にフィリピ

ンに開設した商船大学NTMA※1卒業生はもちろんのこと、イ

ンドや東欧、アジア諸国の商船大学と提携し、各国商船大学

から選抜した学生を当社のキャデット訓練船※2を活用して育成

し、将来の幹部職員を養成しています。また、海技免状取得後

は、航海士や機関士として当社運航船に乗船し、近年は陸上

でも海技者として活躍の場を広げています。

※1  NTMA：NYK-TDG Maritime Academy
※2  キャデット訓練船：通常の商船に教育施設（20人のキャデット部屋、教室、インストラクター
用居室など）を増設した船舶

多国籍な船長 ·機関長の増加

当社グループは、質の高い船員の養成や、各国の雇用創出

に貢献することを目指しています。国籍を問わず、質の高い船

員育成を推進しており、優秀な船員のハイリスク船※への幹部

登用を促進してきた結果、フィリピン、インドネシア、ナイジェ

リア国籍の船長・機関長が誕生しています。

※ハイリスク船： タンカーやLNG船など、危険物を輸送する船の種類

2023年度開催実績

2023年は12月4日から8日までの5日間で開催し、

当社グループの世界各拠点から選抜された15人が参加

しました。参加者は外部講師によるリーダーシップ研修

の受講や、NYKデジタルアカデミーによるイノベーショ

ンの手法を学ぶグループワークを行いました。また、曽

我社長ら役員と、中期経営計画をテーマにグループディ

スカッションを実施し、経営計画に基づく行動指針を常

に念頭において業務遂行することの大切さを再確認しま

した。

● 性別を超えた活躍推進

誰もが活躍できる環境づくり

当社は人事グループに人事企画・D&Iチームを設置し、

35,000人のグループ全社員の能力を挑戦に活かすための環境

整備と職場風土醸成の促進のために、さまざまな施策を実施し

ています。

日本郵船グループ全体では、グループ全体でダイバーシティ

＆インクルージョンを進める上での当社のコミットメントとして、

2024年度に「D&I Promise」を策定しました。日本郵船単体で

は、2001年に「総合職・一般職」といった職種区分を廃止、

人事制度を一本化し、配偶者転勤休業制度なども導入するなど、

男女の区別なく活躍できる制度、環境づくりを進めてきました。

2020年10月には人事制度の一部見直しを行ない、出産や

育児、介護、健康面での不調などによるキャリアブレイクがあっ

ても、復職後のフェアな評価により、ブランク期間がハンディ

キャップとはならない仕組みに変更しました。

また、法定を超えた育児・介護休業制度、フレックスタイム

制度、短時間勤務制度やリモートワーク制度など、さまざまな

事情を抱える社員も仕事と生活とのバランスを取りながら業務

を遂行できる仕組みを整えています。さらに、育児や介護など

時間に制約のある部下を持つ管理職の意識改革を目的として

2016年よりイクボスセミナーを、2022年よりアンコンシャスバ

イアスセミナーを毎年開催し、上司の理解を深めるための両立

支援ガイドブックを作成するなど、誰もがライフイベントとキャ

リアを両立できる職場づくりに、当事者のみならず上司や同僚

を含めた会社全体の方向性として取り組んでいます。「次世代

本研修は、国や会社、部門の垣根を越えた人的ネットワーク

の構築や、日本郵船グループのMission、Vision、Valueの再認

識、当社社長や経営陣との直接対話などを通じて、事業運営へ

の参画意識やロイヤリティを高めることを目的としています。
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育成支援対策推進法」に基づく行動計画（計画期間：2021年

4月1日～2026年3月31日）においては、性別問わずキャリア

支援や両立支援を行う行動計画を作成しています。

 育児と仕事の両立

出産や育児などの休職の際には、制度説明、休職前面談、

復職前面談、復職前座談会などを行うことにより、不安を取

り除き高い意欲で復職できる環境づくりを目指しており、育児

休業取得後の復帰率は男女ともにほぼ100％を維持していま

す。さらに復職後は、社内メンター制度を活用し、日々の不

安や両立のアドバイスについて身近な社員に相談できる場を

提供するほか、休業による業務上の経験不足や仕事と育児の

両立でキャリアに対するモチベーションを維持することが難し

い場合などに、自己成長を促すための社外研修や異業種交流

の機会の提供にも取り組んでいます。

また、土日祝日を含む14日間を有給とする当社独自の出生

時育休制度（男性社員対象）の導入やベビーシッターの利用費

補助、企業主導型保育園との契約などの制度整備、イクパパ

セミナーの開催などにより、育児・家事と仕事の両立は特定の

性別に限った話ではないという意識や職場風土の醸成を継続し

ています。社内に両立支援に関する相談窓口を設置し、ソフト

面のサポートを強化することで、社員のさらなる活躍につなが

ると考えています。

女性管理職比率

過去の採用傾向や業界の特性による女性社員の比率低下と

いう現状に目を向けると、掲げた目標の達成は容易ではないこ

とを認識しています。しかしながら、当社としての方針を明確

にし、目標の実現に少しでも近づくためにさまざまな施策に取

り組んでいきます。

非財務指標KPIとして女性管理職比率を2030年に30％とす

ることを目標に掲げ、その実現のため、「女性の職業生活にお

育児休業取得者数と取得率

女性活躍推進法に基づく現行動計画（第2次行動計画）の進

捗を図る指標の一つとして、育児休業取得者数、取得率、復

職後の定着率の推移に注目しています。育児休業後の定着率

は性別にかかわらず100%で推移しています。

 男女の育児休業取得者数と制度取得率の推移（単体）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

男性育児休業
取得者数（人） 23 22 37 52 50

女性育児休業
取得者数（人） 12 7 16 12 7

男性の制度
取得率（%） 41.1 37.3 60.7 72.2 73.5

女性の制度
取得率（%） 100.0 100.0 91.0 100.0 100.0

女性管理職比率（単体、陸上職（海技者を除く））

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

女性管理職
比率（％） 14.5 14.7 14.0 13.7 13.6

女性船員の活躍

当社は他の外航邦船社に先駆けて2004年に初の女性海技者

を採用し、2024年4月1日現在25名の女性海技者が、海上・

陸上を問わず全世界で活躍しています。2017年4月には、当

社の歴史の中で初めての女性船長が誕生しました。

ける活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）に向けた行動

計画を策定しています。現行動計画（第2次行動計画。期間：

2021年4月1日～2026年3月31日）では、ダイバーシティ＆イ

ンクルージョンの実現に向けて多様な人材が活躍できる環境の

整備と職場風土の醸成の推進に注力しています。

また、国内外での事業展開を主導できる人材を性別に関係な

く育成、登用しています。その一環として、第1次行動計画で策

定した、女性の海外勤務経験者を増やす施策も引き続き実行し

ていきます。当社社員のキャリアアップにおいて海外勤務経験は

重要な要素であり、第2次行動計画の施策と合わせて実行する

ことで、自己成長を実現する助けとなり、将来管理職として活

躍する際にも活きる経験の一つになると考えています。

女性管理職比率（単体、陸上職（海技者を除く））は2013年

度以降10％を超えて推移しており、2024年3月31日時点では

13.6％となっています。

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/social013.pdf

Link

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/social014.pdf

Link
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また、2024年4月に当社執行役員（ESG戦略副本部長）が（一

社）work with Pride企業経営者におけるアライ※ネットワークと

して立ち上げられた「Pride1000」へ賛同人として加入しました。

Pride1000は、企業経営者におけるアライの輪を広げ、社会に

ポジティブなメッセージを発信することを目的としています。

※アライ（ALLY）：LGBTやSOGIを理解し、支援する人

LGBT／SOGI※

当社では毎年外部講師を招き新入社員向けにLGBTをテーマ

の一つとした「ダイバーシティ＆インクルージョン研修」を実

施、2023年度は当社人事管掌・担当役員および人事関係者向

けにLGBT研修を実施しました。LGBT／SOGIの基礎知識の習

得、当事者体験談やグループワークを通じ、従業員一人ひとり

が意見交換を通じて互いの価値観を共有し、新たな気付きを

得るなど多様性と受容の重要性を改めて認識する貴重な機会と

なっています。

その他、グループ会社を含む全社員へのeラーニングを通じた

啓発活動や、LGBT相談窓口の設置、グループ従業員を対象とし

た無記名アンケート調査、LGBT有識者を招いての講演会などを

行い、LGBT／SOGIへの理解促進を図っています。

LGBT当事者団体（株）JobRainbowによる研修風景 VR体験の様子

※SOGI （Sexual Orientation and Gender Identity）：性的指向・性自認

当社執行役員の「Pride1000」メッセージ

「東京レインボープライド2024」パレードの様子

当社はダイバーシティ＆インクルージョンの一層の推進を目指

し、2023年度から（株）JobRainbowが主催する「レインボーコ

ミュニケーションバッジ（RCB）プロジェクト」に賛同しています。

このプロジェクトは、差別や偏見のない、多様性を認め合

う社会を目指し、JobRainbow社が販売するレインボーバッジ

を賛同企業が購入、社員が着用することで、多様なお客さま・

取引先、また従業員同士が安心できるコミュニケーションの意

識付けや実現を目的としています。

● 採用・育成の強化

両利きの経営実現のためには、従来の枠組みを超えた価値

創出が必要です。そのため、均質的な人材育成から、それぞ

れに特徴のある職務遂行スキルを軸として持つ「軸のあるジェ

ネラリスト」を育成する方向へと大きく舵を切ります。これによ

り、人材を強化し、企業の成長を加速させます。具体的な方

針は次の通りです。

1.  海技者が船上にとどまらず陸上でも活躍する領域を拡大す

るなど、職種を超えて人材を登用し、人材の持つポテンシャ

ルを最大限引き出します

2.  グループ内公募を拡大し、挑戦する機会を拡充することで

自律的なキャリア形成を推進します

3.  グループ経営を担う次世代リーダーを戦略的に育成します

4.  事業や地域に精通した海外人材を登用することでグループ

会社経営の現地化を推進し、多様な視点を組み入れた意思

決定を実現します

〈採用〉

新卒採用 ·キャリア採用

戦略分野への要員の重点配置やコーポレート機能の強化な
どに対応するため、新卒採用だけでなく、さまざまなバックグ
ラウンドを持つ方のキャリア採用を推進し、多様性の高い組織

を目指しています。

SUSTAINABILITY REPORT 2024 081



人材
人材 ～個と組織がともに成長するために～

方針

体制

CX 2030 vision

CX戦略の全体像

人材の強化

組織の強化

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

関連データ

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人材 ～個と組織がともに成長するために～

再雇用制度

2006年4月より、NCC（NYK Career Club）制度の運用を開

始しました。NCC制度は高齢者雇用安定法に対応したもので、

60歳定年後、65歳まで再雇用する制度です。

〈育成の強化〉

-全社員に向けて

NYKビジネスカレッジ

当社は次の時代を担う人材の育成を目指し、研修プログラム

の充実を図っています。

次世代を担う人材が視野を広げ、リーダーシップ、マネジメ

ント力、新しい発想やアプローチを獲得する力を強化・伸長さ
せることを目的とした「NYKエッセンシャル研修」、日本郵船グ

ループ社員の総合力強化を目指す研修体系「NYKビジネスカ

レッジ」のほか、座学と演習を組み合わせグループを牽引する

ビジネスリーダーの育成を目指す中長期プログラムなど60種

類以上を実施しています。これらの研修に、2023年度は延べ

2,278名のグループ社員が参加しました。

また、Off-JTの機会として各種異業種交流のプログラムも用

意しています。

Off-JT・研修の主なプログラム

•新任グループ長研修
• キャリア・ブラッシュ
アップ研修

NYKエッセンシャル研修

•キャリアデザイン研修
•マネジメント強化研修
•新任チーム長研修

•新入社員研修
•２年目研修
•NYK  TECHセミナー
• リーダーシップ · 
思考力強化研修

•メンター（傾聴力強化）研修

一般ビジネススキル系 海運知識系 中長期プログラム

NYKビジネスカレッジ

法務系

経理
財務
投融資系

コミュニケーション
マネジメント 系

など

船舶運航管理研修

海事法務研修

など

デジタルアカデミー

LEAP※

NYKデジタルアカデミー

「NYKデジタルアカデミー」は、不確実性が高まる事業環境

下にあっても主体性をもって革新・改革に取り組み、新たな市

場と顧客を創造できるビジネスリーダーの育成を目的とした社

内教育機関です。当社グループの人材育成の重要な施策の一

つとして2019年に創設され、2023年度までの修了生は累計75

名となりました。

現在、1期あたり約９カ月間のカリキュラムが組まれ、その

成果として一部はすでに事業化に向けて動き出しています。デ

ジタルアカデミーで生まれた新規事業アイデアのうち、社外

パートナーとともに事業化検討に進む割合は累計45％に上り、

宇宙事業や、水産資源の可視化など、実装に向けて始動して

いる事例もあります 。

また国内外の大学・企業との社外連携も強化しており、60

企業、16大学、2,217名（2024年6月30日時点）に講義・研

修を提供してきました。

プログラムの構成と実績
基礎学科（実践的なビジネススキル・一般教養）、短期

集中演習（国外大学と連携、市場調査／事業計画の立て
方を学ぶ）と演習（当社グループの経営資源を活かした業
務改革や市場創造に挑戦）の3部構成で運営しています。
講師としては、国内外で事業開発を行った経験を持つ社員
や、著名な大学教授・学識経験者を迎えています。

プログラム設計
修了生累計75名

新たな価値創造提案
他企業・研究機関などとの連携演習

海外大学などと協業した
デザイン思考演習

短期集中
演習

リベラルアーツ × ビジネススキル
（数理科学、経営戦略論、データサイエンス、
思想・哲学、会計と財務 など）

基礎
学科

14 2023年度

2022年度
（上期）

2021年度

2020年度

2019年度
（下期）

10

12

12

12

9

6

※ LEAP（Learning Empowerment Action Program)： 
日本郵船およびグループ会社の経営を担うことができる人材を育成する、約10カ月の研修。
2024年度より開始
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累計受講者数と対象者

受講者数 延べ75名（内グループ会社からの受講生19名）（2019年度
下期～2023年度）

対象者
若手管理職社員～部長級社員
職種（陸上職事務系・技術系、海上職）、所属会社・部署、性
別など多様なバックグラウンドを持つグループ社員

講義風景 シンガポールでの短期集中演習

運航マイスター制度

当社は、安全運航の徹底と運航効率・採算の向上を図れる

運航担当の育成を目指し、社内資格「運航マイスター制度」

を運営しています。運航担当者は、日々の業務内での研鑽に加

えて一定の研修を履修し認定試験に合格することで、運航マイ

スター資格を得られます。海外グループ会社からも受験が可能

で、グループ一体となり運航品質の向上に取り組んでいます。

-海技者に向けて

フィリピンの自営商船大学NTMA

当社は、フィリピンを主要船員輩出国の一つと位置付け、商

船大学「NYK-TDG Maritime Academy（NTMA）」※での教育を

通じてフィリピン人幹部職員の確保とその質の維持・向上に努

めています。2011年9月卒業の第1期生から第13期生までの

累計卒業者数は1,551人に達し、卒業生の多くが当社グループ

運航船で航海士または機関士として活躍しています。また、卒

業生の多くが安全運航の一翼を担う重要な陸上ポジションで活

躍しており、その活躍の場が、日本、シンガポール、豪州など、

当社の重要拠点に広がっています。

※ フィリピンにおけるビジネスパートナーであるTransnational Diversified Group（TDG社）と
共同で、2007年、マニラ近郊カンルーバン市に設立・開校。TDG社は1976年に設立された船
舶代理店業や船員配乗・育成事業、物流事業を行う企業グループ。当社とは設立当時から協
力関係にあります

NTMA卒業式写真

NYKマリタイムカレッジ

「NYKマリタイムカレッジ」は、2006年に本格始動した当社

グループ独自の船員教育プログラムです。船員の多国籍化が進

む当社グループでは、すべての船員を独自の統一した基準で育

成するために、三等航海士、三等機関士から船長、機関長に

至るまで、それぞれの職位で要求される知識・技術の要件を

明確化し、「NYK Requirements」に定めています。その上で、

船員の国籍や研修受講地にかかわらず、全世界で均一な水準

のプログラムを通じて効果的に技能向上を図るために整えたの

が本プログラムです。より高いレベルでの安全運航と環境保全

を達成するためには、船舶といったハードの改善やシステムの

強化だけでなく、それを動かす「ヒト（船員）」の育成が不可欠

であるとの考えの下、国境を越えたカレッジとして運営してい

ます。

日本人海上職社員自社養成コース

海運業を中心として海・陸・空におけるさまざまな輸送ネット

ワークをグローバルに事業展開する当社グループにおいて、多

様な人材を確保・育成していく必要性は一段と高まっています。

従来、海上職社員には専門的な教育を受けたライセンス取

得予定者のみを採用していましたが、2006年度から日本の船

会社で初めて、一般の四年制大学卒業生を採用し、海上職社

員の自社養成を開始しました。

自社養成コース採用者は、入社後2年間、教育および乗船

訓練を受け、ライセンスを取得します。その後、当社運航船に

おいて航海士・機関士として乗船経験を積み、船長や機関長

eラーニングプログラム

当社は、国内外のグループ会社向けに、日本郵船グループ

の一員として理解しておくべきコンプライアンスなどの知識やグ

ループの取り組みについての知識の共有を目的とした、eラー

ニングプログラムを設けています。

2023年度はESG経営、環境、行動規準などをテーマとした

プログラムを実施し、約8,000人が参加しました。全世界のグ

ループメンバーが同じプログラムを通じて学ぶことでグループと

しての一体感を醸成するとともに、コンプライアンス意識の醸

成やサステナビリティに関する最新の知識を獲得した社員を増

やすことを目指しています。
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● 活躍機会の拡大

グローバルチャレンジプログラム、配属先アピール制度

当社は、若手社員を海外で難易度の高いポジションに短期

的に配置する「グローバルチャレンジプログラム」を設け、個々

の自律的キャリア推進を後押ししています。本プログラムは、

日本郵船社内で運用を行っている配属先アピール制度（本人の

異動希望を直接希望配属先に伝え、異動を実現していく制度）

と並行して実施するもので、グループ社員の挑戦機会の拡大や

エンゲージメント向上を企図しています。

2023年度よりプログラムの運用を開始し、2024年8月時点

で累計4件実施しています。2023年度は日本郵船社員を対象

に実施してきましたが、2024年度以降は海外人材の日本本社

ポジションの公募も開始しました。今後はGlobal HR体制を活

用し、海外グループ会社間での異動も公募する予定です。

を目指すことになります。

現在、養成期間を経てライセンスを取得した人員は140名

（2024年4月時点）を超え、世界中の船上の現場で活躍して

います。当社は、今後も継続して船員教育機関および自社養成

コースの採用に取り組んでいきます。

乗船経験に基づく現場力とリーダーシップを兼ね備えた人材

当社グループは、海陸一体の組織を目指し、乗船経験に基

づく現場力とリーダーシップを兼ね備えた海技者の育成を進め

ています。多国籍な海技者が陸上勤務の経験を通じてその知

見を活かすと同時に、陸上職の業務も学ぶ中で人のネットワー

クや多様性を活かす仕組みを構築し、海上勤務に特化して勤

務をする海技者は、その専門性を活かして安全・効率運航に

貢献しています。

日本人海技者の陸上勤務割合の推移（単体）
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● グループミッションの浸透

当社グループは、創業からの歴史に紐づいたミッションや、

バリューの浸透、社員エンゲージメントの向上を図ることで、

中期経営計画のビジョン実現の土台づくりを推進しています。

具体的には、約140年の歴史に紐づいたミッションムービーを

組織の強化

作成し、グループ内外への浸透

を図るとともに、ミッションの

自分ごと化を促すためのワーク

ショップをグループ内で開催して

います。

● エンゲージメント向上

2022年に日本郵船グループ社員・役員を対象にエンゲージ

メントサーベイを実施しました。エンゲージメントサーベイの

結果を分析し、各組織においてアクションプランを策定、実行

に移しています。今後もエンゲージメントサーベイを定期的に

実施し、PDCAを継続することで組織改善を図ります。

また、従業員から会社・組織に対する意見を収集する機会

を年に一度設け、社員の要望、考えをより良い組織運営に反

映するためのコミュニケーションも大切にしていきます。

グループミッションの浸透

グローバル・エンゲージメントサーベイ

自分ごと化の推進グループミッションの共有・理解の促進

◦ タウンミーティング等で経営層がグループ
ミッションを説明

◦ 日本郵船グループの創業から現在に至るまで
の挑戦の歴史や、ミッション誕生の紹介動画
を作成・配付

◦ グループミッションに関するeラーニングを 
グループ全体で実施

◦ エンゲージメントサーベイの結
果から現状を認識。経営層と社
員で課題の明確化、改善策の議
論・実施に取り組み、組織を活性
化するサイクルを構築

◦ 各社員が個人のミッション
を考える機会を創出

1. 調査

2. 分析·
活性化検討

2～3年
1サイクル

3. 組織活性化策
実行
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関連データ

日本郵船グループ（日本郵船含む連結ベース）

※1 連結会社社員数（長期雇用社員、有期雇用社員6カ月以上）
※2 現地採用の海外人材。本社および他組織からの出向者除く
※3 マネージャー以上の海外人材。本社および他組織からの出向者含む

社員の状況※1

2021年度 2022年度 2023年度

社員数合計（人）（a） 35,165 35,502 35,243

地域別社員数（人） 日本 7,837 7,900 8,006

欧州 8,640 8,544 8,398

南アジア 12,446 12,322 12,329

北米 2,075 2,236 2,057

東アジア 2,888 2,875 2,750

オセアニア 185 189 187

中南米 1,094 1,436 1,516

地域別役員登用人数（人）※2

日本
男性 174 180 173

女性 6 7 8

欧州
男性 86 75 104

女性 15 7 14

南アジア
男性 100 116 129

女性 18 23 16

北米
男性 23 26 12

女性 4 4 2

東アジア
男性 28 22 29

女性 1 1 4

オセアニア
男性 5 5 5

女性 0 0 0

中南米
男性 12 9 15

女性 3 4 5

各社決算日時点

2021年度 2022年度 2023年度

地域別役職者男女比率（％）※3

日本
男性 91.1 90.1 90.0

女性 8.9 9.9 10.0

欧州
男性 71.0 68.0 64.5

女性 29.0 32.0 35.5

南アジア
男性 59.5 64.0 62.8

女性 40.5 36.0 37.2

北米
男性 66.4 67.4 67.3

女性 33.6 32.6 32.7

東アジア
男性 65.1 63.9 61.4

女性 34.9 36.1 38.6

オセアニア
男性 86.7 82.4 79.4

女性 13.3 17.6 20.6

中南米
男性 72.5 71.9 75.0

女性 27.5 28.1 25.0

男女別社員数（人） 男性 22,438 22,372 22,286

女性 12,727 13,130 12,957

新規雇用人数（人） 合計 6,260 6,579 4,730

男性 3,679 4,116 2,938

女性 2,581 2,463 1,792

自己都合離職率（%） 14.8 14.1 11.7
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※1 2022年度より集計基準を変更。併せて2021年度の数値を修正しています
※2 マネージャー以上

2021年度 2022年度 2023年度

外国人船員数（人）※1 （b） 10,788 10,622 11,190

女性社員比率（%） 37.0 37.9 37.7

女性管理職比率（%）※2 25.9 25.2 26.2

社員の多様性

2021年度 2022年度 2023年度

合計（人）（a+b） 45,953 46,124 46,433

グループ社員数（外国人船員含む）
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2021年度 2022年度 2023年度

社員数合計（人） 1,800 1,852 1,863

男女別社員数（人）
男性 1,479 1,523 1,525

女性 321 329 338

雇用形態別社員数
〈長期〉（人）

陸上職（海技者以外）
男性 766 791 797

女性 246 242 249

海技者
男性 577 586 588

女性 19 21 22

雇用形態別社員数
〈有期〉（人）

陸上職
男性 127 139 132

女性 51 60 60

海上職
男性 6 4 4

女性 0 0 0

雇用形態別社員数
〈無期〉（人）※1

陸上職
男性 3 3 4

女性 5 6 7

海上職
男性 0 0 0

女性 0 0 0

職種別社員数（人）
〈長期＋有期＋無期〉

陸上職（海技者以外） 1,198 1,241 1,249

海技者 602 611 614

平均年齢（歳）※2
陸上職（海技者以外） 41.2 41.0 40.6

海技者 38.8 39.2 39.4

社員の状況

2021年度 2022年度 2023年度

年齢層別社員数（人）※2

陸上職（海技者以外）

30歳未満 195 189 190

30歳以上
50歳未満 509 546 587

50歳以上 308 298 269

海技者

30歳未満 139 143 147

30歳以上
50歳未満 335 335 330

50歳以上 122 129 133

新規雇用人数（人）※3 合計 66 87 89

新卒採用人数（人）

合計 54 56 62

陸上職（海技者以外）
男性 19 22 20

女性 10 7 16

海技者
男性 22 24 24

女性 3 3 2

キャリア採用人数（人）

合計 12 31 27

男性 11 25 21

女性 1 6 6

キャリア採用比率（％）※4 18.2 35.6 30.3

入社3年以内での
離職率（％）※5

陸上職（海技者以外） 0.9 0.0 0.6

海技者 1.4 6.7 6.3

自己都合離職率（％）※6 1.6 2.1 1.4

全体の離職率（％）※7 3.9 4.5 3.3

日本郵船単体

※1 無期転換社員：期間の定めのない雇用契約に転換した社員
※2 有期社員、無期転換社員を除く
※3 新卒・キャリア採用
※4 2023年度より表示基準を変更。合わせて2021年度～2022年度の数値を修正しています
※5 算定方法：過去3年の新卒・キャリア採用者のうち当年度の退職者（人）／過去3年の新卒・キャリア採用者（人）
※6 算定方法：各年度の依願退職者（人）／各年度末の長期社員総数（人）
※7 算定方法：各年度の退職者（人）／各年度末の長期社員総数（人）
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※1 算定方法：女性管理職(人)／全管理職(人)
※2 2021年度～2022年度は監査役も含む
※3  日本人社員（海上職）は船長を除いて全日本海員組合に加入しています。同組合は、日本の海事関連産業で働く人たちで結成される日本で唯一の
産業別労働組合です

※4 （女性労働者の平均年間賃金）／（男性労働者の平均年間賃金）×100
（注） 人種または民族に関するデータの収集が法的に禁止または制限されている国もあるため、当社では、自社事業に従事する全労働者のカテゴリ―

別の人種または民族別の割合に関する情報を収集・開示していません

2021年度 2022年度 2023年度

女性社員比率（%） 陸上職（海技者以外） 24.3 23.4 23.8

海技者 3.2 3.5 3.6

女性採用比率（%） 陸上職（海技者以外） 26.8 21.7 34.9

海技者 12.0 11.1 7.7

女性管理職比率（%）※1 陸上職（海技者以外） 14.0 13.7 13.6

海技者 0.4 0.4 0.4

女性役員比率（%） 取締役※2 25.0 25.0 25.0

執行役員以上 11.1 13.5 13.5

障がい者雇用率（%） 1.9 2.0 2.1

労働組合加入率（%）※3 陸上職（海技者含む） 83.9 84.4 87.8

海上職（船長除く） 100.0 100.0 100.0

団体交渉権保有率（％） 100.0 100.0 100.0

労働者の男女の賃金差異（％）※4 - 81.8 77.3

社員の多様性

2021年度 2022年度 2023年度

有給休暇平均取得日数（日）※1 17.4 18.8 18.8

有給休暇平均取得率（%） 61.3 67.1 67.0

産前産後休暇取得者数（人）※2 20 15 8

産前産後休暇取得者率（%） 100.0 100.0 100.0

育児休業制度利用者数（人） 合計 53 64 57

男性 37 52 50

女性 16 12 7

育児休業制度利用者率（%） 合計 68.8 76.2 76.0

男性 60.7 72.2 73.5

女性 100.0 100.0 100.0

育児休業制度利用後の復職率（%） 91.0
（退職者1名） 100.0 100.0

育児休業制度利用後の定着率（%） 100.0 100.0 100.0

育児短時間勤務制度利用者数（人） 合計 8 4 6

男性 0 0 0

女性 8 4 6

ワーキングマザー（人）※3 87 75 71

介護休業制度利用者数（人）※2 合計 1 0 0

男性 1 0 0

女性 0 0 0

介護休業制度利用後の復職率（％） 100.0 該当なし 該当なし

介護休業制度利用後の定着率（％） 100.0 該当なし 該当なし

支援体制

※1 海上職、出向者除く／夏季・冬季特別休暇を含む
※2 退職者を除く延べ利用者数
※3 義務教育までの子供を持つ母親／休業中を除く
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人材 ～個と組織がともに成長するために～

方針

体制

CX 2030 vision

CX戦略の全体像

人材の強化

組織の強化

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

関連データ

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

人材 ～個と組織がともに成長するために～

※1 社外研修除く
※2 社内・社外研修対象

2021年度 2022年度 2023年度

平均研修参加時間
（時間）

全平均 61.5 60.2 77.6

陸上職（海技者含む）※1 16.9 18.1 26.5

海上職 230.5 226.7 290.7

平均教育・研修費用
（円）

全平均 228,750 235,398 342,888

陸上職（海技者含む）※2 113,006 122,497 164,255

海上職 667,968 682,969 1,088,656

教育
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健康経営・労働安全衛生

ガバナンス

方針

体制

戦略とリスク管理

健康経営

労働安全衛生

目標と進捗

健康経営

労働安全衛生

取り組み

フィジカルヘルスケア

メンタルヘルスケア

関連データ

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

健康経営・労働安全衛生

ガバナンス

社員の安全と健康は日本郵船グループの事業活動の基盤であ

り、経営における最優先事項の一つです。安全かつ衛生的な職

場環境を保持すること、そして社員の心と身体の健康を保持し

増進することを「日本郵船株式会社 行動規準」に定め、複数

の言語にて全世界に展開し、その徹底を図っています。

また、安全かつ衛生的な職場環境の保持については「取引先

に対するCSRガイドライン」（2024年8月時点）にも定め、取引

先の皆さまへのご理解とご協力をお願いしています。

● 健康経営

社員が生き生きと働き、それぞれの力を最大限に発揮できるよ

う、2015年4月より健康経営の強化に取り組んでいます。

社長を最高責任者とし、管掌役員、担当役員、人事グループ

長、NYKグループ健康管理センター（社内診療所）と日本郵船健

康保険組合が一体となって健康経営を推進しています。

日本郵船労働組合
人事グループ

総務グループ

ESG経営グループ
（サステナビリティ
イニシアティブチーム）

健康経営推進体制

連携

連携

具体的な
取り組み

日本郵船健康保険組合

衛生委員会

社員食堂

健康増進
イベント

健康経営推進責任者（社長）

人事グループ担当役員

人事グループ長

人事グループ管掌役員
（総務本部長）

NYKグループ健康管理センター
（産業医／専門医／保健師
／健康経営推進者）

健康経営推進体制

● 労働安全衛生

安全運航の確保が当社グループにおける事業活動の基盤で

あるとの認識の下、社長を委員長とする「安全・環境対策推

進委員会」を2001年に設置し、国内外の海上・陸上の関係者

が一丸となって安全・環境に関する活動を推進しています。同

委員会では毎年、前年の活動をレビューした上で活動方針や

目標を決定しています。また、同委員会で決定した活動方針

は、安全・環境対策推進委員会の船種ごとの小委員会で具体

化し、各船の安全推進活動として実行しています。

安全・環境対策推進体制

※ N-MEC技術委員会（NYK MARITIME EDUCATION TECHNICAL COMMITTEE）： 
船員教育・訓練および育成を目的とした委員会

情報展開

安全対策推進本部

本部長：
海務グループ
担当役員
事務局：
海務グループ

環境対策推進本部

上級環境管理
責任者：
脱炭素グループ
担当役員
事務局：
脱炭素グループ

船種別委員会
コンテナ船、
自動車専用船、
エネルギー船
（リキッド）、
ドライバルク船、
客船

Global SEMC
欧州、アメリカ、
アジア、
東アジア各地域

N-MEC技術委員会※

委員長：
技術本部長
事務局：
海務グループ、
技術本部統轄
グループ

タスク別委員会
新造船搭載機器
評価・推奨選定委
員会、
オフィス環境対
策推委員会（環境
のみ）、
港湾環境対策推
進委員会

安全・環境対策推進委員会
Safety & Environmental Management Committee（SEMC）

委員長：社長

体制

方針

詳細は以下をご覧ください
健康経営宣言

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/social012.pdf

Link
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方針

体制

健康経営

労働安全衛生

健康経営

労働安全衛生

フィジカルヘルスケア

メンタルヘルスケア

ガバナンス

戦略とリスク管理

目標と進捗

取り組み

関連データ

日本郵船グループの
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

健康経営・労働安全衛生

戦略とリスク管理

勤務場所が海陸、国内外問わずどこであっても、年齢を重ね

ても良好な健康状態を維持することができれば、一人ひとりが持

てる力を十分発揮することにつながると考えています。

● 衛生委員会

産業医、衛生管理者、社内関係者（人事グループ）に加え、

社員代表として日本郵船労働組合の代表が出席し、月に一度、

社員の労務状況（時間外労働や休暇取得状況）や健康管理（健

診受診率）などの情報を共有し、意見を交換しています。健康

と安全が重要課題であるとの共通認識のもと、労働組合と人事

グループが協力し、時間外労働の削減、休暇取得の推進や感

染症予防などさまざまな施策に取り組んでいます。

● 社員の安全管理（災害時の対応）

当社グループでは、地震などの災害発生時の事業継続・早

期再開のために、社員の安否確認システムを導入しています。

あらかじめ登録された国内の居住地や勤務地で震度6弱以上

の地震が発生した場合、安否確認メールが自動送信されます。

メールを受信した社員は本人や家族の安否などを報告し、管

海上労働証書（MLC証書）

船内労働環境におけるILO海上労働条約（Maritime Labour 

Convention）の遵守に関し、当社グループの全運航船は、旗国

の主管庁や登録検査機関による海上労働検査を経て、海上労

働証書（MLC証書）を取得しています。当社独自の安全基準である

「NAV9000」は、このMLCを含む国際条約の柱であるSOLAS※1、

STCW※2、MARPOL※3への遵守を、要求および確認事項に含ん

でおり、船内での労働安全衛生の向上に努めています。

● リスク評価
詳細は以下をご覧ください

詳細は以下をご覧ください

独自の安全基準「NAV9000」P.019

労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）

安全輸送の高度化と品質維持向上を図るため、国内外のグ

ループ会社において「ISO45001」の認証を取得しています。

2024年4月末時点では、NYKグループスタンダード会社208

社のうち6％にあたる12社が取得しています。

・NYK LNGシップマネージメント（株）

・NYKバルク・プロジェクト（株）

・NYK Auto Logistics （Kazakhstan） LLP

・MC Siam Logistics Co., Ltd. 

・Yusen Logistics （UK） Ltd. 

・Yusen Logistics （Thailand） Co.,Ltd. 

・Yusen Logistics （Polska） Sp. z o.o. 

・Yusen Logistics （Czech） s.r.o. 

・Yusen Logistics （Australia） Pty.Ltd. 

・Yusen Inci Lojistik ve Ticaret A.S. 

・Uryi Logistics Solutions Co., Ltd. 

・PT. Puninar Yusen Logistics Indonesia

健康診断結果などでは、年齢が高くなるにつれ、健診・ドッ

ク検査で有所見となる傾向が確認されています。また若い世代

で有所見となることもあるため、早期治療と重症化予防を重要

な課題と捉え、施策を実施しています。

理者はシステム上で所属員の安否状況を確認します。今後も非

常時に備え、定期的な安否確認訓練を実施していきます。

また、災害発生時におけるコミュニケーションの円滑化およ

び初期対応の迅速化などを目的に、災害対策用携帯アプリを

自社開発し各社員に展開しています。

※1  SOLAS（The International Convention for the Safety of Life at Sea）：海上における人
命の安全のための国際条約

※2  STCW（International Convention on Standards of Training, Certif ication and 
Watchkeeping for Seafarers）：船員の訓練および資格証明並びに当直の基準に関する
国際条約

※3  MARPOL（MARINE POLLUTION）：船舶による汚染防止のための国際条約

労働安全衛生

健康経営

リスク管理P.021
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LTIFR（単体） 船員の負傷・疾病報告件数労働災害
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人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

健康経営・労働安全衛生

● 労働災害の発生状況

当社では、単体社員※1を対象として、労働災害の発生状況

を把握し、LTIFR※2の低減に取り組んでいます。

● 船員の負傷・疾病件数

船長を中心とした船内安全衛生委員会の実施、NAV9000お

よびニアミス3000などの諸活動を通じた船内の安全・衛生環

境の確認を行い、安全意識の向上とケガや人身事故などの防

止を図っています。負傷・疾病データやニアミスデータを収

集・解析するとともに、発生状況の把握および安全・衛生活

動の有効性を検証し、さらなる改善につなげていきます。

※ 1 有期雇用およびグループ会社からの出向者を含む
※ 2 LTIFR（Lost Time Injuries Frequency Rate）：
　　（休業を伴う労災件数）／（延べ労働時間数）×1,000,000

目標と進捗

● 健康診断受診率

健康診断受診率100% を目指すとともに、健診項目の各数値

に関しては、当社独自の基準を設定し、産業医が確認していま

す。有所見者に対しては保健師からの再検査や治療状況の確

認、状況に応じて医師のフォローを実施しています。また、必

要に応じて外部医療機関を紹介します。

※ 2020年度および2021年度は新型コロナウイルス感染症の影響により海外出向者および、乗
組員が受診の機会を得られず受診率が減少しました

健康経営

労働安全衛生
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喫煙率（単体）
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健康経営・労働安全衛生

● 禁煙のサポート

当社では禁煙を希望する社員に対して社内診療所にて禁煙

外来を実施し、社員の禁煙をサポートしています。

● 飲酒習慣の改善のサポート

運動や食生活などに比べ、適切な飲酒習慣を有する社員の割

合が低いため、飲酒習慣を改善する取り組みに力を入れていき

ます。

● 食生活改善のサポート

予防医療の観点から、社員の食生活改善サポートも実施して

います。

産業医によるセミナーを開催し、日常生活の中で取り入れやすい

食生活に関する情報を発信しています。

社員食堂では、糖質・塩分控えめなど健康に配慮した管理栄養

士考案のメニューを提供しています。メニューにはカロリーや塩分、

アレルギーを表示し、食に関するパンフレットも設置して社員の食

に関する意識・知識の向上を促進しています。また、月に2～4回は

「TABLE FOR TWO※」を実施しています。

※ TABLE FOR TWO：肥満や生活習慣病予防のためにカロリーを抑えた定食や食品を購入す
ると、1食につき20円の寄付金が、「TABLE FOR TWO」を通じて開発途上国の子どもの学校
給食になります。20円は開発途上国の給食1食分の金額になり、先進国で1食とるごとに開
発途上国に1食が贈られるという仕組み 

取り組み

● 社内診療所

本店に診療所があり、産業医、専門医（循環器、消化器、

呼吸器、内分泌代謝）、薬剤師、保健師が常勤し、社員がい

つでも健康について相談・受診できる体制を整えています。感

染症予防のため予防接種や健康保険組合による接種費用の補

助も実施しています。

● 健康診断

当社では健康診断受診率100%を目指し、社員の健康維持・

増進に取り組んでいます。社内診療所で健康診断を行い、有

所見者に対しては産業医・専門医が診療・指導を実施していま

す。社員が自身の健康状態を把握し、疾病予防・重症化予防

に役立てることを目的に、過去5年間の診断結果を常時オンラ

インで確認できるようにしています。また年に一度、歯科検診

を実施するほか、外部医療機関にて人間ドック、がん健診、婦

人科健診を実施しています。なお、当社は陸上職のうち5人に

1人が海外で勤務するなど海外赴任が多い職場環境です。この

ため、赴任前・帰国後には産業医が当該社員と面談して健康

状態を確認します。特に赴任前は、健診結果に応じて、赴任

地での食生活についての説明も行っています。

詳細は以下をご覧ください

目標と進捗P.092

● 運動習慣定着のサポート

予防医療の観点から、社員の運動習慣定着についても重視

し、運動奨励活動を実施しています。

詳細は以下をご覧ください

社会課題解決への挑戦P.104

「チャリティRUN+WALK+α」（通称「Chari Run！」）

身近なスポーツであるランニングやウォーキングを通じて

グループ社員の健康増進を図り、社会課題への意識を高める

ことを目的に、2017年に始まった当社独自のイベントです。

国内外のグループ会社でも毎年開催されており、参加者から

の参加費と参加者の運動実績に応じて当社がマッチングした

額の総額を、国境なき医師団へ寄付しています。それにより、

紛争や災害で医療サービスを受けられない人々の健康促進に

貢献しています。

（単位：％）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

15.2 15.1 12.7 12.4 11.2 11.8

フィジカルヘルスケア
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人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

健康経営・労働安全衛生

● 健康関連課題に関するセミナー

産業医や外部講師による健康に関するセミナーを実施してい

ます。例年4月には新入社員に対し、社会人としての健康管理

について指導しています。また、女性が活躍を続けるには、本

人だけでなく周囲の理解も重要との考えから、2023年度は女

性のライフステージに応じた健康課題をテーマにした新たな試

みを実施しました。セミナーはグループ会社や取引先にも広く

参加を募っています。

● 社内診療所

精神科医3名が勤務しています。また、外部相談窓口も設け

ており、24時間365日、電話・Webで相談することができます。

● ストレスチェック

社員50名以上の事業場での実施が義務付けられていますが、

当社では人数にかかわらず、国内外、船上すべての事業場で実

施しています。

プレゼンティーズム

ストレスチェックと同時にプレゼンティーズム（何らかの疾患

や症状を抱えながら出勤し、業務遂行能力や生産性が低下して

いる状態）を測定・確認しています。

● リフレッシュスペース

疲労回復や心身のバランス保持・リフレッシュを目的に、

マッサージ室の設置や屋上グリーン化によるベンチや花壇の整

備も推進しています。また、打ち合わせやコミュニケーション

の場にもなる喫茶室を備えています。執務エリアにもコーヒー

マシンとカフェスペースを設置し、気分転換をしたり、部門を

超えて偶発的なコミュニケーションが生まれるよう工夫してい

ます。

体だけでなく心も健康でなければ、生き生きと働くことはで

きません。当社は、メンタルヘルスに対してもさまざまな取り

組みを行っています。

〈海上勤務時〉

● 健康チェック

乗船前の健康診断に加え、船内において定期的な健康チェッ

クを義務付けています。また日本人海上職全員を対象に、船員

保険を通じた生活習慣病予防健診を年に1回実施しています。

マッサージ室 屋上

セミナー 参加人数

2022年度 新入社員向け健康セミナー 62

2023年度

新入社員向け健康セミナー 81

女性のライフステージに応じた健康課題① 135

女性のライフステージに応じた健康課題② 102

（注）  測定方法：SPQ（Single-Item Presenteeism Question 東大1項目版）（※1）の設問であ
る「病気やけががないときに発揮できる仕事の出来を100%として過去4週間の自身の仕
事を評価してください。」を11件法（※2）にて回答した割合を、100%値から差し引いた割
合により評価

※1  平成27年度健康寿命延伸産業創出推進事業「東京大学ワーキング」で開発された、1項目
の設問によりプレゼンティーズムを簡便に測定できる尺度

※2  主観的な幸福度を調べるためのキャントリルラダー（Cantril ladder）と呼ばれる調査方法。
「0」～「10」までの11段階のはしごをイメージし、自分自身の生活への満足度が、いまどこ
にあるのかを判断していきます

プレゼンティーズム（単体）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

18.2 18.6 17.2 18.0

（単位：％）

（単位：名）

● 通信環境の整備

2021年より船陸間通信環境の拡充に着手しています。また、

通信速度向上のため、Starlink※の導入を進めています。船員が

陸上の家族や友人とのコミュニケーションを円滑にとれることは、

〈海上勤務時〉

メンタルヘルスケア
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人材 ～個と組織がともに成長するために～ 健康経営・労働安全衛生人権

健康経営・労働安全衛生

※ Space Exploration Technologies Corp. （スペースX社）が運営する衛星通信サービス。 
低軌道衛星を利用しているため、従来より高速な大容量通信が可能となります

関連データ

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

LTI率※1 % 1.55 2.22 2.00 2.52 2.54

死亡者数 人 5 1 1 2 1

死亡率※2 ％ 0.01 0.00 0.00 0.01 0.00

労働安全衛生

※1  算定方法：（休業を伴う労災件数）／（延べ労働時間）×1,000,000 
なお、延べ労働時間は2,000時間／人の見なしとして算定

※2 2021年より集計基準を変更。併せて2019年度～2020年度の数値を修正しています

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

労働災害※1件数

件

1 2 2 2 2

陸上職（海技者※3含む） 0 0 0 0 1

海上職 1 2 2 2 1

LTI※2率 % 0.44 0.00 0.41 0.82 0.40

死亡者数

人

0 0 0 0 0

陸上職（海技者含む） 0 0 0 0 0

海上職 0 0 0 0 0

休業日数
（1日以上） 日

89 0 71 9 7

陸上職（海技者含む） 0 0 0 0 7

海上職 89 0 71 9 0

労働安全衛生（有期雇用含む）

※1 通勤災害を除く
※2 陸上勤務中の海技者（※3）、グループ会社からの出向者および業務受託等の契約者を含む本支店勤務の社員
　   算定方法：（休業を伴う労災件数）／（延べ労働時間）×1,000,000
※3 海技免状保有者（海技免状取得のための海技大学校在籍者を含む）

● 船員集会の開催

船員や船員の留守家庭とのコミュニケーションをより活性化

するため、各地で船員集会を開催しています。船員に関わる情

報共有や家族の教育問題、各種相談への対応など、家族会と

の交流を図り、船員の福利厚生の拡充を図っています。また、

MarCoPay Inc.（NYKのグループ会社）が提供する船員向けファ

イナンシャルサービスのさらなる向上に資するため、船員の声

を聴く場としても機能しています。さらに、過去の事故事例を

共有し、再発防止につなげていくための、重要な対話の場と

なっています。

船員集会での家族との交流の様子

福利厚生が拡充され労働意欲の維持・向上にもつながると考え

ています。通信環境の改善は遠隔医療の導入にもつながります。

電話やメールに依存していた医療相談がビデオ通話で診察を受

けることができるようになります。

日本郵船単体

日本郵船グループ連結
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⚫ 年 月地場保険会社 と提携
優遇条件での損害保険販売を開始

⚫ 年 月日本航空 株 と提携
日本への観光を促進するサービスを開始

⚫ 年 月三菱自動車フィリピンと提携
船員向け特別価格で自動車を紹介

⚫ 年 月クボタフィリピンと提携
船員向けに特別価格で農機を紹介

⚫ 年 月 不妊治療クリニック
と提携

船員向けに無料の不妊治療コンサルテーションを提供

⚫ 年 月 株 三菱 銀行が出資
貯蓄や投資などの新たなサービスの
構築・拡大に寄与

⚫ 地場銀行と貯蓄口座に関する協議を開始
船員の融資審査がより円滑に進むよう関係性を構築し、
船員向けローンの紹介を強化

⚫ 投資機会組成の検討を開始
ならではの投資機会の創造、

セカンドライフに備えた資産形成をサポート

⚫ 年 月地場銀行
などと提携
船員の自動車、住宅関連融資審査がより円滑に
進むよう関係性を構築し、船員向け 自動車・
住宅ローンを販売

⚫ 年 月自社融資サービスの拡大
乗船中の船員だけでなく、休暇中の船員にも
ローンの対象を拡大。より多くの船員へ信用・
クレジットに見合った条件で融資を提供

融資・保険・
購買支援サービス

金融
プラットフォーム

金融
電子通貨・送金
・決済・為替貯蓄
・

送 金

現金化給与送金

融資サービス拡大
貯蓄口座サービス 予定
投資サービス 予定

購 買

資産形成

与信

電子通貨を用いた船員向けライフサポートプラットフォームである は 年 月のサービス開始以
降、その利用者は拡大の一途をたどり、今では 人以上が利用しています。 はそのプラット
フォームを通じ、船員コミュニティの潜在価値を顕在化させることで、その価値の循環を目指しています。
多様なパートナーとの共創、協力の下、さまざまなサービスを創出し、船員と家族の幸せをサポートする

というミッションに向けて、 は今後も進化し続けます。

を支える仲間との共創関連する重要テーマ

サービス範囲を拡張する による船員生活の質向上
地域社会との共生ガバナンス

取り組み

フィリピン人船員とその家族の生活の
質の向上を目指して

地域経済と社会の発展への貢献を目指して

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

サプライチェーン 知的財産 社会課題解決への挑戦コミュニティ

コミュニティ

当社グループは、「既存中核事業の深化」と「新規成長事

業の開拓」の両輪で未来の価値創造と成長を目指す中期経営

計画“Sail Green, Drive Transformations 2026 – A Passion for 

Planetary Wellbeing –”の下、フィリピン人船員の家族の生活

に関する課題解決や客船事業の活用による伝統文化の継承、

洋上風力バリューチェーンへの取り組みなどを通じた地域共

生・地方創生への挑戦を開始しています。

また、「日本郵船株式会社 行動規準」および「取引先に対す

るCSRガイドライン」（2024年7月時点）を指針に企業市民として

責任ある行動を徹底し、人権と多様な文化（各国・地域の文化、

慣習、言語など）を尊重し、国際社会や地域社会との調和を図

ります。

ガバナンス

サービス範囲を拡大するMarCoPay

取り組み

フィリピンは世界有数の船員供給国で、約22万人ものフィリ

ピン人が外航貨物船の船員です。日本商船隊に限れば、現在

乗船中の全船員の7割にあたる約4万人がフィリピン人であり、

日本と世界の海運業はフィリピン人船員によって支えられてい

ると言っても過言ではありません。

一方で、フィリピン人船員には、①船員が乗船ごとの期間雇

用者とみなされる、②国外就労者と分類され煩雑な書類準備

を課されるなどの事情から、自国の平均を大きく上回る高所得者層であるにもかかわらず保険や銀行ローンなどの金融サービスを受け

にくいという課題があります。

船員の家族の生活権に関わるこの課題を解決するため、当社グループは、電子通貨を用いた船員向けライフサポートプラットフォーム

であるMarCoPayを多様なパートナーとつなぐことでさまざまなサービスを創出・提供しています。

フィリピン人船員とその家族の生活の質の向上を目指して
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サプライチェーン 知的財産 社会課題解決への挑戦コミュニティ

コミュニティ

● 洋上風力発電

当社グループは、新たな事業領域として洋上風力発電事業へ

の取り組みを開始しました。

洋上風力発電は、欧州では再生可能エネルギーの主力と目

されており、日本においても「再生可能エネルギーの切り札」

として官民一体となった推進が本格化しています。

洋上風力発電は、調査、建設、運転期間を通して25年以上

にも及ぶ長期プロジェクトであり、その建設段階から稼働後の

保守運営まで見渡すと、関連する産業も多岐にわたります。当

社グループは洋上風力発電への参入を機に、「エネルギーの安

定確保」「地方創生と国際競争力の復活」などの日本が直面す

る重要課題の解決に挑戦します。

秋田県との連携

秋田県との包括連携協定の下、2022年4月から当社秋田支

店が始動しています。同支店では、洋上風力発電も含めた再生

可能エネルギー事業の推進と関連人材の育成をはじめ、港湾

活用、船舶関連人材の育成、観光振興、環境保全などを通じ

て地方創生に取り組んでいます。

秋田県を含め人口の流出が多い地域では地元での就労機会

創出が課題となっていることを踏まえ、当社は秋田県内での人

材育成にも注力しています。

2024年4月には洋上風力発電の訓練センター「風と海の

学校 あきた」を開所し、洋上風車の作業員向け基本安全訓練

（GWO基本安全訓練）、船員向け基本安全訓練（STCW基本訓練）、作業員輸送船（CTV）操船訓練を提供しています。洋上風力という

日本の電力供給の安定性への貢献だけでなく、地方創生の拠点となるべく、県内だけでなく県外からも新たな人流を呼び起こすことを

目指しています。また、洋上風力の先進地である秋田県の学校内にある訓練センターという特色を活かし、次世代の人材育成に貢献し

ていきます。

洋上風力発電プロジェクトを通じた秋田における地方創生

地域経済と社会の発展への貢献を目指して
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コミュニティ

北海道との連携

当社は2024年1月に北海道と「連携と協力に関する協定

書」を締結、同年4月1日に北海道支店を開設しました。当社

グループはすでに2023年7月より石狩湾新港洋上風力発電所

向け作業員輸送船（CTV）の運航を開始※1しており、今後新た

に道内で開発が見込まれる洋上風力発電プロジェクトでも、調

査・輸送・施工・保守管理の各段階で参画を目指します。ま

た、開発を進めるアンモニア燃料船やCCS※2事業などを通じ、

北海道における脱炭素社会の実現に向けて貢献するほか、道

内での半導体工場やデータセンター建設に伴う物流需要や、ト

ラックから船舶への輸送移行を目指す内航輸送の需要の高まり

にも対応し、物流振興や活性化など地方創生への貢献を目指

します。

※1  当社がCTVを保有、北海道を拠点とする当社グループの北洋海運（株）が運航および船舶
管理を行っています

※2 CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）：二酸化炭素（CO2）回収・貯留

● クルーズ船による伝統文化の継承

当社グループの郵船クルーズ（株）が運航する日本を代表するクルーズ客船である「飛鳥Ⅱ」は、日本のクルーズ文化の発展をリード

してきました。「飛鳥Ⅱ」では、2022年より重要無形文化財保持者（いわゆる人間国宝）を中心とした方々が制作した作品展示のほか、

工房を巡る寄港地観光ツアー、トークイベントなどを実施しています。また、船上では工芸品の販売も行い、売上金の一部は日本の伝

統文化継承のために役立てる目的で寄付されています。

2025年には「飛鳥Ⅲ」が就航し2隻体制へと移行します。当社グループはクルーズ文化を通じて、人と人の交流、地域をつなぎ、未

来へ走る両船はこれまで以上に地方創生、日本文化を発信していきます。

日本文化を世界へつなぐ飛鳥クルーズ
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戦略

リスク管理

取り組み

船舶脱炭素化に向けたアンモニア燃料船の
共同開発

3Dモデルを活用した新造船設計への挑戦

建造契約で合意した船舶の「実海域性能」
の評価方法を確立
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サプライチェーン 知的財産 社会課題解決への挑戦コミュニティ

サプライチェーン

当社グループは「日本郵船グループ環境方針」に従い、船

舶をはじめとする輸送機器の調達における環境負荷をできる限

り小さくすることに努めるとともに、サプライヤーとの共創を通

じて新技術等の社会実装に取り組んでいます。

また、不公正な取引方法等の自由競争を阻害する取引行為

を行わないこと、協力会社との取引において優越的地位の濫用

行為を行わないことを「日本郵船株式会社 行動規準」に定め、

競争法・独占禁止法の遵守とともに徹底しています。

ガバナンス

戦略とリスク管理

取り組み

運航船舶数約800隻（2024年3月末時点）を擁する当社グ

ループの海運事業では、船舶が主な調達品となります。船舶

は、エンジン、プロペラなどの推進用機器、クレーンなどの荷

役機械、レーダーなどの航海用機器をはじめとする、数万点に

も及ぶさまざまな機器から構成されます。

裾野の広い船舶サプライチェーンの価値を高め、競争力を強

化することは、安定的な国際海上輸送に不可欠な船舶の確保

はもちろん、地域経済や雇用の確保、経済安全保障への貢献

の観点からも重要な戦略と認識しています。

当社グループは、ゼロエミッション実現に向けた燃料転換を

好機とし、日本の海事産業が持つ技術力で高い環境性能・安

グリーンイノベーション基金事業として（国研）新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成を受け、本邦造

船会社・エンジンメーカー・船級協会を含む5者で、2022年

よりアンモニア燃料船舶の開発を進めています。

当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」

等の国際規範等をもとに、人権や労働、法令遵守や安全、環境

保全などの項目を「取引先に対するCSRガイドライン」 に定めて

おり、その主旨および内容の理解とCSR活動の推進遵守をサプ

ライヤーに要請しています。

また、当社グループでは、人権デュー・ディリジェンスを実

施し、サプライチェーン上の潜在的な人権侵害のリスクを特定

し、影響を特定・評価し、負の影響を防止または軽減するた

めにPDCAサイクルを回しています。

全性を備えた船舶を他国に先駆けて供給することを、サプライ

ヤーをはじめとする多くのステークホルダーとともに目指してい

ます。

詳細は以下をご覧ください

脱炭素P.032

詳細は以下をご覧ください

人権P.069

戦略

リスク管理

船舶脱炭素化に向けたアンモニア燃料船の共同開発

共創体制
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3Dモデルを活用した新造船設計への挑戦

建造契約で合意した船舶の「実海域性能」
の評価方法を確立
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安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

サプライチェーン 知的財産 社会課題解決への挑戦コミュニティ

サプライチェーン

当社とジャパン マリンユナイテッド（株）は実海域性能※を建

造前に推定する取り組みを進めてきましたが、2024年3月、当

社運航の原油タンカーでの1年間の実海域性能検証の末、技

術的・客観的な実海域性能の評価手法を確立し、両社で合意

しました。

今後はさまざまな船種で同様の取り組みを進め、新造船の

※ 従来の造船契約では、波風の無い平穏な気象海象下での船速と馬力の関係（平水中性
能）に基づいて保証速力を設定・合意し、建造中に行われる海上試運転において造船所
と海運会社が相互に保証速力を確認する手法が一般的でした。しかし就航後の実航海
は波風の影響を強く受けるため、保証された平水中性能と波風のある気象海象下での
推進性能（実海域性能）の間に大きな乖離が出ることが課題となっていました

建造契約時に船舶の実海域性能を推定・評価できる仕組みづ

くりを目指すとともに、パートナーである造船所との協働によ

り燃費性能の高い船舶の調達を図ります。

従来

実海域性能保証 導入後

建造　試運転

船

実運航

実海域性能において
競争力のある船を調達

このサイクルを
繰り返し

付加価値のあるサービスを
お客さまに提供

試運転と実航海で
性能に差異が発生

造船所 船会社 安全性UP

燃費性能UP

環境性能UP

最適化

船+保証

試運転 実運航

建造 検証

設計

船会社造船所

実海域性能保証の概要

※当社､（一財）日本海事協会調べ､2024年3月28日現在

当社は2024年３月に、（一財）日本海事協会から新造多目的

コンテナ船の基本設計図面に関する3D認証を取得しました。

造船の初期段階である基本設計から船級承認までを3D（立体）

図面のみで完了したのは外航船では世界初※の事例です。

2D図面を用いた既存プロセスで発生していた情報共有上の諸

課題を解決するこの認証取得を機に、当社は3D図面を効果的に

活用し、認証期間の短縮や関係者間のコミュニケーション促進に

貢献し、より安全・環境性能の高い船舶の調達を目指します。

3Dモデルを活用した新造船設計への挑戦 建造契約で合意した船舶の「実海域性能」の評価方法を確立
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知的財産

安全は当社グループの事業継続の根幹であり、常に半歩先

の安全運航を継続していくことこそが当社グループの差別化の

源泉です。また、GHG排出量削減に加え、汚染防止や生態系

保護等さまざまな観点から船舶に求められる「環境」ニーズに

国際的な環境規制に先駆けて対応することや、安全性向上・

船員不足対応・物流の安定の観点から注目が高まる自律運航

船など「安全」「人材」に関わる領域での新たな取り組みを先

導し、業界全体に貢献していくことは、当社グループのマテリ

アリティに直結すると考えています。

当社グループは、マテリアリティの実践を通じた価値創造の

要として研究開発・技術開発に注力するとともに、その成果を

知的財産として適切に保護・活用し、また他社の知的財産権

の正確な把握と尊重を徹底することで事業活動を守り、「物流

を止めない」という社会的使命の充足と価値創造の両立を果

たしていきます。

ガバナンス 戦略とリスク管理

当社は出願審査会や職務発明の補償金についてアドバイス

を求める場として知財コミッティを設置しています。知財コミッ

ティの議長である専務執行役員技術本部長が当社グループの

知財責任者を務めています（2024年5月時点）。

当社グループは日々の船舶の運航から得られた情報・知見を

活かして、現場の抱える課題解決に継続して取り組んできました。

「計測なくしてSOLUTIONなし」を掲げ、みえないものを視え

る化するため、（株）MTIをはじめとする当社グループ会社とと

もに、実践的に実海域での船のデータの収集と蓄積、分析とソ

リューション開発を長年にわたって継続し、その成果を知的財

産で保護しています。

● 注力する領域の例 

① 陸上からの運航船監視による事故・故障予防

2008年から導入している船舶パフォーマンスモニタリングシ

ステム「SIMS （Ship Information Management System）」に

より、運航船舶の位置、速力、機関運転状態（温度・圧力・

流量など）、動揺センサーによる加速度、風向、風力、波高な

どの気象海象情報を含むビッグデータを基に運航船の不具合

発生の予兆や故障など重大事故の早期発見につなげるための

解析・診断を可能にしています。

② 自律運航船技術に関する研究

当社グループには、内製のフルミッション型操船シミュレー

タを活用して蓄積した船長・航海士の避航操船に関する30年

以上の膨大なデータがあり、これを避航操船のアルゴリズム

● 「データマネジメント大賞」を受賞 

当社が行ってきた船舶の運航管理、海運事業の深度化、グ

ループ事業管理の3つの領域でデータレイク※の整備と活用の

取り組みが評価され、一般財団法人日本データマネジメント・

コンソーシアム（JDMC）主催の「データマネジメント2024」で

大賞を受賞しました。この賞は、特筆すべき取り組みや成果を

出し、将来にわたり他の模範になると認定された企業・機関に

贈られるものです。

開発に活用しています。なお、当社および当社グループの3社

（（株）MTI、（株）日本海洋科学、近海郵船（株））による「自律

運航船」への取り組みは、2023年に内閣府が主催する「第5

回 日本オープンイノベーション大賞 国土交通大臣賞」を受賞

しました。

※ データレイク：データの活用や分析のためのデータ管理システム。保管するデータの形式や
規模を問わないため、膨大な量のデータ収集や保管に適しています

当社は、従業員に発明を奨励するとともに、その発明者とし

ての権利を保障し、併せて発明によって得た特許権の管理およ

び活用の合理的運用を図ることを目的として、従業員発明取扱

規程を設けています。

体制

知的財産権の獲得

知的財産の評価と報奨制度
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知的財産

補油計画支援システムの画面イメージ

当社グループでは、創意工夫の中から知財性を見つけ、その

知財性で他社との差別化を図り、事業に貢献することを目的に

特許などの工業所有権の出願、管理を行っています。また、知

財になりえるアイデアおよび船舶データなどの資産保護も行っ

ています。

当社グループでは、他者の知的財産権を侵害しないことを、

「日本郵船株式会社 行動規準」および「取引先に対するCSR

ガイドライン」に明記し、バリューチェーン全体で実践してい

ます。当社は自社の知的資本の権利化と同様に他者の知的財

産権を尊重しています。工業所有権侵害回避調査と知的財産

の契約条項に関する社内からの相談への対応、定期的に開催

する知財研修などを通じ、他者が持つ権利侵害のリスク低減を

図っています。

当社グループが保有する知的財産の適切な活用は、収益化

を通じて当社グループの企業価値向上につながるだけでなく、

産業や社会の課題解決への貢献に資する可能性があります。

● IBISプロジェクト関連特許（特許第5591429号）

本発明は、船舶の航行における燃料費用の低減をもたらす

補油計画（補油港および当該補油港における補油量）を提示す

る仕組みを提供するものです。例えば、特定の港での燃料価

格変化に伴い、航行中の船舶が現在の補油計画に従うより燃

料費用を節減できる補油計画が生じた場合、その旨が船舶の

運航管理者等のユーザーに通知されます。この結果、ユーザー

は容易に望ましい補油計画を知ることができます。

● 技術・特許の活用で海事産業活性化に貢献 

当社は2023年4月より、技術本部内に「船舶事業グループ」

を新設しました。船主や船舶管理会社などの技術的なニーズに

対し、当社グループが工務・海務部門や技術系のグループ会

社に蓄積してきた技術やノウハウを、それ単独もしくは組み合

わせて提供することで、海事クラスターの諸課題に解決策を提

供し、安全で持続可能な海上輸送の実現に貢献します。

当社グループはビッグデータを活用した最適経済運航（IBIS

プロジェクト）や燃料節減効果の高い省エネ装置「MT-FAST」

（船体付加物）など、安全運航や環境保全に関わる最先端の技

術開発を進めています。

取り組み

補油計画支援システムの全体構成自社グループの知的財産権保護

知的財産の活用と貢献

他者知的財産権の把握と尊重

代表的な特許事例
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知的財産

● MT-FAST特許（特許第5002378号）

本発明は、舶用推進効率改善装置とその施工方法に関する

ものです。

船舶はエンジンの動力によりプロペラを回転させ、海水を

後方へ押し出すことで進行方向の力に変換して推進します。し

かし回転力を推進力へと変換する際、旋回流と呼ばれる渦が

発生し、推進効率を低化させてしまう点が課題となっていまし

た。本発明は、複数のねじれた形のフィンからなる船体付加

物「MT-FAST」をプロペラ前方に取り付けることでプロペラに

流入する水流を整え、プロペラ後方で発生する旋回流を低減さ

せ、結果としてプロペラの推進力を向上させ約4%の燃料節減

を可能にします。

● 補機のエネルギー削減（特許第5474574号）

本発明は、船舶の清水系冷却システムに関するものです。

大型船舶では、船内上部の居住区などの機器は、冷却清水

ポンプからの高さが25ｍ程度、あるいはそれ以上にもなり、

冷却清水ポンプとして、大容量で吐出圧力の大きい高揚程のポ

ンプが必要となり、ポンプ駆動のための動力消費が大きい点が

課題となっています。このシステムは、冷却系統を上下に分け、

上部系統は補助ポンプを用いて清水を供給することで冷却清水

ポンプの必要揚程を低くし、ポンプ駆動のための動力消費を少

なくすることができます。

舶用推進効率改善装置を備えた船舶の概略構成

清水系冷却システムの模式図

特許件数

関連データ

2022

205

（年度）

（件）
250

100

150

50

200

0 2019 20232020 2021

196186
171

225

（注）  特許件数は各年度末時点の件数

SUSTAINABILITY REPORT 2024 103



その他
社会課題解決への挑戦

関連データ

取り組み

環境保全

途上国支援

共生社会の実現

次世代人材の育成

コミュニティ投資

災害人道支援

戦略とリスク管理

基本的な考え方

活動を支援するための制度

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

サプライチェーン 知的財産 社会課題解決への挑戦コミュニティ

社会課題解決への挑戦

戦略とリスク管理

当社グループは、ESGを中心に据えた経営戦略方針の下、

「海、地球、そして人々への恩返し」をテーマに掲げ、主体的

に社会・環境の課題解決に取り組み、その活動を通じてすべて

のステークホルダーにとっての企業価値の向上を目指す「NYK

グループ サステナビリティ イニシアティブ（NYKSI）」を立ち上

げました。本活動は、2021年から継続して実施しています。

当社グループでは、「NYKグループ サステナビリティ イニシ

アティブ」の活動方針に基づいて、当社グループで働く社員の

社会課題解決への挑戦を推進するために、さまざまな制度や

仕組みを導入しています。

●  「NYKグループ サステナビリティ イニシアティブ」 

ロゴマーク

「海、地球、そして人々への恩返し」のテーマに沿った、青

と緑を混ぜたターコイズをメインカラーとし、社会解題解決の

ための事業化の芽を大切に育てる意味から、地球に芽を付け

表現しています。

● YUSENボランティア・ポイント制度

当社グループ社員が行った社内外での社会貢献活動をポイン

ト化して登録し、1年間の合計ポイントを金額に換算して当社

から社会貢献活動団体に寄付するものです。社員のボランティ

ア活動を応援する仕組みとして2014年6月に導入しました。

2023年には36社694名が参加し、955,270ポイント（前年比

89.7％増）の登録がありました。この結果を受け当社は、2024

年4月に環境保全や途上国支援の分野で支援活動を実施する2

団体に総額1,910,540円を寄付しました。

● マッチングギフト制度

社員が有志で福祉団体などに寄付を行う際、企業もそれと

同等あるいは一定の割合を上乗せして寄付する制度です。

●  「NYKグループ サステナビリティ イニシアティブ」 

ポータルサイト

イントラネット上に「NYKグループ サステナビリティ イニシ

アティブ」を開設しています。社内で実施している社外パート

ナーとの連携活動や、当社グループ社員が発案し実施へとつ

ながった社会課題解決への挑戦とともに新たな事業化の芽の

創出につながる案件を紹介し、社会課題解決への貢献活動の

浸透と活性化を図っています。

● 活動方針

① 持続可能な未来社会の実現

NYKグループの持つさまざまな経営資源を広く社会に対して

活用し、より良い未来の実現に寄与する活動を行う。主な対象

は、環境保全、途上国支援、共生社会の実現、次世代人材の

育成とする。地球をフィールドにグローバルに事業活動を行う

企業グループとして、これらの活動対象を通じ、社会・環境課

題の解決に向けたグループ社員の挑戦を積極的に後押しし、イ

ノベーションの創出や事業化の芽につなげる。

②グループ社員の社会課題解決に対する意識の向上

グループ社員がNYKSIの活動に参加することを通じて、異

なる価値観・視点を取り入れることにより、NYKグループ・バ

リュー「誠意」「創意」「熱意」ある企業風土の継承と社会課題

解決に対する意識向上を目指す。

③ 社会との結びつきによるエンゲージメント向上

NYKSIの活動によって得られるさまざまなステークホルダー

との結びつきにより、当社グループが社会から継続的に必要と

されるためのあるべき姿に気づきを得て、夢と誇りを持って働

けるNYKグループを目指す。

基本的な考え方

活動を支援するための制度
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● 紀州みなべのアカウミガメ調査プログラム

当社は2016年に特定非営利活動法人アースウォッチ・ジャ

パンと協働し「紀州みなべのアカウミガメ調査」プログラム※を

立ち上げました。毎年7月、当社グループ社員と一般公募者を

合わせた約20名がボランティアとして調査に参加し、自然環境

や生物の変化に対する理解を深めています。

和歌山県みなべ町は、絶滅のおそれがあるアカウミガメの産

卵地として本州最大規模を誇る地域で、1990年以降、生態の

解明調査が進められてきました。本プログラムでは、日本ウミ

ガメ協議会の研究者や地元の市民団体みなべウミガメ研究班に

よる指導の下、夜間に産卵のため上陸したアカウミガメの個体

識別標識（タグ）の確認や装着の補佐、甲羅の長さ・幅の計測

などを行っています。

●  環境DNAを用いた生物多様性の見える化ならびに 
ネイチャーポジティブ社会の実現への貢献

当社は環境DNAを用いた自然共生社会の実現を目指す

「ANEMONE※コンソーシアム」に参加し、海水サンプルの提

供を通じてデータベースの拡充と調査範囲の拡大に貢献してい

ます。当社グループの運航船にて海水採取を行った外洋の環境

DNA（水中や土壌中などの環境中に存在する生物由来のDNA）

は北海道大学と東北大学で分析され、その結果は「ANEMONE

データベース」にて公表されています。

環境DNA解析は、バケツ一杯の水でも、周辺海域に生息す

る生物の種類や分布がわかる革新的な生態調査であり、生物

多様性を「見える化」することにより経済に組み込むことを目

指しています。当社は、本プロジェクトで得られた成果の社会

実装に向けて企業の観点から知見を提供し、生物多様性の保

全とネイチャーポジティブ社会の実現に貢献していきます。

自然環境を舞台に事業を行う当社グループは、海洋環境、

生物多様性の保全活動など、さまざまな環境保全に取り組んで

います。なかでも「NYKグループ ESGストーリー」で “海への

恩返し”と位置付けている海の環境保全については、かけがえ

のない海をともに守る仲間である非営利法人や教育機関と連携

し、 当社が取り組むべき社会課題として特に力を入れています。 

● 森林再生プロジェクト「ゆうのもり」

当社は、長年手入れが行き届いていなかった針葉樹林が中

心の人工林を、当社グループ社員が地域とともに広葉樹も交

えた多種多様な植生の森に再生していく森林再生プロジェク

ト「ゆうのもり」に取り組んでいます。2022年4月に御殿場

市と「森林整備による地方創生に関する連結協定」を締結し、

2024年5月に本格オープンしました。グループ社員のみならず、

地域住民と一体となり愛される森づくりを目指していきます。

取り組み

森林再生プロジェクト「ゆうのもり」

アカウミガメ ボランティア参加者

森林整備の様子

※「 紀州みなべのアカウミガメ調査」プログラム： 
和歌山県みなべ町では千里浜の他、周辺の岩代浜と高浜でも例年アカウミガメの上陸が確認
されていますが、人員不足等の理由から個体識別の調査が進みませんでした。本プログラム
は、市民ボランティアの手を借りて、生涯産卵回数の算定調査を実施し、アカウミガメの生態
解明と保全に貢献することを目的としています

※ ANEMONE：All Nippon eDNA Monitoring Networkの略称。環境DNA（eDNAと同義）を
利用し、生物多様性を観測するネットワークのことを指しています

環境保全
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●  海洋プラスチック汚染への調査協力

当社と千葉工業大学は、2020年より5mm以下のマイクロプ

ラスチックを主とした海洋プラスチックの分布状況を明らかに

するため、世界に先駆けて全海域を対象として海洋調査に取り

組んできました。当社グループが持つ運航船ネットワークを活

用した外洋のマイクロプラスチックのサンプルは、これまでに

150カ所を超える地点で採取され、千葉工業大学亀田研究室

で分析後、世界海洋プラごみマップとしてウェブサイトで公開

されています。

●  東北大学の大気分析への研究調査協力

当社は温室効果ガスの分布と循環を地球規模で調べる東北

大学の研究に協力しています。日本・オーストラリア間、およ

び日本・北米間を往復している2隻のコンテナ船で、1982年か

ら約40年以上、海上で大気を採集しています。採集した大気

は東北大学で分析され、これまでの観測結果から、北半球と

南半球で温室効果ガスの濃度に違いがあり、季節や年によって

変動することが明らかになりました。地上の定点観測に、海上

の観測を加えることで、地球規模の温室効果ガスの分布と循環

の解明に貢献しています。

2023年1月、当社は超微細なマイクロプラスチックを分析す

ることができる「顕微ラマン分光装置」を千葉工業大学に寄贈

しました。亀田研究室は顕微ラマン分光装置を用いた超微細の

マイクロプラスチックを自動で分析する手法を世界で初めて確

立しており、本寄贈によって海洋プラスチック問題の根本的解

決に向けた世界最先端の研究が可能となります。

今後も運航船でのサンプリングを継続し、調査海域を広げる

とともに、千葉工業大学が進める超微細なマイクロプラスチッ

クも対象とした海洋調査の手法確立や、海洋プラスチック問題

の根本的解決に直結する実測データの調査結果の提供を支援

することで、国際社会に貢献していきます。

東北大学大学院生命科学研究科によって開発された、環境 の調査結果を蓄積したデータベース。
コンソーシアムには、企業や学会、行政機関が発起のメンバーとして参画しています。

十分なデータが蓄積されたことから、 年 月からオープンデータとして世界で初めて一般公開されて
います。

アネモネデータベース

生物の体液や糞などから水中へ が溶け出ている

採水した水に含まれる を
網網羅羅的的にに増増幅幅し解析

採水した水に含まれる
標的主の を増幅し解析

生息する可能性のある
生物種をリストアップ

生息の有無・種類・
おおよその生物量が判明
を検出→生息している！

採水

海・川・湖沼から採水

海水サンプリングを
行う近海郵船 株 の運航船

「ましう」

生物多様性保全のためには、まず自然の現状を把握することが必要ですが、海洋の生態調査には膨大な労力
や費用がかかり、広範囲を効率的に調査する手法は確立されていませんでした。
環境 解析は、「バケツ一杯の水」から存在する生物の種類や分布がわかる革新的な生態調査であり、

外洋の現状を幅広く調査するため、環境 を用いて生物多様性を見える化し、解析結果を生物の保全や
計画的活用につなげています。
当社グループは営業航路上での海水サンプリングを月 回のペースで実施し、 コンソーシアムに

提供し、データベースの拡充と調査範囲の拡大に貢献しています。

海洋・生物多様性保全関連する重要テーマ

生物多様性観測ネットワーク参画を通じた海洋生物保全の実現

出典：環境 解析 環境測定・分析 事業案内 環境総合リサーチ

を支える仲間との共創

が検出された
魚種と分布が

データベースに表示

ANEMONEコンソーシアムの概要

当社の運航船ネットワーク

世界海洋プラごみマップ
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●  国際科学プロジェクト「アルゴ計画」

アルゴ計画は、気候変動に影響を及ぼす海洋内部の変動を

監視するために、300km四方に1台、全世界で約3,000台の、

水温、塩分、圧力を計測できるフロート（Argoフロート）を展

開するというものです。当社は、（国研）海洋研究開発機構と

「全球における海洋観測装置の設置協力について」の覚書を

2010年11月19日に締結し、現在まで10年以上にわたり、継

続的にArgoフロートを投入することでアルゴ計画を推進し、国

際連合の定める持続可能な開発目標（SDGs）達成にも貢献して

います。

Argoフロートによる観測成果は、世界中の科学者の調査・

研究に活用されており、これにより得られた知見は、国連に設

置されている「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」のま

とめる報告書などを通じて、国際的な地球温暖化対策の枠組

みや各国の気候変動対策における政策決定に活用されていま

す。近年では、エルニーニョに関する気候変動予測に加え、よ

り身近な天気予報の精度向上などにも貢献しています。

当社は今後も、所有する豊富な船舶と航路を活用し、関係

機関が所有する船舶ではアクセスが難しい遠洋へのArgoフ

ロート投入を継続します。

●  リサイクル活動への参加

当社ではコンタクトレンズの空ケースの回収活動に参加して

います。回収されたコンタクトレンズの空ケースはリサイクルさ

れ、さまざまな商品へ再資源化されています。

●  サンミゲル社の「河川回復プロジェクト」に寄付   

当社は、フィリピンの大手複合企業サンミゲル・コーポレー

ションが取り組んでいる「河川回復プロジェクト」に賛同し、5

年間で総額150万ドルの寄付を決定しました。サンミゲル社は

現在、洪水の被害を軽減し廃棄物の海洋への流出を防ぐためパ

シッグ川およびタラハン川の浚渫・回復を進めています。当社

の寄付金は、これらの河川の浄化作業に使用される重機の購入

に充てられています。また、寄贈された重機は日本からフィリピ

ンまでを当社の運航船で輸送、フィリピン国内は当社グループ

の郵船ロジスティクス（株）が管理するトラクタで運び、当社グ

ループとして一気通貫での輸送支援を行いました。

●  ビーチクリーニング

当社は、特別非営利活動法人西浜サーフライフセービングク

ラブが環境イベントの一つとして江ノ島・片瀬西浜（神奈川県）

で実施しているビーチクリーニングに、2022年度からグループ

社員とその家族で参加しています。 「河川回復プロジェクト」へ寄付を実施

●  三河湾地域の環境保全を支援

多くの船舶が入出港する三河湾地域の環境保全を支援する

ため、2023年6月に愛知県西尾市役所へ300万円を寄付しま

した。主に、藻場※育成に関する調査・再生活動、アマモの苗

の育成などに充てられます。また、例年実施されているアマモ

の苗付けのボランティアにも、当社グループ社員が2023年より

参加しています。

2023年度ビーチクリーニングの様子

※ 藻場：さまざまな海藻が茂る場所のこと。水質の浄化や、卵・成育の場などの役割を果たす
重要な生息環境であり、「海のゆりかご」とも言われます
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● その他、海外での環境活動

当社は、海外拠点においてもグループ社員の環境意識高揚

およびエンゲージメントを目的として、地域にあった環境活動

に参加しています。

（欧州地域）

ロンドンの都市河川沿いのゴミ

除去と生息地の回復

（米州地域）

ニューヨーク港の環境と生態系

を改善させるための牡蠣生息地の

復元活動

（アジア地域）

マングローブ林回復のための植

樹活動

2023年タイでの植樹活動参加者

当社グループのリソースを活用し、途上国の人々に教育、健

康、労働などの機会を平等に提供できる社会の実現を支援し

ます。

「思い出のランドセルギフト」

● （輸送支援）中古ランドセル

当社は、日本国内で役目を終えたランドセルを寄贈する（公

財）ジョイセフの「思い出のランドセルギフト」に賛同し、コン

テナ船を運航するグループ会社とともに、アフガニスタンへの

輸送協力を実施しています。

アフガニスタンの子どもたちの多くは、毎日片道10キロ以上

離れた教室まで険しい山道を通学していますが、教科書やノー

トをランドセルに入れて肩に背負うことで、山道を安全に歩く

ことができるようになりました。また、子どもたちを働き手とし

てのみ考えていた大人たちが、ランドセルを背負って学校に通

う子どもたちの姿を目にすることで、教育の重要性を意識する

ことができ、ランドセルは同国の人々にとって基礎教育のシン

ボルにもなっています。

● （輸送支援）絵本

当社はアジアの子どもたちへ教育支援活動を行っている（公

社）シャンティ国際ボランティア会（SVA）の「絵本を届ける運

動」に賛同し、コンテナ船を運航するグループ会社とともに、

カンボジア・ラオスなどへの輸送協力を2004年より実施してい

ます。

SVAは1999年より日本で出版されている絵本に現地語の翻

訳文を貼って子どもたちに届けるボランティア活動を展開して

います。現地では内戦や貧困のため、学校や教材が不足してお

り、子ども向けの本を書く作家もほとんどいません。SVAが配

布する絵本は図書館や学校の授業などで使われ、識字教育や

情操教育に役立てられています。

「絵本を届ける運動」

途上国支援

詳細は以下をご覧ください
The Great River Rescue Campaign （thames21.org.uk）

https://www.thames21.org.uk/joinacampaign/greatriverrescue/
Billion Oyster Project

https://www.billionoysterproject.org/
Bangpu Nature Education Center

https://www.facebook.com/pro�le.php?id=100064828595593&mibextid=LQQJ4d

Link
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● （チャリティコラボ企画）冬物衣料寄贈   

当社は（一財）フィリピン協会が実施する、日・フィリピン経

済連携協定（EPA）に基づき来日するフィリピン人看護師・介護

福祉士候補へ向けた冬物衣料寄贈活動へ賛同し、毎年、社内

で回収した冬物衣料の寄贈を実施しています。

●  （チャリティコラボ企画）ヘルシーメニューで 

TABLE FOR TWO活動を支援

当社は、2009年4月より特定非営利活動法人TABLE FOR 

TWO International（TFT）の活動に賛同し、TFTヘルシー弁当

の販売を開始、売り上げ個数に応じた金額を同団体へ寄付して

いました。その後、2013年10月より週に1回、社員食堂にて

● （輸送支援）車いす   

当社は、日本国内で使われなくなった車いすを利用した社会

貢献活動を実施する特定非営利活動法人さくら車いすプロジェ

クトおよびNPO法人希望の車いすに対し、ウクライナ・パキス

タン向けの車いすの輸送支援を実施しました。

● （チャリティコラボ企画）チャリティRUN+WALK+α

当社は、ランニングやウォーキングなどの身近なスポーツ

を通じて、グループ社員の健康増進を図るとともに、社会

課題への意識を浸透させるため、2017年から「チャリティ

RUN+WALK+α」を実施しています。社員の参加費や運動量

に応じた寄付金は、紛争や災害で医療サービスを受けられな

さくら車いすプロジェクト

中古自転車支援プロジェクト

い人々の健康促進に貢献するた

め、国境なき医師団に寄付して

います。

この取り組みが評価され、当

社は2018年に東京都の「東京

都スポーツ推進企業」に認定さ

れました。

● （輸送支援）再生自転車   

当社は、アジアを中心に貧困の中で暮らす子どもたちの成長

と家族および地域の自立を目指す特定非営利活動法人チャイル

ド・ファンド・ジャパンの中古自転車支援プロジェクトに賛同

し、2023年12月にスリランカへ向けた再生自転車の輸送支援

を実施しました。

スリランカでは現在、燃料不足が深刻化しています。公共

交通機関の運行本数が大幅に減少するなどの影響が出ており、

TFTヘルシーメニューを提供しています。

1食当たりの寄付額20円は開発途上国の

子どもたちの学校給食1食分になります。

● （フェアトレード支援）フェアトレード商品の販売 

本店社員喫茶室で販売するコーヒーを2016年4月から全面

的にフェアトレード商品に切り替えました。フェアトレードと

は、開発途上国の原料や製品を適正な価格で継続的に購入す

ることにより、立場の弱い開発途上国の生産者や労働者の生

活改善と自立を目指す「貿易のしくみ」です。コーヒー以外に

も紅茶やチョコレートなど、グローバルな社会課題への意識

向上と身近なところから始める社会課題解決への貢献の一環と

して、認証ラベルを取得したフェアトレード商品を取り入れて

います。2023年度は約6万8,000杯のフェアトレード認証コー

ヒー紅茶飲料が販売されました。

認証ラベル

自転車が代替手段として注目を

集めています。そこで、チャイル

ド・ファンド・ジャパンでは自治

体と連携し、日本国内の放置自

転車をスリランカへ届ける活動

を行っています。
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当社グループはすべての人々が生きやすい社会の実現を目指

しています。

●  あおぞらサッカー教室   

2022年から東京フットボールクラブ（株）（FC東京）との共催

で、知的障がいや発達障がいを持つ子どもたちを対象とするあ

おぞらサッカー教室を当社の飛田給体育場で開催しています。

●  海図封筒づくり   

2019年4月より、不要となった海図を利用した封筒作成ボ

ランティアを社内で開始しました。完成した封筒は日本点字図

書館に寄贈し、図書館内の売店で販売されている視覚障がい

者用具の梱包に活用されます。海図封筒の作成にあたっては、

同活動を2015年より継続している当社グループの三菱鉱石輸

送（株）より、そのノウハウを習いました。

●  ゆうせんよみきかせ隊の訪問   

2005年より毎年2回、横浜市内の高齢者施設で、グループ

社員有志によるレクリエーション活動を行っています。紙芝居

の朗読、ダンスやハンドベルなどの演奏を披露したり、施設ご

利用者の方たちと歌を一緒に口ずさんだりと、参加メンバーに

とっても楽しい時間となっています。

あおぞらサッカー教室の様子

ゆうせんよみきかせ隊の様子

海図を利用した封筒 封筒づくりの様子

●  スワンベーカリー販売会   

スワンベーカリーとは、「障がいのある人もない人も、ともに

働き、ともに生きていく社会」の実現のために、（公財）ヤマト

福祉財団とヤマト運輸（現ヤマトホールディングス（株））が中心

となって設立した事業です。1998年にオープンした銀座店を皮

切りに、全国で店舗を展開しています。当社は2005年より、ス

ワンベーカリーの活動趣旨に賛同し、社内販売などを通して応

援しています。

●  かすたねっと焼き菓子販売   

かすたねっとは、（福）花水木の会が運営する一人ひとりが

自分の能力に合わせて生き生きと働くことのできる「就労の場」

です。当社は2011年より、素材にこだわったお菓子を喫茶室

で販売し、その活動を応援しています。

●  国際海事交流   

当社がフィリピンで運営する商船大学NYK-TDG Maritime 

Academyと日本の商船高等専門学校、商船系大学との国際

交流プログラムを実施しています。

当社グループでは、未来を担う次世代の育成のために、当社

リソースを活用しさまざまな取り組みを実施しています。

次世代人材の育成

共生社会の実現
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●  劇団四季「こころの劇場」  

子どもたちのこころに生命の大切さ、人を思いやる心、信じ

あう喜びなど、人が生きていく上で大切なものを、舞台を通じ

て子どもたちに届けるため、劇団四季が全国の小学6年生を

対象にファミリーミュージカル公演に無料招待するプロジェクト

「こころの劇場」の2024年度協賛スポンサーになりました。

●  新コロンボ計画～豪州のインターンシップ生の受け入れ～  

当社は、オーストラリア連邦政府（外務貿易省）による次世

代育成支援プログラム ｢新コロンボ計画※｣ を利用して日本に

留学しているオーストラリア人大学生に対し実施する「新コロ

ンボ計画三菱グループインターンシッププログラム」に参画し、

大学生をインターンシップ生として受け入れました。インターン

シップ生には、横浜港（大黒）自動車船ターミナルの見学や（株）

日本海洋科学（JMS）での操船シミュレータ体験をしてもらった

ほか、当社のESG経営の紹介や船舶運航担当者として航海スケ

ジュールを作成するゲームを通じて、当社グループの事業活動

について学んでもらいました。

当社グループは、今後も同国との積極的な交流の機会を創

出することで、国際人材の育成や多様な文化への理解を促進

し、日豪間のパートナーシップ強化を推進します。

●  うんこドリル　海の物流

当社は、2022年7月に外航海運と船員の仕事について、楽

しみながら学べる子ども向けの学習参考書とオンラインゲーム

「うんこドリル 海の物流」を（株）文響社と共同制作し、全国

約1,400校の公立小学校に約15万冊を寄贈しています。「うん

こドリル」は幼児～高校生を対象とした学習参考書であり、「う

んこ」をキーワードに楽しみながら学べるのが特徴で、シリー

ズ累計発行部数は1,000万部を超えています。

JMSでの操船シミュレータ体験の様子 本社での様子

※ 新コロンボ計画：オーストラリアの学生がインド太平洋地域で行う留学・語学研修・インター
ンシップのサポートをするための奨学金制度。学生が、近隣諸国の多様な文化、言語、ビジ
ネス、教育に触れる機会を創出することによって、人として豊かになる後押しをすることを目
的としています

「うんこドリル 海の物流」

グローバルに事業展開する当社グループは、世界の各地域

コミュニティにおけるさまざまな課題や期待に応え、未来を形

づくっていきたいと考えています。海事産業発展のための船員

教育への貢献・投資や国籍を問わず「みらい」を担っていく世

代に海運業と社会との密接なつながりを理解してもらうために、

コミュニティのニーズに合わせた活動を実施しています。

●  中国の海事大学2校に奨学金を授与

当社は中華人民共和国の大連海事大学と上海海事大学の学

生計82人に奨学金を授与しました。2001年度以降毎年実施し

ている本奨学金制度は23回目を数え、授与した学生は1,529

人となりました。当社は今後も、良き企業市民として社会に貢

献するため海事教育の支援を継続します。

コミュニティ投資
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●  菜の花大地復興プロジェクトの支援   

2015年8月、岩手県釜石市を拠点に菜の花大地復興プロ

ジェクトに取り組む（一社）ユナイテッドグリーンと三陸菜種油

「海と森のなたね油」のオーナー契約を締結しました。本プロ

ジェクトは、津波による塩害農地や周辺の耕作放棄地に菜の

●  日本郵船グループJPF物資協同輸送プロジェクト   

当社は、大規模な自然災害が発生した際、被災者への支援

活動として国際人道支援を行う特定非営利活動法人ジャパン・

プラットフォーム（JPF）と協働で「日本郵船グループJPF物資協

働輸送プロジェクト」を実施しています。

本プロジェクトは、2004年12月26日に起こったスマトラ沖

大地震およびインド洋津波被害の被災地へ、JPFと連携して救

援物資の輸送を行ったことをきっかけに立ち上げたものです。

このプロジェクトでは、被災者が本当に必要とする救援物資

についてJPFの参加団体であるNGOが事前に綿密な調査を行

います。調査に基づいて用意された物資は、当社グループが運

航するコンテナ船によって被災地に近い港まで輸送され、さら

に、JPFの参加NGOによって被災者の手元に届けられます。

パキスタン地震被災地での
米の配給

ミャンマー連邦サイクロン被災地への輸送支援

当社がオーナーとなった菜の花畑海と森のなたね油

当社グループは、災害支援活動として寄付やグループ社員に

よる現地での支援活動のほか、当社グループのリソースを活用

した支援も行っています。

●  東日本大震災復興支援   

2011年度から継続しているグループ社員の現地への派遣活

動に加え、2014年度より新入社員ボランティア研修を開始、

2018年度からは社員の家族もボランティアとして参加していま

す。震災の記憶を風化させないよう、復興に尽力する現地の

方 と々の交流や畑の整備作業などの活動を行っています。

2011年～2012年（復旧期）

陸前高田市災害ボランティアセンターへ、累計約300人、作

業日数（延べ）約1,000 日派遣。

2013年～2019年（復興期）

陸前高田・大槌・釜石で、菜の花畑整備、薪割り、コミュ

ニティづくりなど、延べ224人を派遣。

花を咲かせ、景観を改良するとともに、収穫された菜種から食

用油を製造して地域産品へと育て上げるものです。当社がオー

ナーとなった菜の花畑では、社員ボランティアが草刈りや種ま

きなどの作業に参加しています。収穫された菜種油は社内で

チャリティ販売を実施し、東北支援団体へ売上金を寄付してい

ます。

災害人道支援
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関連データ

単位 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 合計

自転車 台 2,250 1,800 900 900 800 800 450 450 450 410 - 9,210

ランドセル 個 19,068 18,704 15,780 16,725 12,965 21,058 18,084 9,567 10,308 14,784 12,606 169,649

絵本 冊 14,706 13,632 15,306 17,222 17,547 17,990 17,588 16,221 15,179 18,023 18,102 181,516

過去11年の支援物資輸送実績

（注）自転車は2022年度で終了しました
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ガバナンス
コーポレート・ガバナンス

役員報酬

考え方

コーポレート・ガバナンスの体制

コーポレート・ガバナンスに関する
基本的な考え方

取締役会の実効性向上のために

監査の体制

会計監査について

株主との関係

内部統制

責任と体制

財務報告に係る内部統制

内部監査活動

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

経営会議

執行役員

指名諮問委員会

内部統制委員会

リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

安全・環境対策推進委員会

報酬諮問委員会

本社各部門・支店
グループ会社

当社は、株主・投資家、顧客、取引先、地域社会、当社お

よび当社グループの従業員などのステークホルダーの信頼を得

て、その期待に応えるべく経営の透明性と効率性を確保し、適

切な経営体制の構築・維持に努めています。機関設計につい

ては、2023年６月に監査等委員会設置会社に移行しました。

取締役会は、重要な業務執行の決定権限を業務執行取締役へ

委任することにより、劇的に変化する経営環境に迅速に対応す

る体制を構築し、取締役会による決議と監督の下、業務執行

取締役に加えて執行役員が業務を執行しています。独立社外取

締役は取締役会、指名諮問委員会・報酬諮問委員会のほか、

重要な委員会・会議への出席、グループ全体のガバナンスと内

部統制強化に関する提言、役員懇談会における活動、国内外

現場の視察などを行っています。

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な枠組みお

よび考え方を「コーポレートガバナンス・ガイドライン」とし

て取りまとめ、当社ウェブサイトにおいて公開しています。

当社のコーポレート・ガバナンス体制図（2024年6月19日時点）コーポレート・ガバナンスの体制

株主総会

監査等委員会
監査等委員5名（うち社外3名）

会計監査人
取締役会

社内取締役6名+社外取締役6名
※監査等委員である取締役を含む

代表取締役社長
（社長執行役員）

内部監査室
内部監査

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy004.pdf

Link
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● ガバナンス強化のこれまでの歩み

年代 内容

2002年 経営委員制度を導入し、業務執行体制を強化

2006年 アドバイザリー・ボードを設置

2008年 アドバイザリー・ボードを廃止し、社外取締役2名を選任
取締役の任期を2年から1年に短縮

2010年 社外役員4名全員を、国内の金融商品取引所が定める独立役員として届出

2015年

日本版コーポレートガバナンス・コード策定、当社は以下を整備
• コーポレートガバナンス・ガイドライン
• 取締役会の規模・バランス・多様性に関する考え方
• 役員等選任指名方針・手続
• 社外役員候補者の推薦に関する独立性基準
• 役員等報酬決定方針・手続

2016年

社外取締役を1名増員し3名に、また取締役の総員数は1名減員し12名に（社内取締役を2名減員）
当社取締役および経営委員（社外取締役および監査役を除く。）に対し、業績連動型株式報酬を導入
指名諮問委員会および報酬諮問委員会を設置
社外取締役や監査役を含む全役員に取締役会の実効性に係る自己評価の記名式アンケートを実施

2017年
取締役の総員数を1名減員し11名に（社内取締役を1名減員）
筆頭社外取締役を設置
取締役会への報告事項の整理等を行うとともに、議論のさらなる活性化を図る施策を実行

2018年 取締役会の実効性に係る自己評価の集計、分析等に外部機関を起用
取締役の総員数を2名減員し9名に（社内取締役を2名減員）

2019年 取締役の総員数を1名減員し8名に（社内取締役を1名減員）
ガバナンス強化委員会を設置

2020年 機動的な意思決定のためのプロセスの見直し、および経営会議の新設
経営委員を執行役員に名称変更および執行役員会の位置付けの変更

2021年 ESG経営推進委員会を新設

2022年
業績連動型金銭報酬制度を導入
役員報酬の決定に関する方針を報酬制度の改定に伴い変更
業績連動型株式報酬制度を一部改訂

2023年 監査等委員会設置会社へ移行し、取締役会の実効性向上とモニタリング機能強化を図るとともに、社外取締役比率は50％に向上

● 組織体制の強化に関する最近の主な取り組み

機関設計の変更

 ・ 2023年6月21日の定時株主総会をもって監査等委員会設置

会社に移行

 �・�取締役会のモニタリング機能強化と執行側への権限移譲によ
る意思決定の迅速化を実現

�・� 計画的アジェンダセッティングを導入し、より長期的な企業
価値向上につながる事項の重点的な審議が可能に

● ESG経営の実装に関する最近の主な取り組み

体制の変更

 �・�ESG戦略本部を新設

 �・�ESG経営推進委員会をESG戦略委員会に改称。委員会は各

本部を代表する執行役員・グループ長と外部有識者で構成

し、ESGに関わる幅広いテーマを戦略的に討議

役員報酬体系への反映

��・�業績連動型株式報酬の指標の一つとしてESG指標を導入

取締役会構成の見直し

   ・ 取締役12名のうち6名が社外取締役に

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/concept/attempt/

Link
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● 機関設計の工夫

経営と執行の分離

当社では、重要な業務執行の決定権限を業務執行取締役へ

委任することで意思決定を迅速化するとともに、取締役会では

中長期経営戦略、人的資本や知的財産への投資等を含む経営

資源の配分、事業ポートフォリオに関する戦略の実行、 サステ

ナビリティ、重大リスクへの対処といった企業価値向上につな

がる事項を重点的に審議することで、取締役会の実効性向上

に努めています。

業務執行の体制としては、会長、社長、本部長である執行

役員などで構成される経営会議において取締役会付議事項を

含む重要な業務執行に関して審議を尽くした上で、重要な業務

執行の決定を委任された業務執行取締役である社長が決裁す

る体制を整えています。

監査等委員会の設置

当社は、一定数（3分の1以上）の独立社外取締役を含む取

締役会と、独立社外取締役が過半数となる監査等委員会を設

置し、監査等委員会の機能を有効に活用しながら経営に対す

る監督機能の強化を図り、また取締役会における議決権などを

持つ監査等委員である取締役にて構成する監査等委員会を設

置することにより、取締役会のモニタリング機能強化を図って

います。

指名諮問委員会および報酬諮問委員会の活用

当社は役員人事および報酬制度における審議プロセスの透

明性と客観性を高めるため、取締役会の諮問機関として、独立

社外取締役を過半数とし、委員長を独立社外取締役とする指

名諮問委員会および報酬諮問委員会を設置しています。両委

員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）および執行

役員の選解任や報酬に関わる重要な事項を協議し、取締役会

への報告または提言を行います。
取締役関連データ（2024年6月19日現在）

関連データ

定款上の取締役の員数 16名

定款上の取締役の任期 1年（監査等委員でない取締役）
2年（監査等委員である取締役）

取締役会議長 取締役会長

取締役の人数 12名

うち、社外取締役の人数 6名

女性取締役の割合 25%（12名中3名） 

両委員会の構成と各委員の出席状況（2023年度）

役位 氏名 指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会

委員長 筆頭独立社外取締役 田邊 栄一 6/6回 5/5回

委員 独立社外取締役 国谷 裕子 6/6回 5/5回

委員 独立社外取締役 兼原 信克 5/5回※ 3/3回※

委員 独立社外取締役
監査等委員 山田 辰己 5/5回※ 3/3回※

委員 取締役会長 長澤 仁志 6/6回 5/5回

委員 代表取締役社長・
社長執行役員 曽我 貴也 6/6回 5/5回

※2023年6月当該委員就任後の回数を集計しています

● 運用上の工夫

取締役会の規模・バランス・多様性

当社は、取締役会の全体としての知識、経験および能力のバ

ランス、多様性および規模に関する考え方を定め、取締役の知

識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリックスを取締役

の選任に関する方針および手続きと併せて開示しています。

取締役会の実効性向上のために

詳細は以下をご覧ください
指名諮問委員会規則

報酬諮問委員会規則

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy009.pdf

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy010.pdf

Link

詳細は以下をご覧ください
取締役会の規模・バランス・多様性に関する考え方

役員等の選任指名等に関する方針・手続

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy005.pdf

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy006.pdf

Link
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役位 氏名 性別

専門性 経験

取
締
役
会
出
席
状
況（
※
）

企
業
統
治
・
経
営
管
理

財
務
・
会
計

人
材

リ
ス
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ネ
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ト
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地
政
学
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R
・
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ス
テ
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テ
ィ

テ
ク
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ロ
ジ
ー
・
D
X

海
外
勤
務
経
験

取締役会長 長澤 仁志 男性 ● ● ● ● ● 英国 100％
（16/16回）

代表取締役社長・
社長執行役員 曽我 貴也 男性 ● ● ● ●

シンガポール
英国
タイ

100％
（16/16回）

代表取締役・
副社長執行役員 河野 晃 男性 ● ● ● ● 米国

英国
100％

（12/12回）

取締役・
専務執行役員 日暮 豊 男性 ● ● ● 英国 100％

（16/16回）

筆頭
独立社外取締役 田邊 栄一 男性 ● ● ● ● 英国 100％

（16/16回）

独立社外取締役 兼原 信克 男性 ● ● ●

フランス
ベルギー
米国
韓国

100％
（12/12回）

独立社外取締役 志濟 聡子 女性 ● ● ● 米国 ー

役位 氏名 性別

専門性 経験

取
締
役
会
出
席
状
況（
※
）

企
業
統
治
・
経
営
管
理

財
務
・
会
計

人
材

リ
ス
ク
マ
ネ
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メ
ン
ト

環
境
・
安
全

地
政
学

C
S
R
・
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・
D
X

海
外
勤
務
経
験

取締役
監査等委員 髙橋 栄一 男性 ● ● 米国 100％

（12/12回）

取締役
監査等委員 小杉 桂子 女性 ● ● シンガポール

英国
100％

（12/12回）

独立社外取締役
監査等委員 中曽 宏 男性 ● ● ● 英国

スイス
92％

（11/12回）

独立社外取締役
監査等委員 桑原 聡子 女性 ● ● 英国 100％

（12/12回）

独立社外取締役
監査等委員 山田 辰己 男性 ● ● ● 英国 100％

（12/12回）

取締役のスキル・マトリックス（2024年６月19日現在）と取締役会への出席状況 

取締役（監査等委員である取締役を除く。） 監査等委員である取締役

※ 期間は2023年4月1日から2024年３月31日まで。ただし2023年6月21日に取締役に就任された方は当該日以降に開催された取締役会へ
の出席状況を記載しています。 
なお、監査等委員会設置会社移行前の期間において、髙橋 栄一氏、中曽 宏氏、桑原 聡子氏は、当社の監査役に就任していましたが、当該
期間開催の取締役会4回のうち髙橋 栄一氏は4回、中曽 宏氏は3回、桑原 聡子氏は4回出席しました

取締役の所有株式数状況

取締役の選任に係る当社の指針等

詳細は以下をご覧ください

NYKレポート2024 P.072
https://www.nyk.com/ir/library/nyk/

Link

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/governance/

Link
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独立社外取締役の選任

当社は、社外取締役の独立性を実質面において担保するた

め、会社法に定める社外取締役の要件に加え、（株）東京証券

取引所が定める独立性基準を踏まえて取締役会が別途定める

社外役員の独立性判断基準を策定・開示しています。

また、取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢

献が期待できるよう、幅広い知識または高度な専門知識、高

い見識、豊富な経験、および出身分野における実績を有する

者を、独立社外取締役としています。

役員向けトレーニング

当社グループの中長期ビジョンの達成と持続的な企業価値

向上を図るために、ガバナンス機能の向上、公正取引等の法

令遵守に対する理解の深化、取締役会の実効性の確保を目的

として、社内外取締役、執行役員向けに社内研修および外部

講義の受講機会を提供しています。

具体的には、会社法、内部統制、リスク管理、コンプライア

ンス、危機対応や経営分析、財務戦略等の知識だけではなく、

時宜的な最新動向をテーマに掲げ、実践的な社内講義を行うと

ともに、「ビジネスと人権」やサステナビリティ情報開示への対

応など、サステナビリティの専門知識や技能に関しても外部講

義を積極的に利用しています。

トレーニングメニュー例 

• 監査等委員会設置会社における取締役会運営

• グループにおける取締役の法的責任と子会社不祥事へ

の対応

• これからのサステナビリティ開示への対応準備

• CSRDへの実務対応 ～本社と欧州拠点はどのように役

割を分担すべきか～

• ビジネスと人権 ～取り組みを進めるからこそ直面する

課題にどう向き合うか～

● 取締役会の実効性評価

当社は2015年度より、取締役会の実効性のさらなる向上を

目的として、全役員を対象に実効性に係る自己評価アンケート

を継続して実施しています。また、2023年度はアンケート結果

を踏まえた第三者アドバイザーによるインタビューを実施しま

した。

1） 2023年度実施概要

2023年度は、第三者アドバイザーの意見も考慮した上で選

定した、①「取締役会の構成と運営」、②「経営戦略と事業戦

略」、③「企業倫理とリスク管理」、④「業績モニタリングと経

営陣の評価・報酬」、⑤「株主との対話」の５つの大項目に関

する17問の質問に加え、社外取締役のみによる議論の場の必

要性と監査等委員会設置会社移行後の取締役会等の運営に関

するアンケートを実施しました。また、アンケート調査で得ら

れた課題認識・コメントについて、明確化・深掘りすることに

加え、改善策等について意見を得ることで、取締役会の実効

性をさらに向上させるための施策を明確化させることを目的に、

第三者アドバイザーによるインタビューを実施しました。

2） 実効性の評価結果

ⅰ概要

アンケートおよびインタビュー結果を元に議論を行った結

果、取締役会が適切に機能し、実効性が確保されていると判

断しました。2023年度においては、特に①「取締役会の構成

と運営」に関して、社外取締役に対して経営会議での議論内容

を説明する機会を設けたことや、取締役会の付議内容に関する

事前説明の場に議長が参加し社外取締役の視点を理解した上

で取締役会の議事運営を行ったことにより改善がみられ、取締

役会の実効性が向上しました。一方で、③「企業倫理とリスク

管理」においては、社会的に倫理観が大きく変化している中で

は、社外取締役による外部の視点での発言が重要であり、取

締役会としてもこのテーマにプロアクティブに取り組むことでさ

らなる体質改善を図っていく必要があることを認識しました。

ⅱ2023年度の取り組みに関して

監査等委員会設置会社への移行

重要な業務執行の決定権限を業務執行取締役へ委任するこ

とで意思決定を迅速化するとともに、モニタリング機能の強化

に取り組むために、当社は、2023年6月21日の定時株主総会

における決議により、監査役会設置会社から監査等委員会設

詳細は以下をご覧ください
社外役員候補者の推薦に関する独立性基準

https://www.nyk.com/sustainability/pdf/concept/policy007.pdf

Link
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置会社に移行しました。また、本移行により、「中長期経営戦

略」、「経営資源の配分」、「事業ポートフォリオ」、「サステナビ

リティ」、「重大リスクへの対応」といった企業価値向上につな

がる事項により時間を割いて審議することで、取締役会の実効

性を向上させることを意図していました。その評価については、

移行より1年と時間が限られており、十分な評価材料の蓄積が

ないとの意見もありましたが、否定的な意見はなく、さらなる

実効性向上の途上にあるものと認識しました。また、新たな脱

炭素戦略目標の設定や人材戦略等、中長期経営戦略やサステ

ナビリティに関する事項について重点的に審議する時間を設け

て議論を深めましたが、監査等委員会設置会社とした利点をさ

らに活かすためには、アジェンダの設定に改善の余地があると

認識しました。

2022年度に認識した課題「多様性・人材戦略等」について

当社が2023年3月に発表した中期経営計画のCX戦略（人

的資本のさらなる充実・グループ経営の変革・ガバナンスの

強化）に基づき、当社グループの歴史とありたい姿、および

CX2030ビジョンと戦略の全体像を示したCX Story、ならびに

アクションプランを作成しました。それらをもとに取締役会に

おいて議論を深め、提示された意見をもとにさらなる進化を図

るよう、執行側に指示をしました。

3） 2024年度の取り組み

監査等委員会設置会社の特色を活かし、引き続き意思決定

の迅速化を進めるとともに、モニタリング機能を一層強化して

当社の監査等委員会は、独立社外取締役3名を含む5名（う

ち女性2名）で構成されていて、株主の負託を受けた独立の機

関として取締役の職務の執行を監査しています。具体的には、

監査等委員会が定めた監査等委員会規則、監査等委員会監査

等基準に準拠し、監査方針、監査計画などに従い、内部統制

システムの整備・運用状況、業務基盤の整備状況、経営計画

諸施策の推進状況等について、重点監査項目を設定し、内部

監査部門と緊密な連携を図りながら、計画的に日々の監査活

動を進めています。また、取締役会など重要な会議へ出席す

るとともに、業務執行取締役および使用人などからその職務の

執行状況などについて説明を求め、意見を表明しています。グ

ループ会社については、その取締役または当社管掌部門などと

意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて、事業の報

告を受け、説明を求めています。さらに、グループ会社監査役

などと連絡会などを通じて連携を図り、グループ全体の監査品

質向上に努めています。また、監査等委員会の職務を補助し

その円滑な職務遂行を支援するため、監査等委員会室を設置

し、専任の事務局員として4名を配置しています。監査等委員

である社外取締役は、各分野における豊富な経験や高い識見

に基づき、取締役会、監査等委員会などの場において、それ

ぞれ独立した立場から意見を述べ、主要な業務執行取締役や

執行役員および会計監査人などからの報告聴取なども含む監

査活動を行うことにより、当社の健全で公正な経営に寄与して

います。

構成人数と監査役会／監査等委員会出席回数（2023年度）

役位 氏名 監査役会 監査等委員会

取締役
監査等委員

髙橋 栄一 100%（6/6回） 100%（11/11回）

小杉 桂子 ー 100%（11/11回）

独立社外取締役
監査等委員

中曽 宏 83%（5/6回） 91%（10/11回）

桑原 聡子 100%（6/6回） 100%（11/11回）

山田 辰己 ー 100%（11/11回）

いきます。改善の余地があると認識したアジェンダ設定におい

ては、議題と討議時期の選定を慎重に行い年間計画をより明

確にし、あらかじめ十分な議論の時間を確保することで、優先

順位が高い事項に対して効果的に取り組んでいきます。特に、

当社グループの財務状況や投資計画、市場の動向等を踏まえ

た資本政策、ロシア・ウクライナや中東での緊迫した情勢等に

より顕在化した地政学リスクに対する体制や、実効性評価で課

題として認識された企業倫理とリスク管理等について、取り上

げる予定です。また、2024年度末には、現行の取締役（監査

等委員である取締役を除く。）等に対する業績連動型株式報酬

制度の対象期間が満了するため、この機会に取締役等の報酬

制度の改善を図るべく、新しい報酬制度について討議する予定

です。

監査の体制
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当社は、議決権の尊重や株主の権利および平等性の確保、

株主の利益に反する取引の防止および禁止など、株主との関

係についてコーポレートガバナンス・ガイドラインに定め、公

表しています。

監査報酬の内容   

区分
2022年度 2023年度

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

提出会社 207 42 207 48

連結
子会社 107 0 117 0

計 314 42 324 48

（単位：百万円）

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は北村 嘉章氏、

隅田 拓也氏、柴田 勝啓氏です。各氏はいずれも有限責任監査

法人トーマツに所属しており、同会計士事務所の継続監査開始

年度は2007年度3月期、各氏の業務執行社員としての継続監

査年数は7年以内です。当社の監査業務に関わる補助者の構

成は、公認会計士14名、会計士試験合格者など4名、その他

54名であり、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行っています。

また、財務諸表監査および内部統制監査を受ける主要な海

外連結子会社は、主として当社の監査公認会計士などと同一の

ネットワーク（デロイト トーマツ グループ）に属する会計士事務

所を起用しています。   

なお、監査等委員会は、会計監査人の評価に関する基準を

定め、監査体制、独立性、職務遂行状況などの評価を実施の

上、会計監査人の選任もしくは、毎年の再任、不再任を決定

しています。

● 利益相反・関連当事者間取引 

当社は、当社役員と取引を行う場合、取締役会規則に基づ

き取締役会において決議し、当該取引後、重要な事実を取締

役会において報告することとしています。また、当社取締役が

役員を兼務する他法人との取引に一定の枠組みを定める目的

で、取締役会は3カ月ごとに兼務状況の報告を受け、取締役が

非完全子会社である他法人の代表取締役等に就任する場合は

取締役会の承認を要することとし、特別利害関係人を幅広く捉

え該当する取締役は、取締役会の決議に加わることができない

ものとしています。2024年3月末において議決権保有比率が総

議決権の10％を超える株式を保有する主要株主は存在しませ

んが、今後主要株主との取引が発生する場合の取引条件等は、

第三者との取引と同様に審議し決定します。

なお、コーポレートガバナンス・ガイドラインにも「株主の

利益に反する取引の防止及び禁止」を定めています。

● 政策保有株式の保有方針

当社は、保有する政策保有株式を縮減する方針で取り組んで

います。2015年11月に制定したコーポレートガバナンス・ガ

イドライン第5条第2項に従い、取締役会において、毎年、個

別の政策保有株式の保有につき、その目的・意義を、資本コ

ストをベースとする収益目標と、配当金・取引状況や事業活動

への効果等とともに総合的に検証し、削減に向けた取り組みを

決定しています。結果として2016年度末に56銘柄保有してい

た上場株式は、2023年度末までに27銘柄減り、29銘柄になっ

ています。

現時点で保有する政策保有株式は当社業績の安定に資する

長期的な取引関係が見込まれる重要取引先等で、関係維持ま

たは強化のための手段の一つとして妥当と判断するものです。

政策保有株式に係る議決権の行使にあたっては、一定の基

準に基づき、投資先企業の価値の毀損につながるものではな

いこと、および当社の企業価値向上への貢献の有無とその程

度を確認の上、議案への賛否を決定しています。特に、以下2

点については個別の基準を設け賛否の是非を検討します。

①剰余金の処分

 ・財務の健全性に大きな問題が生じないかどうか

 ・内部留保の適切な水準を著しく欠いていないかどうか
 ・�配当性向などから株主還元として一定の評価が見込まれるか
どうか

②取締役・監査等委員の選任議案

 ・�過去3年間赤字かつ無配、さらに業績改善の傾向にないと見

込まれているかどうか

 ・�違法行為などの重大な不祥事で業績に一定の影響があり、か

会計監査について 株主との関係
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● 業績連動型株式報酬制度

当社は、2016年度より、透明性・客観性の高い役員報酬制

度である業績連動型株式報酬制度を導入しています。

2022年度より、ESG経営をさらに加速し、中長期的に株主

との利害共有を図ることを目的に、株式報酬制度の内容を一

部改定の上、継続しました。

当社は、「役員等の報酬決定に関する方針」を定めるととも

に、会社の業績等の適切な評価を、執行役員を兼務する取締

役または執行役員等の報酬等に反映させることを「コーポレー

トガバナンス・ガイドライン」に明示しています。

役員報酬

つ再発防止策・改善案などが適切に開示されていないとみな

されるかどうか

 �・�上記に該当する場合で、格別の考慮すべき事情がないかど
うか

業績連動型株式報酬制度の概要

概要

業績連動型
株式報酬制度
の対象者

·  執行役員を兼務する取締役、会長執行役員を兼務しな
い取締役会長および一部を除く執行役員で、国内居住
の者

業績連動型
株式報酬制度
の対象期間

·  2022年4月1日から開始する3事業年度 
（2025年3月末日まで）
·  信託期間の延長が行われた場合には、以降の各3事業
年度

当社が拠出
する信託金の
上限額

·  3事業年度を対象として、合計16億円（信託費用等を
含む。）

取締役等が
取得する当社
株式等の数の
上限および
当社株式の
取得方法

·  上限となる株式数は3年間合計300万株（ただし、2022
年10月1日の株式分割後を基準とした株式数であ
り、分割前においては100万株）で、発行済株式の総数
（2022年3月31日時点、かつ、自己株式控除後）に対す
る割合は約0.6%
·  当社株式は、株式市場から取得予定のため、希薄化は
生じない

取締役等が
取得する当社
株式等の数の
算定方法等

·  役位固定部分と業績連動部分とに分けて算定
·  業績連動部分にかかる株式数を算定するための指標： 
配当込み当社TSR（株主総利回り：Total Shareholder 
Return）および当社が掲げるESGに関する考え方を踏
まえた当社独自のESG指標
·  業績連動係数は下記指標の達成度に応じ、0～2.0の範
囲で変動
① 株価指標：相対TSR（対TOPIX成長率および競業他
社TSR）
② 非財務指標：「NYKグループESGストーリー」に基
づく「安全・環境・人材」の各マテリアリティへの取
り組みの進捗状況とコンプライアンスの遵守状況
を、報酬諮問委員会にて定性的・定量的の両側面か
ら協議し総合的に達成度を評価し取締役会で決定

取締役等に
対する当社
株式等の
交付等の時期

役位固定部分
毎事業年度終了後
ただし、交付後3年間は譲
渡制限あり

業績連動部分 3事業年度終了後

● 業績連動型金銭報酬制度

当社は、短期的な業績達成へのインセンティブを高め、企業価

値向上に資する仕組みとすることを目的に、基本報酬とは別枠で、

「業績連動型金銭報酬制度」を2022年度より導入しました。

業績連動型金銭報酬制度の概要

概要

業績連動型金
銭報酬制度の
対象者

·  執行役員を兼務する取締役および一部を除く 
執行役員

業績連動型金
銭報酬制度に
関する金員の
上限

·  1事業年度あたり3億円

業績達成条件
の内容

·  業績連動指標は連結経常利益および連結ROE
·  業績連動指標にかかる達成度を測る際の基準値は、
原則として当社の中期経営計画で掲げる目標値
·  それぞれの達成度に応じ、業績連動係数は0~2.0の範
囲で変動

取締役等に
対する金銭の
支給時期

·  毎事業年度終了後

考え方
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）等の報酬枠の概略図

報酬構成のイメージ図

（注1）  基本報酬額の総額年額510百万円以内のうち、社外取締役分は総額で年額150百万円
以内です

（注2）  業績連動型株式報酬の金額については、当社が拠出する信託金の上限額です

（注3）  業績連動型金銭報酬制度および業績連動型株式報酬制度の対象者には、一定の要件を
満たした執行役員も含んでおり、上記の上限額はそれら執行役員も含めた各制度の対
象者全員にかかる上限額です

（注4）  国内非居住であることによって業績連動型株式報酬制度の対象外となる者にかかる分
を含みません

（注）上記割合は、各ケースにおける想定値で、役位により変動します

基本報酬 業績連動型
金銭報酬

業績連動型
株式報酬

510百万円／年 3億円／年 16億円／3年

業績達成度
業績連動係数
上限（＝2.0）

業績達成度
業績連動係数
下限（＝0）

業績達成度
業績連動係数
標準（＝1.0）

〈固定報酬〉

75%

50%

50%

50%

12.5%

25%

25%

37.5%

50%

100% 125%

〈業績連動型変動報酬〉

金銭 金銭 株式

基本報酬 業績連動型
金銭報酬

業績連動型
株式報酬

金銭 株式

基本報酬 業績連動型
株式報酬

金銭 金銭 株式

基本報酬
業績
連動型
金銭
報酬

業績連動型
株式報酬

 業績連動型金銭報酬の支給および業績連動型株式報酬の交付等のイメージ図

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度以降

譲渡制限期間（3年）

譲渡制限期間（3年）

譲渡制限期間（3年）

職務執行 職務執行

業績連動型金銭報酬

（各事業年度）
· 連結経常利益
· 連結ROE

· 3年間TSR
· ESG指標（3年間の達成度）

業績連動型株式報酬

役
位
固
定
部
分

業
績
連
動
部
分

職務執行＋業績評価 職務執行＋業績評価

支
給
額
確
定

株
式

株
式

株
式

株
式

金
銭

金
銭

金
銭

金
銭

支
給
額
確
定

支
給
額
確
定

金
銭
支
給

金
銭
支
給

金
銭
支
給

職務執行＋業績評価

職務執行

職務執行+達成度評価

ポ
イ
ン
ト
付
与

ポ
イ
ン
ト
付
与

ポ
イ
ン
ト
付
与

ポ
イ
ン
ト
付
与
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ガバナンス
コーポレート・ガバナンス

役員報酬

考え方

コーポレート・ガバナンスの体制

コーポレート・ガバナンスに関する
基本的な考え方

取締役会の実効性向上のために

監査の体制

会計監査について

株主との関係

内部統制

責任と体制

財務報告に係る内部統制

内部監査活動

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

（注1） 当社は、2023年6月21日開催の第136期定時株主総会の決議により、監査等委員会設
置会社へ移行しています。取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する報酬等に
は、当事業年度に退任した3名を含む監査等委員会設置会社への移行前における取締役
に対する報酬等を含んでいます。監査等委員である取締役に対する報酬等は監査等委員
会設置会社移行後の期間に係るものであり、監査役に対する報酬等は監査等委員会設
置会社移行前の期間に係るものです

（注2） 金銭報酬の額は業績連動型金銭報酬制度に基づく報酬額であり、株式報酬の額は業績
連動型株式報酬制度に基づく報酬額です

役員報酬等の総額（2023年度）

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
人数
（名）基本報酬 金銭報酬 株式報酬

固定 業績連動 役位固定 業績連動
取締役（監査等
委員である取
締役を除く。）

454 328 31 74 19 10

（うち、社外取
締役） （57） （57） （－） （－） （－） （4）

監査等委員
である取締役 112 112 － － － 5

（うち、社外取
締役） （44） （44） （－） （－） （－） （3）

監査役
（うち、社外監
査役）

26 26 － － － 4

（6） （6） （－） （－） （－） （2）

報酬等の総額が1億円以上である者の報酬等の総額等（2023年度）

氏名 役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬 金銭報酬 株式報酬

固定 業績連動 役位固定 業績連動

長澤 仁志 取締役 112 94 － 17 －

曽我 貴也 取締役 133 75 17 29 10

当社グループは、取締役会を補佐する機関として社長を委員

長とする内部統制委員会を設置しています。報告の信頼性、法

令遵守、業務の有効性・効率性、資産の保全の4つを目的と

する内部統制の状況を確認し、問題を発見した場合には関係

する部門が適切かつ効率的に内部統制の運用に取り組むよう

是正措置を講じます。

内部統制

〈内部統制に関する主要な委員会〉

・内部統制委員会
・リスク管理委員会
・コンプライアンス委員会
・安全・環境対策推進委員会

取締役会
（内部統制システムの整備の決定）

業務全般

内部統制委員会
（内部統制システムの整備と運用状況のモニタリング）

リスク管理委員会
（経営に重要な影響を与えるリスクの把握と管理状況の評価）

● 内部統制委員会

内部統制委員会では、当社および当社グループ全体を対象と

する主要な内部統制活動をモニターし、内部統制上の課題を

抽出・確認しています。また、内部統制活動の実効性を確保す

るための内部統制に関する方針を策定し、取締役会が内部統

制システムの整備を決定します。

具体的には、全社統制を行うコーポレート部門と横断的な

統制機能を担う社内委員会・会議の活動状況をモニターする

ことで内部統制システムの運用状況を確認し、今後の内部統制

活動の方針を審議・策定しています。

2023年度は、内部統制において重要と考える主要な分野の

体制と運用状況を再点検した上でその有効性を評価し、内部

統制上の重大な不備がないことを確認しました。

当社グループの財務報告に係る内部統制については、内部

統制報告制度（金融商品取引法の規定による）の実施基準に準

拠し、適正な会計処理と財務報告のための方針、業務規程等

を定めるとともに、内部統制報告制度や情報開示に係る委員

会が財務報告の適正性を確保するための体制を整備し、運用

しています。

責任と体制

財務報告に係る内部統制
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ガバナンス
コーポレート・ガバナンス

役員報酬

考え方

コーポレート・ガバナンスの体制

コーポレート・ガバナンスに関する
基本的な考え方

取締役会の実効性向上のために

監査の体制

会計監査について

株主との関係

内部統制

責任と体制

財務報告に係る内部統制

内部監査活動

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

当社およびグループ会社における経営管理・運営の制度と

業務の遂行状況を、合法性と合理性の観点から検討・評価し、

改善への助言・提言等を通じて会社資産の保全および事業経

営の有効性と効率性の向上を図ります。内部監査計画は、社

長および監査等委員会の承認を取得します。監査の実施にあ

たっては、監査等委員と定期的に意見交換し、関係部門とも事

前に問題点を確認することで、監査の効率と有用性を高めてい

ます。また、内部監査部門が社内外の取締役に対して内部監

査状況について適切に直接報告を行う仕組みを構築し、取締

役との連携を確保し、取締役会へ報告しています。

● 国内監査

内部監査室は、当社および国内グループ会社各社を監査活

動対象として事業監査を定期的に実施し、経費・会計・勤怠

データの分析による外れ値の検出など、データ監査の手法を

継続的に進化させています。

専門的な知識と人材が求められていることから、郵船ロジス

ティクス（株）から内部監査人が当社に出向しており、また、外

部人材も積極的に登用するなど、多面的な知見の活用と内部

監査人が相互に新たな監査手法の共有と理解促進に努めるこ

とで、監査の品質向上を図っています。

2023年度は本社各部門・支店、グループ会社を対象にした

監査を年間24件実施しました。

また、社内の関係部署と連携し監査スコープの深化とフォ

● 海外監査

海外で対象となるグループ会社に対しては、海外4拠点に所

属する内部監査人が定期的に事業監査を実施しています（2023

年度は65件実施）。

監査指摘事項は、本社の担当役員などへ報告し事業別に指

導・監督される一方、海外地域統轄責任者への報告も行い、

地域ごとの内部統制機能の底上げを図っています。

内部監査室と海外監査人は、同じフィロソフィーやルールに

よる監査、会計データ分析の実施を通じて、当社グループ全体

の内部統制の向上に貢献しています。

ローアップの実効性向上に取り組んでいます。内部監査活動
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ガバナンス
リスクマネジメント

日本郵船グループの定期船事業や航空運送事業、物流事業、

自動車事業、ドライバルク事業、エネルギー事業、その他事業

における事業活動や業績は、世界各地の経済や政治情勢、環

境規制、安全・保安体制などの社会的な要因や、自然災害、

技術革新などの影響を受ける可能性があります。

当社グループは、「当社グループの継続的成長にとって影響

を与えうる不確実性」をリスクと定義し、リスク管理方針およ

びリスク管理規則に基づいたリスク管理体制を構築してリスク

の特定、評価、対応方針の策定を行うことにより、リスクの発

生を防止するよう努めています。万一リスクが発生した場合は、

これを回避・低減するため、人命に影響を与える事項への対

処を優先しつつ、発生したすべてのリスクについて適時・適切

に情報を把握し、被害の拡大防止と速やかな復旧などに努めて

いきます。

当社グループは、リスク管理方針およびリスク管理規則に基

づき、リスク管理委員会を年2回実施し、当社の経営に大きな

影響を与えうる重要リスクの管理状況の報告と評価を行い、そ

の結果を取締役会に報告します。社長を委員長、各本部長と

ESG戦略副本部長をメンバーとするリスク管理委員会では、事

業の本質を最もよく理解する各事業部門の定性的・定量的評

価と各本部からの報告を基に重要リスクを特定するとともに重

リスク管理委員会では毎年、「重要リスク」の中から当社グ

ループの事業継続に重大な影響を与えうる「最重要リスク」を

選定しています。「最重要リスク」には、コンプライアンスリス

ク、重大事故などのオペレーションリスク、サイバーリスク、自

然災害などの災害や気候変動への対応に関するリスクがありま

す。また、当社グループの経営に大きな影響を与えうる「重要

リスク」には、戦略リスクや市況変動リスク、オペレーショナル

リスク、財務と会計リスク、人権リスク、新型コロナウイルス感

染症などの感染症リスクなどがあります。

ガバナンス

取り組み

要リスクごとにリスク対応の推進役となる本部を決定し、グルー

プ全体のリスク低減活動を推進します。

リスク管理体制図

リスクマップ

各本部にて
リスク管理

リ
ス
ク
管
理
委
員
会

リ
ス
ク
管
理
委
員
会

内
部
統
制
委
員
会

当年度リスク
管理評価

次年度重要
リスク候補一覧

次年度
リスクマップ

重要リスク
候補提出

● 重大事故

● 重大な法令違反

● 為替変動

●  サイバー 
リスク

● 需給バランス変動

● 気候変動リスクへの対応

● 燃料価格変動

● 人権侵害リスク

● 経済制裁への違反・抵触

● 本社／主要な事業拠点の機能不全

影
響
額

頻度

最重要リスクと重要リスク 情報セキュリティ対応

取り組み

情報セキュリティ対応

災害時などの対応

ガバナンス

全社的リスク管理

最重要リスクと重要リスク

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメント

当社グループは、手口の巧妙化と種類の多様化が進むサイ

バーアタックに備えた多層防御の継続的強化の実施に加えて、

100%の防御は不可能という視点から被害の迅速な復旧に主眼

を置く「サイバーレジリエンス」に基づく対策構築と、クラウ

ド化やテレワークに応じたネットワークの境界防御に依存しない

「ゼロトラスト」ベースの対策構築を進めています。

具体的には、MFA（Multi-Factor Authentication）、EDR（Endpoint 

Detection and Response）などのセキュリティ機能をグループ全

体に導入していくと同時に、クラウド化による障害・災害時のリ

スク低減、GSOC（Global Security Operation Center）による世

界中の陸海情報機器を24時間365日常時監視する体制を作り、

不正侵入の早期発見と迅速対応により被害の極小化を目指して

います。加えて、CSIRT（Computer Security Incident Response 

全社的リスク管理
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ガバナンス
リスクマネジメント

取り組み

情報セキュリティ対応

災害時などの対応

ガバナンス

全社的リスク管理

最重要リスクと重要リスク

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメント

Team）を世界各地域に組成してそれぞれをグローバルに連携さ

せ、事故発生時にIT部門のみならず社内各部署と迅速に情報

共有がなされマネジメントによる適切な意思決定につながる仕

組みを構築しています。ガバナンス面では、AIなどの新技術に

対応するために情報セキュリティ関連の規定を定期的に更新し

ており、グループ全体に共有することでセキュリティを確保して

います。

すべての取り組みの基盤となる社員のセキュリティリテラシー

をグループ全体で向上させるべく、①教育プラットフォームによ

るeラーニング、②サイバーアタック訓練、③グローバルセキュ

リティアセスメントを定期的に実施しています。

当社グループは、サプライチェーンを支える社会的役割を

継続して果たすことを目的に、自然災害（地震や洪水、富士山

噴火など）や感染症リスクを想定したBusiness Continuity Plan

（以下、BCP）を策定しています。

コロナ禍を契機に多様化する働き方への対応として、IT機器

の整備などを通じてリモート環境からでも勤務可能な体制を構

築しています。また有事でのコミュニケーションの円滑化およ

び初動対応の迅速化などを目的に、災害対策用携帯アプリを

自社開発し配布するなど、一定の水準で事業を継続するため

の体制・仕組みも整備しています。   

当社では2006年にBCP文書を策定以降、毎年文書内容の

整備・拡充を実施しており、今後も定期的にその内容などを

確認・修正することで、BCPの実効性向上を図るとともに、有

事を想定した社員参加型訓練や新入社員向け研修でのBCP講

義を継続的に実施し、全社員が共通理解の下、実効性の高い

BCPが実行されるよう努めています。

● 重大事故対応訓練

当社は、毎年船舶の重大事故対応訓練を実施しています。

船舶の種類や大きさ、事故、トラブルの内容を毎回変更し、実

際の事故が発生した時にも臨機応変な対応ができるようにして

います。訓練では、官公庁やお客さまなど、さまざまなステー

クホルダーの皆さまにご協力をいただき、事故発生後の対策本

部の立ち上げ、関係先への連絡、負傷者の救助その他の事故

対応とともに、事態の進展に合わせたプレスリリースによる情

報開示など、実践的な内容で実施しています。訓練を通して、

社会に対して迅速かつ的確に情報開示することの重要性を再確

認しています。

災害時などの対応
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ガバナンス コンプライアンス
コンプライアンス

当社グループのバリュー（企業理念を実現するために、社員

が共通して持つべき価値観）の一つである「誠意」とは、相手

を尊重し、相手の立場を徹底的に考え抜くことです。コンプラ

イアンスの文脈では「人権尊重・法令順守を徹底した上ですべ

てのステークホルダーの立場を考え抜き、高い倫理感を持って

事業活動を行うこと」であり、当社グループはこれを日本郵船

グループ企業行動憲章に定めています。

2024年6月現在、当社グループでは、コンプライアンスに関

する体制として主に下記を整備しています。

•  当社グループの企業理念、企業行動憲章を定め、役職員に適

用される行動規準、社規則等を制定し、内部通報制度を整備

•  コンプライアンスに関わる体制整備と活動を統轄するチーフコ

ンプライアンスオフィサー（CCO）を設置し、コンプライアンス

委員会がコンプライアンス状況を評価

•  子会社等においても同様の体制整備を促進

すべての役員・従業員が個々の行動において、健全なコンプ

ライアンス（法令、社内規則、企業倫理・社会規範の遵守）意

識を持って日々の業務を遂行できるよう、当社グループでは、

グループ企業理念とグループ企業行動憲章を具体化した「日本

郵船株式会社 行動規準」を整備しています。行動規準は、役

員および従業員が守るべき正しい行動の指針として周知徹底を

図っています。

行動規準は、事業環境や社会情勢の変化に合わせ、定期的

ガバナンス

取り組み

コンプライアンス総点検活動

コンプライアンス教育

内部通報窓口

内部通報窓口の周知

独占禁止法等の遵守

贈収賄禁止の徹底

政治献金

税務コンプライアンス

ガバナンス

日本郵船株式会社 行動規準

コンプライアンス委員会

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

日本郵船グループのコンプライアンス体制図 コンプライアンス強化に向けた主な取り組み

※1 常勤監査等委員へ定期的かつ必要に応じ適時報告
※2  当社グループ従業員を対象とした、コンプライアンスに関わる懸念・問題の相談窓口。
聞き役は従業員5名（男性3名、女性2名）と外部弁護士1名

郵船しゃべり場※2

社外相談
通報窓口

グループ会社
役員・従業員
など（国内）

本社役員・
従業員など

グループ会社
役員・従業員
など（海外）

コンプライアンス委員会（委員長：社長）

チーフコンプライアンス
オフィサー

チーフコンプライアンス
オフィサー代理

法務・フェアトレード
推進グループ

グループ長・室長・支店長
（コンプライアンス責任者）

リージョナル
ガバナンス

オフィサー（海外）

監査等委員

※1

年 取り組み

1997 グループ企業行動憲章の制定

1999 行動規準の制定

2002 チーフコンプライアンスオフィサーの設置

2005 グループ企業理念の制定

2006 内部統制委員会の設置

2008 独占禁止法タスク・フォースの設置

2013 独禁法遵法活動徹底委員会の設置

2016 • 新規事業立ち上げ時における外国公務員贈収賄防止対策の導入
• 行動規準の改正

2017 行動規準への誓約書の導入

2020 コンプライアンス関連規則の改正

2023
• グループ企業理念の改正
• グループ企業行動憲章の改正
• 行動規準の改正

日本郵船株式会社 行動規準
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に見直しを行っています。改訂時には、内容の理解を深めるた

めのガイドブックを配布するとともに、社内で説明会を開催し

ています。また、役員および従業員が行動規準で定められてい

る内容をきちんと理解し、行動しているかを確認する機会とし

て、年に一度、行動規準の遵守に関する「誓約書」の提出を

求めています。

コンプライアンス委員会では、コンプライアンス年度実施計

画や活動方針のほか、コンプライアンスに関する重要な事項の

審議・決議を行っています。同委員会は年2回開催され、審議

事項は取締役会を通じて社外役員に報告しています。

当社グループでは毎年9月をコンプライアンス強化月間と定

め、役員・従業員等が自らの行動や業務プロセスを見直すこ

とを目的としたコンプライアンス総点検活動を推進しています。

活動の一つとして「コンプライアンスDAY」を設け、チーフコン

プライアンスオフィサーからのコンプライアンスに関する意見の

発信と、弁護士によるコンプライアンス研修を行うタウンホー

ルミーティングを、当社およびグループ会社に対し生配信で実

施しています。

取り組み

当社では、グループ会社を含む従業員のコンプライアンス意

識のさらなる徹底とコンプライアンス実践に必要な知識・情報

の周知を図るため、各種コンプライアンス教育・研修を継続的

に実施しています。

2023年度も、新たに当社および当社グループ会社に入社し

た従業員向けに、ESG研修の一内容として当社行動規準をベー

スとしたコンプライアンス教育を実施しました。また、海外赴

任時には競争法・贈収賄禁止法・経済制裁法・コンプライア

ンス研修を、グループ出向時のマネジメント研修として取締役

の義務と責任・コンプライアンス研修を実施するなど、従業員

の階層別にもきめ細かい教育・研修を実施しています。

コンプライアンス強化月間である毎年9月には、当社および

国内グループ会社全従業員を対象に、対面およびオンラインの

ハイブリッド形式によるコンプライアンス研修を実施し、当社グ

また、当社においては役員・従業員等一人ひとりに行動規準

への誓約を改めて確認し、コンプライアンス意識調査を行って

います。意識調査の結果は社内にフィードバックすることでコ

ンプライアンス意識のさらなる向上を図っています。

2023年度の行動規準への誓約については当社役員・従業員

（派遣・他社からの出向者含む）のうち2,108 名を対象に確認

を実施し、その100％から誓約の回答を得ました。2023年度

コンプライアンス意識調査については2,107名を対象に実施し、

回答率は92.26%でした。

ループ全体のコンプライアンス意識の浸透に努めています。ま

た、対話形式を取り入れたワークショップ型研修を新たに導入

するなど、教育・研修の機会を増やしています。

当社役職者向けには、過去に発生した事案を教材にして、

企業不祥事の再発防止を目的とした研修を行っています。こ

の研修は、過去の事案を組織の知見として取りまとめ、組織

的学習として今後の経営に活かす未来志向型の Institutional 

Memory研修であり、将来にわたる学びとすることを目指して

います。

また、リスクの高い特定の事業部門へ向けた研修の強化も

行っており、個別に競争法研修や本船オペレーター向けの贈収

賄防止研修を実施しています。

海外グループ会社に対しては、現地弁護士を講師とし、そ

れぞれの地域性を踏まえた競争法・贈収賄禁止法・経済制裁

法・コンプライアンス研修等を内容とする教育・研修プログラ

ムを継続的に実施しています。2023年度は23カ国で2,027名

が研修を受講しました。

加えて、国内外のグループ会社を対象としたeラーニングを実

施しています。競争法、贈収賄禁止法、経済制裁法、コンプラ

イアンスをテーマに日本語・英語・中国語で展開し、2023年度

の受講者は8,415名で、対象者受講率は95.8%でした。

コンプライアンス総点検活動

コンプライアンス教育

取り組み

コンプライアンス総点検活動

コンプライアンス教育

内部通報窓口

内部通報窓口の周知

独占禁止法等の遵守

贈収賄禁止の徹底

政治献金

税務コンプライアンス

ガバナンス

日本郵船株式会社 行動規準

コンプライアンス委員会

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス委員会
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内部通報制度および窓口の周知のため、コンプライアンス研

修での説明や社内掲示板、当社グループのイントラネット、グ

ループ報への掲載、ポスター掲示、全従業員へのメール案内

を行っています。また、毎年当社の全従業員を対象として実施

しているコンプライアンス意識調査において、各内部通報窓口

や内部通報受付後の流れに関する認知度の調査を行い、内部

通報制度の浸透度を確認しています。

内部通報窓口の周知

取り組み

コンプライアンス総点検活動

コンプライアンス教育

内部通報窓口

内部通報窓口の周知

独占禁止法等の遵守

贈収賄禁止の徹底

政治献金

税務コンプライアンス

ガバナンス

日本郵船株式会社 行動規準

コンプライアンス委員会

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

● 海外ヘルプライン

海外のグループ会社では、地域ごとにリージョナルマネジメ

ントオフィスが、外部業者により運営される内部通報窓口を設

置しており、海外のグループ会社の役職員等が利用することが

できます。

● 競争法・贈収賄専用窓口

競争法・贈収賄専用窓口は、独占禁止法等の競争法や贈収

賄に関する通報・相談を受け付けています。当社および国内・

海外のグループ会社の従業員、役員、退職者（退職後1年以内）

が利用できます。

内部通報受付後の流れ

相談者
本社およびグループ会社の役員・従業員、退職者等

調査対応部署
法務・フェアトレード推進グループ

チーフコンプライアンスオフィサー

内部通報窓口
• 郵船しゃべり場
• 社内HOTLINE

• 外部業者により運営される相談窓口
• ハラスメント関連相談窓口

• 海外ヘルプライン
• 競争法・贈収賄専用窓口

調査結果の
フィードバック

相談・通報

調査結果の
フィードバック

報告

指示報告

内部通報窓口の社内認知度（2023年度）

内部通報窓口 社内認知度

郵船しゃべり場 95.2

社内HOTLINE 49.8

外部業者により運営される相談窓口 34.3

ハラスメント関連相談窓口 70.8

競争法・贈収賄専用窓口 67.3

どの窓口も知らない 1.4

（単位：％）

● 国内ヘルプライン

当社グループ（国内）では、職場での不正やハラスメント、

法令違反などコンプライアンスに関わる懸念・問題の相談先と

して、従業員や外部弁護士が聞き役となる「郵船しゃべり場」

や社内HOTLINE、外部業者により運営される相談窓口、ハラ

スメント関連相談窓口など、複数の相談窓口を設けています。

国内ヘルプラインの一つである「郵船しゃべり場」では、社外

弁護士を含む6名の聞き役がコンプライアンスに関わる相談・

通報を幅広く受け付けており、現在グループ会社約66社が利

用しています。

国内ヘルプラインは、当社グループの従業員等※と役員、退

職者（退職後1年以内）が利用可能です。

届いた相談に対しては、当社の調査対応部署が、相談者が

不利益を被らないこと、および相談者が望む場合はその秘匿

を第一としながら真摯に対応し、職場環境の改善につなげて

います。

※ 従業員等：従業員（有期社員、出向社員、無期転換社員、派遣社員を含む）および各事業所
においてその業務の執行に直接または間接に携わる者（業務委託契約または請負契約に基
づき、業務の執行に間接に携わる者を含む）

内部通報窓口
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海運自由の原則（公海における自由航行、領海内における無

害航行）が支配する外航海運業は、市場の参入と退出が自由で

あり、競争激化に陥りやすいため、その弊害である安定輸送網

の断絶、途上国海運・産業の競争力の喪失などの負の面を軽

減すべく、ある一定の条件の下、独占禁止法適用除外の扱い

を受けてきました。

現在は、そのような法的保護は縮小する一方で、社会インフ

ラとしての責任を全うするため、寄港頻度と多様な航路網の維

持を目的として船社間での協調配船が行われており、競合他社

と接触する機会が多く存在する業種であるといえます。

こうした業種特性を踏まえ、当社グループでは従前より「独

占禁止法等遵法徹底委員会」を設置し、独占禁止法対応を主

眼に、贈収賄関連法令、経済制裁法を含めた当社グループ内

の法令遵守の徹底に努めてきました。2019年3月には、同委

員会の名称を「遵法活動徹底委員会」とし、特定の法令のみ

ならず、法令全般および各種許認可なども含めた遵法の徹底を

図っています。

● 違反への対応

当社グループは、2012年9月以降、自動車などの貨物輸送

に関して独占禁止法違反（および海外競争法）の疑いがあるとし

て、複数の競争当局より調査を受けておりました。

また、当社および一部の海外現地法人は、複数の地域にお

いて損害賠償請求訴訟（集団訴訟）を提起されています。この

ような事態を真摯に受け止め、グループ役員・従業員※一人ひ

とりの意識を高めるべく独占禁止法遵守を再徹底するための体

制構築および活動を推進しています。

取り組み

コンプライアンス総点検活動

コンプライアンス教育

内部通報窓口

内部通報窓口の周知

独占禁止法等の遵守

贈収賄禁止の徹底

政治献金

税務コンプライアンス

ガバナンス

日本郵船株式会社 行動規準

コンプライアンス委員会

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

※社員に加え、他社からの出向者および派遣社員を含む

再発防止に向けた施策（2013年から継続）

•  遵法活動徹底委員会の開催（毎年開催）

　－  社長を委員長とし、取締役、執行役員、監査役、

海外地域統轄会社の地域長※1・本社のグループ長、

各グループのコンプライアンス担当者が参加

　－  2023年は9月に実施。独禁法等遵法徹底委員会よ

り数えて、2023年9月までに合計18回開催

•   国内外グループ会社を含む全事業部門のリスクアセス

メント実施、ガイドライン策定

•  独占禁止法・競争法遵守に関する誓約書の取得

•   業界会合届出制度※2を本社・国内外子会社の役員・従

業員を対象に導入

※1  ガバナンス強化策の一環で、2020年度より海外4極の地域統轄会社のリージョナル
ガバナンスオフィサーにも対象を拡大

※2  同業他社と接する機会を限定し、必要な会合に参加する場合は、事前の届け出およ
び事後の面談内容の報告を行うよう定めた制度

通報結果

年度

2020 37

2021 55

2022 50

2023 50

通報内容

ハラスメントの疑い 12

職場環境（人間関係含む） 1

労働関係 7

その他法令、社規則違反の疑い 6

その他 24

（注1） 上記には、グループ会社が独自に設置した内部通報窓口に対する通報は含まれていませ
ん。当社で取りまとめてはいませんが、グループ会社で発生した重大なコンプライアンス
事案については全件チーフコンプライアンスオフィサーに報告されることになっています

（注2） 上記件数には外部通報窓口への通報も含まれていますが、そのうち、通報者が会社への
共有を望まなかった通報については、会社による調査対応は行われていません

（単位：件）

（単位：件）

（1）通報件数

（2）通報内訳（2023年度）

（3）標準処理期間（土曜日・日曜日・祝日を含む）
内部通報窓口が通報を受領した日から、調査を完了し通報者に結果のフィード
バックを行うまでに要する日数：平均80日　
なお、通報の内容や調査対応部署の繁忙状況などによって処理期間は変動するた
め、実際のケースでは、数日で終わることもあれば、1年以上かかる場合もあり
ます。

独占禁止法等の遵守
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当社グループは各国の法令を遵守し適正な納税義務を果た

すことが社会的責任であるとの認識の下、税務コンプライアン

ス向上に努めています。

近年、企業の活動実態と各国の税制や国際課税ルールとの

ずれを利用した課税回避行為が問題視されています。これに対

処するOECDによるBEPS（Base Erosion and Profit Shifting）プ

ロジェクトなど国際的な税務フレームワークに対応することが

税務の透明性の確保に不可欠であり、対応を進めています。

● 反贈収賄に関する第三者認証

当社は、ビジネスにおけるコンプライアンス遵守に関する国

際的な認証機関であるEthixbase360によるTcertification適

正審査に合格し、認証を取得しています。今後も、国際的な

商業取引における公正かつ透明な適性取引に努めていきます。

法務関連のリスク管理体制

新規投資判断および事業の検討にあたっては、独占

禁止法・贈収賄・経済制裁に関する確認のため、法務

部門でのスクリーニングとデューディリジェンスを行

うなどのリスク管理体制を整えています。

当社は、特定の政治団体や政治家を支持または支援するこ

とを目的とする政治活動を行いませんが、諸外国の制度と比較

した上で、税制など国際的な競争条件の均衡化に向けた働き

かけ等を行っています。この活動にあたって、政治・行政との

透明性のある、正しい関係を維持するために、以下2点を徹底

しています。

•  政治資金規正法などの関連法規ならびに社規則を社内に周知

徹底

•  献金については、渉外担当役員ならびに必要に応じて関係役

員に報告・確認し、社内基準に則った手続きを経て、献金

先・献金額を決定

● 贈収賄デューディリジェンスの実施

当社グループは、2016年4月に外国公務員贈収賄防止対策

の体制を確立しました。高リスク国での新規事業を検討する

際には、法務部門がパートナーや代理店候補に贈収賄関連の

問題がないかスクリーニングを行い、契約締結時には贈収賄

禁止条項の織り込みなどについて提言・確認をしています。

当社グループは日本国不正競争防止法（外国公務員贈賄

罪）、米国海外腐敗行為防止法、英国贈収賄防止法などの各

国贈収賄防止法に対応するため、2014年1月に贈収賄禁止に

関する基本方針およびガイドラインを整備しました。2015年度

より国内外の従業員を対象に、贈収賄禁止に関する研修を実

施し、2021年より対象の部門に特化したファシリテーションペ

イメントに関する研修を行っています。また対象の部門にて運

航船および第三者代理店に対して注意喚起のレターを送付し、

現場での贈収賄および第三者を通じた贈収賄の禁止に向けた

取り組みを継続的に行っています。

また、海運業界全体における公正な取引の実現に向けて、

腐敗排除・防止を目的とした活動を行っているグローバルネッ

トワークであるMaritime Anti-Corruption Network（MACN）

に、2015年度より加入しています。加入以降、MACNとの連

携を強化し、2020年からは贈収賄防止の実効性を高めるため

に、MACNのヘルプデスクを活用する取り組みを行っています。

政治献金

税務コンプライアンス

取り組み

コンプライアンス総点検活動

コンプライアンス教育

内部通報窓口

内部通報窓口の周知

独占禁止法等の遵守

贈収賄禁止の徹底

政治献金

税務コンプライアンス

ガバナンス

日本郵船株式会社 行動規準

コンプライアンス委員会

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

Tcertification
ID：TC3182-6961
有効期間：2024年1月15日～2025年1月14日

贈収賄禁止の徹底
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ガバナンス 株主・投資家との対話
株主・投資家との対話

当社は、株主・投資家をはじめとするステークホルダーに、

適時適切に情報を開示するとともに、双方向のコミュニケー

ションを積み重ねることが、当社の企業価値の適正な評価につ

ながると考えています。当社グループの持続的成長と中長期的

な企業価値向上に資するよう、コーポレートガバナンス・ガイ

ドライン第25条において株主との建設的な対話を促進するた

めの方針を定めています。

対話を通じて株主・投資家の皆さまからいただいた貴重なご

意見は、経営陣に対し定期的かつ適時に報告し、経営の改善

に役立てています。

ガバナンス

当社では、株主総会を最も重要な対話の機会と位置付けて

おり、株主の意見を真摯に受け止め、丁寧な説明と回答に努

めています。当日ご参加いただけなかった株主の皆さまのため

に、公平な情報開示の観点から株主総会当日の様子を撮影・

公開しており、動画でご視聴いただけます。

機関投資家に対しては、四半期ごとの社長・経営陣による

決算説明会のほか、スモールミーティング、事業説明会などを

開催しています。また、国内外の機関投資家への訪問、個別

取材への対応なども実施しており、当社戦略の理解を得られる

よう努めています。

個人投資家に対しては、個人投資家向け説明会を実施し、

プレゼンテーションと質疑応答を行っています。

取り組み

主なIR活動

エンゲージメント活動の実績（2023年度）

投資家との対話を踏まえた取り組み

ガバナンス

株主の皆様に対して

機関投資家の皆様に対して

個人投資家の皆様に対して

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/ir/stock/meeting/

活動 詳細

機関投資家向け

·  決算説明会の開催
·  個別面談対応
·  欧米・アジアなどの海外投資家への個別訪問対応
·  事業説明会の開催
·  スモールミーティングの開催

個人投資家向け ·  個人投資家向け説明会に参加 

ウェブサイトで
の公開

·  株主総会招集通知
·  有価証券報告書／半期報告書
·  統合報告書（NYKレポート）
·  決算短信
·  決算説明会資料
·  動画配信（質疑応答を含む）
·  適時開示資料

その他 ·  当社に対する市場での期待・評価の社内フィード
バック（証券アナリストによる講演会）

取り組み機関投資家の皆さまに対して

個人投資家の皆さまに対して

主なIR活動

株主の皆さまに対して
詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/ir/library/investors/

Link

Link
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ガバナンス 株主・投資家との対話
株主・投資家との対話

取り組み

主なIR活動

エンゲージメント活動の実績（2023年度）

投資家との対話を踏まえた取り組み

ガバナンス

株主の皆様に対して

機関投資家の皆様に対して

個人投資家の皆様に対して

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

リスクマネジメント コンプライアンス 株主・投資家との対話コーポレート・ガバナンス

説明会種類 開催回数または
開催時期／参加者数 内容 主な説明者

決算説明会 年4回／計535名
通期もしくは四半期決算実績、
業績予想、中期経営計画の進捗など

代表取締役社長・社長執行役員、
代表取締役・副社長執行役員

IR説明会
2023年6月／92名

当社グループにおける物流事業の位置付けと
今後の成長戦略

執行役員（物流グループ等担当）

2024年1月／128名
コンテナ船・自動車船需給に関する
当社調査グループの分析

調査グループ グループ長代理

オンライン個人投資家
向け説明会 2023年6月／919名 事業概要、業績、中期経営計画等 代表取締役社長・社長執行役員

NYKグループ
ESGストーリー2023
説明会

2023年11月／85名 「NYKグループESGストーリー 2023」の説明
代表取締役社長・社長執行役員、
代表取締役・副社長執行役員、
執行役員（ESG経営・脱炭素各グループ担当）

Ocean Network Express 
Pte. Ltd. 
（ONE）事業説明会

2024年3月／224名 ONE社の中期経営計画や事業概況等 Ocean Network Express Holdings, Ltd.   
代表取締役会長

活動種類 開催回数／参加企業数 内容 主な説明者

スモールミーティング※1 4回／計37社 経営層による投資家との対談
代表取締役社長・社長執行役員、
代表取締役・副社長執行役員

SR※2活動 14回／計14社 国内機関投資家の議決権行使担当者との対話
代表取締役社長・社長執行役員、
代表取締役・副社長執行役員、
執行役員（IRグループ担当）

個別取材 306回／計164社 国内外機関投資家・アナリストとの対話 IRグループ

うち、ESG
エンゲージメント※3  14回／計14社 国内外機関投資家・アナリストとの対話のうち、

ESGに関するもの
IRグループ、
脱炭素グループ

（注）各種説明会はリモート形式により実施

※1 証券会社主催を含む　※2 Shareholder Relations　※3 テーマをESGに絞った対話のみをカウント
（注）リモート形式による実施を含む

投資家向け説明会 当社の取り組み例

個別対話

トピック 取り組み例

事業部署による
投資家への説明

•   定期的な機関投資家向け事業説明会の開催 
–物流事業に関する説明会(2023年6月) 
– 調査グループによる説明会(中東情勢に関する説
明を含む)(2024年1月)

最適資本構成

•  中期経営計画にてキャッシュ ·アロケーションを踏
まえた株主還元方針の策定(2023年3月)

•  追加の自己株式取得の実施(2024年5月~2025年4月
(予定))

開示セグメント
の変更

•  事業規模が拡大した「不定期専用船事業」の内訳
を開示し、ROEの向上と株主資本コスト低減(事
業のボラティリティ低減)に向けた取り組みを推進
(2024年8月)

社外取締役と
株式市場の対話

•  社外取締役スモールミーティングの開催および統合
報告書での開示

資本市場を意識
した開示

•  「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた
対応」について具体的な施策の開示 
（2024年2月、5月）
•  中期経営計画の進捗開示

当社では、株主・投資家の皆さまとの対話内容を迅速に経営

陣にフィードバックする体制を整えています。スモールミーティ

ング、SR活動、ロードショー、証券会社主催のカンファレンス、

個別取材等の対話内容や証券アナリストのレポートなどは、IR

グループから経営トップに対し週次で報告を行っています。

エンゲージメント活動の実績（2023年度） 投資家との対話を踏まえた取り組み
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企業情報

定期船事業

川崎汽船、商船三井との邦船3社合同で世界100カ国以上を

つなぐ航路ネットワークを構築し、一般消費財をグローバル

に輸送する定期コンテナ船事業を合弁会社Ocean Network 

Express Pte.Ltd.（ONE）の下、展開しています。また国際物流

を支える海陸一貫輸送の中継地点としてのターミナル・港湾関

連サービスも提供しています。

自動車事業

世界最大約110隻の船隊と輸送技術により、完成車の輸出入

を中心に、三国間輸送への対応も含めて高付加価値のサービ

スを提供しています。各地での完成車専用ターミナルの建設・

運営、内陸輸送網への投資・整備等、他社に先駆けたインフ

ラ整備に取り組んでいます。

エネルギー事業

エネルギーバリューチェーンの上流から下流までさまざまな分

野に関与し、世界のエネルギー安定供給に貢献しています。近

年は世界の脱炭素化の動きを事業機会と捉え、次世代／ゼロ

エミッション燃料や再生可能エネルギー関連事業開発にも注力

しています。

その他事業

客船事業として、ショートクルーズからアジア・オセアニアを

周るグランドクルーズまで、多種多様なクルーズを提供してい

ます。また、当社とグループ会社が保有する不動産の運営事

業や、物流技術分野全般にわたって最適ソリューションを提供

する研究開発事業も展開しています。

物流事業

グローバルな拠点間を結ぶネットワークを活用し、倉庫・配

送から海上・航空フォワーディングまで、海・陸・空にまたが

る多様な物流サービスを組み合わせた最適なサプライチェーン

を構築し、高度化・多様化するお客さまのニーズにお応えして

います。

ドライバルク事業

世界の経済活動に必要不可欠な鉄鉱石、石炭、木材チップな

どのバルク貨物※の安全輸送に取り組んでいます。貨物の特性

に応じた輸送技術の導入や船隊の整備を推進し、そのノウハウ

とグローバルな営業ネットワークは、世界中のお客さまから高

い評価を得ています。

※バルク貨物：梱包されずに輸送される貨物

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

会社概要

会社名
日本郵船株式会社
Nippon Yusen Kabushiki Kaisha
(Nippon Yusen Kaisha、またはNYK Line)

代表取締役社長 曽我 貴也

本店

〒100-0005
東京都千代田区丸の内二丁目3番2号 郵船ビル

TEL:03-3284-5151

支店
北海道支店(札幌市)、秋田支店(秋田市)、
横浜支店(横浜市)、名古屋支店(名古屋市)、
関西支店(神戸市)、九州支店(福岡市)

設立 1885年(明治18年)9月29日

資本金 144,319,833,730円

従業員数 35,243名

所在地
https://www.nyk.com/pro�le/location/

Link

（2024年3月31日時点）

事業内容
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「環境」分野の評価例

日本郵船グループの
ESG経営

安全 環境 人材 その他 ガバナンス目次

社会からの評価

当社グループは、ESG（Environment：環境、Social：社会、

Governance：ガバナンス）に関する取り組みを積極的に推進し

ている企業グループとして、多くの格付け機関などから評価を

受け、さまざまなSRI※インデックスに選定されています。当社

が受けている評価のうち、2024年7月時点での代表的な内容

をご紹介します。

当社は世界の代表的なSRIインデックスである「FTSE4Good 

Index Series」に22年連続（2024年7月現在）で選定されている

ほか、「MSCI日本株 ESG Select Leaders指数」の構成銘柄に選

ばれています。また、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）

が採用する、国内株式を対象とする6つのSRIインデックスのす

べてに選定されています。

※1  くるみん認定とは、次世代育成支援対策推進法に基づく優良な子育てサポート企業として
厚生労働大臣の認定を受けることができる制度

※2  経済産業省が（株）東京証券取引所と共同で女性活躍推進に優れた上場企業を選定・発表
する制度

当社は、次世代育成支援対策推進法に基づいた「高い水準

の子育てサポート企業」として、2021年に厚生労働省の認定

する「プラチナくるみん認定※1」を受けました。

また、採用から登用までの一貫したキャリア形成支援、共働

き・共育てを可能にする男女問わない両立支援、を両輪で進め

「女性活躍を推進する企業」を選定する令和5年度「なでしこ

銘柄※2」に選定されました。

さらに、経済産業省と日本健康会議が共同で実施する健康

経営優良法人認定制度「健康経営優良法人2024（大規模法人

部門）」に8年連続で認定されています。

国際的なNGOであるCDP※が気候変動対応、戦略、情報

開示等において特に優れた活動をする企業を対象に評価する

「CDP2023気候変動」において最高評価の「Aリスト」に4年

連続で選定されています。

また、CDPが企業のサプライチェーン全体での気候変動・

GHG排出量削減への取り組みについて調査し、企業が気候変

動課題に対してどのように効果的にサプライヤーと協働してい

るかを評価する「サプライヤー・エンゲージメント評価」にお

いて、4年連続で最高評価の「サプライヤー・エンゲージメン

ト・リーダー」に選定されています。

※ CDP：旧名 Carbon Disclosure Project

GPIFが採用する国内株式対象のSRIインデックス6種（2024年7月現在）

FTSE Blossom Japan Index
FTSE Blossom Japan Sector Relative Index
MSCI日本株 ESG Select Leaders指数
MSCI日本株女性活躍指数 （WIN）
S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数　
Morningstar 日本株式ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数〈除くREIT〉

※SRI（Social Responsible Investment）：社会責任投資

詳細は以下をご覧ください
https://www.nyk.com/sustainability/evaluate/

Link

世界の代表的なSRIインデックスへの組み入れ例

「社会」分野の評価例

詳細は以下をご覧ください
https://www.cdp.net/en/scores

Link
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〒100-0005
東京都千代田区丸の内二丁目3番2号
TEL：03-3284-5151（代表）
URL：https:/www.nyk.com


